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1. 事故シーケンスグループ等の選定に係るＰＲＡの実施範囲と評価

対象について 

  本確率論的リスク評価（以下「ＰＲＡ」という。）は，「実用発

電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する

規則の解釈」（平成 25 年 6 月 19 日）（以下「解釈」という。）第

3 章第 37 条に基づいて実施したものである。 

  本ＰＲＡは，解釈第 3 章第 37 条において炉心損傷防止対策等の

有効性評価の対象として定められている，「必ず想定する事故シー

ケンスグループ」等に追加して評価すべき事故シーケンスグループ

等の抽出及び重要事故シーケンス等の選定に活用する。 

  ＰＲＡの実施範囲は，一般社団法人日本原子力学会において実施

基準が標準化されている等，現段階で実施可能な「内部事象出力運

転時レベル１ＰＲＡ」，「内部事象出力運転時レベル１．５ＰＲ

Ａ」，「内部事象停止時レベル１ＰＲＡ」，「地震レベル１ＰＲ

Ａ」及び「津波レベル１ＰＲＡ」を対象とした。 

  今回のＰＲＡの目的は，設計基準事象を超えた重大事故に対する

炉心損傷防止対策等の有効性評価を行うための事故シーケンスグル

ープ等の抽出であることから，設計基準事故対処設備による対応を

基本とし，これまでに整備したアクシデントマネジメント策（通商

産業省「原子力発電所内におけるアクシデントマネジメントの整備

について」（平成 4 年 7 月）以前から整備しているアクシデントマ

ネジメント策を含む）には期待しないことを前提に評価を行うこと

とした。ただし，「ＥＣＣＳ手動起動」，「原子炉手動減圧」，

「残留熱除去系の手動起動」等の設計基準事故対処設備を作動させ

るための操作については，本評価においても期待することとした。
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なお，作動中である設計基準事故対処設備の機能維持に係る操作の

うち，余裕時間が十分長い操作（「サプレッション・プール水温上

昇時の水源切替操作」，「ＲＣＩＣタービン排気圧高トリップイン

ターロックのバイパス操作」等）については，本評価において考慮

するものとした。 

＜今回のＰＲＡの評価対象＞ 

対象緩和設備 今回のＰＲＡでの取り扱い 

設計基準事故対処設備 考慮する 

ＡＭ要 請（ H4） 以 前から 整備

しているＡＭ策  

考慮しない 

（「Ｅ ＣＣ Ｓ手 動 起動」，「 原子

炉手動 減圧 」， 「 残留熱除去 系の

手動起動」等は考慮） 

ＡＭ要 請（ H4） 以 降整備 した

ＡＭ策 
考慮しない 

緊急安全対策設備 考慮しない 

重大事故等対処設備 考慮しない 
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2. 「ＰＲＡの説明における参照事項」に基づく構成について 

  本資料では事故シーケンスグループ等の選定に際して実施した各

種ＰＲＡについて，「ＰＲＡの説明における参照事項」（原子力規

制庁 平成 25 年 9 月）の記載に基づく構成とした。 

  また，「ＰＲＡの説明における参照事項」の記載と関連して留意

すべき事項は以下のとおりである。 

 (1) ピアレビューについて 

   メーカ，エンジニアリング会社及び海外の専門家等によるピア

レビューの実施を検討中である。 
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3. レベル１ＰＲＡ 

3.1 内部事象ＰＲＡ 

3.1.1 出力運転時ＰＲＡ 

  出力運転時レベル１ＰＲＡは日本原子力学会標準「原子力発電所

の出力運転状態を対象とした確率論的安全評価に関する実施基準

（レベル 1PSA 編）：2008」に基づき実施した（別紙 3.1.1-1）。評

価フロー図を第 3.1.1-1 図に示す。 

3.1.1.1 対象プラント 

 (1) 対象とするプラントの説明 

  ａ．プラント情報の収集・分析 

    東海第二発電所の内部事象出力運転時レベル１ＰＲＡ実施に

当たり必要とされる以下の情報を収集した。 

・ＰＲＡ実施に当たり必要とされる基本的な情報（設計情報，

運転・保守管理情報等） 

・定量化に当たり必要とされる情報（起因事象発生に関する

運転経験等） 

    レベル１ＰＲＡ実施のための情報収集に使用したリストを第

3.1.1.1-1 表に示す。 

  ｂ．東海第二発電所の概要 

・出力 熱出力 3,293MW 

  電気出力 1,100MW 

・プラント型式 沸騰水型軽水炉（ＢＷＲ－５） 

・格納容器型式 圧力抑制形（Ｍａｒｋ－Ⅱ） 

  ｃ．ＰＲＡにおいて考慮する緩和設備（系統）の概要 

    ＰＲＡにおいて考慮する緩和設備（系統）を第 3.1.1.1-2 表
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に示す。また，東海第二発電所の系統構成の概要を第 3.1.1.1-

1 図に，各系統設備概要を第 3.1.1.1-3 表に示す。 

   (a) 原子炉停止機能に関する系統 

     通常運転時は，原子炉再循環流量制御系とあいまって，制

御棒及び制御棒駆動系からなる反応度制御系により，原子炉

の出力調整を行う。原子炉の起動時・停止時にも，反応度制

御系を利用する。異常時にあっては，以下の系統により原子

炉を停止する。 

    ⅰ) スクラム系（第 3.1.1.1-2 図，第 3.1.1.1-3 図） 

      原子炉水位低（レベル３）等の信号により異常を検知し

て，急速かつ自動的に制御棒を炉心に挿入し，原子炉を停

止させる。本系統は，各制御棒にスクラム信号を発する原

子炉緊急停止系，スクラム排出容器及び制御棒駆動水圧系

から構成される。 

   (b) 炉心冷却機能に関する系統 

     通常運転時は，給水系より原子炉へ冷却材を給水し，炉心

で発生する蒸気を原子炉から主蒸気系を通して取り出し，タ

ービン発電機を駆動する。タービンを出た低圧の蒸気は復水

器にて凝縮され，再び復水系を経て給水系により原子炉へ冷

却材として供給される。原子炉停止時には，残留熱除去系に

より原子炉の崩壊熱を除去する。異常時においては，以下の

系統により原子炉を冷却する。 

    ⅰ) 高圧炉心スプレイ系（ＨＰＣＳ）（第 3.1.1.1-4 図） 

      ＨＰＣＳは，原子炉水位異常低下（レベル２）又はドラ

イウェル圧力高の信号で自動起動し，復水貯蔵タンク水
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（第 1 水源）又はサプレッション・プール（Ｓ／Ｐ）水

（第 2 水源）を炉心上部に設けられたスパージャ・ヘッダ

のノズルから燃料集合体にスプレイして炉心を冷却する。 

    ⅱ) 原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）（第 3.1.1.1-5 図） 

      ＲＣＩＣは，原子炉水位異常低下（レベル２）の信号で

自動起動し，復水貯蔵タンク水（第 1 水源）又はＳ／Ｐ水

（第 2 水源）を原子炉圧力容器頂部ノズルより注水して炉

心を冷却する。本系統は，原子炉で生じる蒸気で駆動する

蒸気タービンの回転をポンプの動力源としている。また，

制御用電源及び機器駆動用電源には直流電源（蓄電池含

む）を用いており，全交流動力電源喪失時にも蓄電池が枯

渇するまでの一定の時間は炉心を冷却することができる。 

    ⅲ) 自動減圧系（ＡＤＳ）（第 3.1.1.1-1 図） 

      ＡＤＳは，逃がし安全弁（Ｓ／Ｒ弁）18弁のうち7弁か

らなり，低圧炉心スプレイ系又は低圧注水系と連携して炉

心を冷却する機能を持つ。本系統は，原子炉水位異常低下

（レベル１）及びドライウェル圧力高の両信号を受けて作

動し，原子炉圧力を低下させる。 

    ⅳ) 低圧炉心スプレイ系（ＬＰＣＳ）（第 3.1.1.1-6 図） 

      ＬＰＣＳは，原子炉水位異常低下（レベル１）又はドラ

イウェル圧力高の信号で自動起動し，Ｓ／Ｐ水を炉心上部

に設けられたスパージャ・ヘッダのノズルから燃料集合体

にスプレイして炉心を冷却する。 

    ⅴ) 低圧注水系（ＬＰＣＩ）（第 3.1.1.1-7 図） 

      ＬＰＣＩは，残留熱除去系（ＲＨＲ）の1つの機能であ
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り，原子炉水位異常低下（レベル１）又はドライウェル圧

力高の信号で自動起動し，Ｓ／Ｐ水を原子炉圧力容器シュ

ラウド内へ直接注水して炉心を冷却する。本プラントでは，

ＬＰＣＩを3系統設けている。 

   (c) 格納容器からの除熱機能に関する系統 

     通常運転時は，格納容器内雰囲気は窒素により不活性化さ

れている。また，ドライウェル内ガス冷却装置により格納容

器内は循環冷却されている。異常時においては，以下の系統

により格納容器の機能を維持する。 

    ⅰ) 格納容器（ＰＣＶ）（第3.1.1.1-8図） 

      ＰＣＶは，円錐フラスタム形をしたドライウェルと円筒

形のサプレッション・チェンバ，及び両者を仕切るダイヤ

フラムフロアとこれを貫通するベント管等から構成されて

いる。原子炉冷却材喪失時に原子炉から放出される蒸気は，

このベント管を通ってＳ／Ｐに導かれて凝縮される。 

    ⅱ) 残留熱除去系（ＲＨＲ）（第3.1.1.1-7図） 

     ① 格納容器スプレイ冷却モード 

       格納容器スプレイ冷却モードはＲＨＲの機能の1つで

あり，Ｓ／Ｐ水をＲＨＲの熱交換器で冷却し，ドライウ

ェル内及びサプレッション・チェンバ内にスプレイする

ことで格納容器内の温度，圧力を低減させるとともに，

事故時に格納容器内に浮遊しているよう素を除去するこ

とにより，放射性物質が漏えいするのを抑制する。 

     ② Ｓ／Ｐ冷却モード 

       Ｓ／Ｐ冷却モードはＲＨＲの機能の1つであり，Ｓ／
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Ｐ水をＲＨＲの熱交換器で冷却し，再びＳ／Ｐへ戻すこ

とによりＳ／Ｐの温度を低減させる。 

   (d) 安全機能のサポート機能に関する系統 

     通常運転時に使用する補機の冷却は，原子炉補機冷却系

（ＲＣＷ），タービン補機冷却系（ＴＣＷ）及び補機冷却水

海水系（ＡＳＷ）（以下「常用補機冷却系」という。）によ

り行う。また，電源については，通常運転中に使用する補機

へは発電機から所内変圧器を通して給電し，プラント停止時

に使用する補機へは起動変圧器から給電する。 

     異常時にあっては，以下の系統により非常用の補機を冷却

し，非常用電源を供給する。 

     なお，常用補機冷却系，非常用補機冷却系の区分Ⅰ，Ⅱ，

Ⅲは，それぞれ独立している。常用及び非常用補機冷却系の

概要図を第 3.1.1.1-9 図に，所内用単線結線図を第 3.1.1.1-

10 図に，電源系統の概要図を第 3.1.1.1-11 図に示す。 

    ⅰ) 残留熱除去系海水系（ＲＨＲＳ） 

      ＲＨＲＳは，ＬＰＣＳ及びＲＨＲの補機に直接海水を供

給することで，これらを冷却する。 

    ⅱ) 非常用ディーゼル発電機海水系（ＤＧＳＷ） 

      ＤＧＳＷは，非常用ディーゼル発電機（ＤＧ－２Ｃ／２

Ｄ）の補機に直接海水を供給することで，これらを冷却す

る。 

    ⅲ) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機海水系（ＨＰＣＳ

－ＤＧＳＷ） 

      ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷは，ＨＰＣＳ及びＨＰＣＳディーゼ
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ル発電機（ＨＰＣＳ－ＤＧ）の補機に直接海水を供給する

ことで，これらを冷却する。 

    ⅳ) 電源系（第3.1.1.1-10図，第3.1.1.1-11図） 

      主発電機トリップ等により所内電源が失われると，常用

母線への給電は自動的に起動変圧器（275kV系）からの受

電に切り替わる。また，起動変圧器からの受電に失敗した

場合，非常用母線２Ｄ（区分Ⅱ）及びＨＰＣＳ母線（区分

Ⅲ）は予備変圧器（154kV系）からの受電に切り替わる。

なお，非常用母線２Ｃ（区分Ⅰ）はＤＧ－２Ｃからの受電

が優先され，必要に応じ，手動操作にて予備変圧器からの

受電に切り替える。さらに，常用母線から非常用母線への

給電がない場合には，非常用母線の電圧低下を検知して2

台の非常用ＤＧとＨＰＣＳ－ＤＧが自動起動し，非常用母

線を介して非常用機器に給電する。 

      直流電源系は，125V，250V，24V系に分離され，それぞ

れ充電器，予備充電器及び蓄電池を備えている。本ＰＲＡ

において考慮している125V系は，Ａ系（区分Ⅰ），Ｂ系

（区分Ⅱ）及び高圧炉心スプレイ系（区分Ⅲ）があり，遮

断器の開閉に必要な制御電源の供給やＤＧの起動等に用い

られる。 
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3.1.1.2 起因事象 

  通常の運転状態を妨げる事象であって，炉心損傷に至る可能性の

ある起因事象を選定し，その発生頻度を評価した。 

 (1) 評価対象とした起因事象について 

  ａ．起因事象の選定 

    プラントに適用する起因事象について，既往のＰＲＡを参考

に，次のとおり選定した。 

    (a) 過渡事象 

    (b) 手動停止／サポート系喪失 

    (c) ＬＯＣＡ 

    (d) 格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯ 

ＣＡ） 

    また，上記(a)～(d)の起因事象区分のそれぞれにおいて，同

一のイベントツリー及びフォールトツリーで評価できる起因事

象グループに細分化を行った（別紙 3.1.1.2-1）。選定した起

因事象区分及び起因事象グループを第 3.1.1.2-1 表に示す。ま

た，起因事象区分ごとに選定した起因事象グループを以下に示

す。 

  (a-1) 過渡事象 

     機器の故障や人的過誤によりプラントパラメータが変動し，

スクラム信号が発生して自動スクラムに至る事象である。こ

れらの事象については，事象進展の類似性等を考慮し，以下

のとおりグループ化している。ただし，緩和設備が従属して

機能喪失に至る起因事象（以下「従属性を有する起因事象」

という。）については，プラントへの影響の観点から別途グ
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ループ化している。 

    ⅰ) 非隔離事象 

      タービントリップ等により原子炉が自動スクラムする事

象であり，原子炉とタービン側が隔離されない事象である

ため，給復水系は事象発生後も継続して利用可能である。 

    ⅱ) 隔離事象 

      主蒸気隔離弁の閉鎖等により原子炉が自動スクラムする

事象であり，原子炉とタービン側が互いに隔離される事象

である。給復水系を利用するためには主蒸気隔離弁等の開

操作が必要となる。 

    ⅲ) 全給水喪失 

      給水系の故障等により給水流量が全喪失する事象であり，

原子炉水位の低下により原子炉が自動スクラムする事象で

ある。起因事象の発生により給水系が全喪失するため，事

象発生初期は給復水系が利用できない。 

    ⅳ) 水位低下事象 

      給水系の故障等により給水流量が減少する事象であり，

原子炉水位の低下により原子炉が自動スクラムする事象で

ある。給水流量の全喪失には至らないため，給復水系は機

能低下するものの，利用可能である。 

    ⅴ) 原子炉緊急停止系誤動作等 

      安全保護系の誤動作や制御棒の誤引き抜き等により原子

炉出力が減少又は増加する事象である。事象発生初期に原

子炉が隔離されないため，給復水系は利用可能である。 

    ⅵ) 逃がし安全弁誤開放 
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      原子炉運転中にＳ／Ｒ弁が誤開放することにより，冷却

材（蒸気）が流出し，原子炉を手動でスクラムさせる事象

である。本事象は，給水系が正常であれば原子炉が自動ス

クラムする事象ではないが，給水系が喪失した場合は，原

子炉水位の低下により原子炉が自動スクラムする。本事象

では，ＲＣＩＣは利用できない。 

  (a-2) 外部電源喪失 

     外部電源が喪失し原子炉が自動スクラムする事象である。

事象の発生により非常用電源の確保が必要になる等，他の事

象とはプラント応答が異なるため，1つの起因事象グループ

としている。 

  (b-1) 手動停止／サポート系喪失（手動停止） 

     原子炉停止機能，炉心冷却機能又は格納容器からの除熱機

能を有する緩和設備の機能異常による計画外の手動停止及び

サポート系の故障に伴う原子炉の手動停止を以下のとおりグ

ループ化している。 

    ⅰ) 計画外停止 

      原子炉停止機能，炉心冷却機能又は格納容器からの除熱

機能を有する緩和設備の機能異常が原因で原子炉を計画外

に停止する事象である。 

    ⅱ) 残留熱除去系海水系故障（区分Ⅰ，Ⅱ） 

      残留熱除去系海水系の故障により原子炉を手動停止する

事象である。本事象は従属性を有する起因事象であり，当

該区分の系統が機能喪失する。 

    ⅲ) 交流電源故障（区分Ⅰ） 
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      区分Ⅰの交流電源の故障により原子炉を手動停止する事

象である。本事象は従属性を有する起因事象であり，当該

区分の系統が機能喪失する。 

  (b-2) サポート系喪失（自動停止） 

     原子炉が自動停止に至るサポート系の故障を以下のとおり

グループ化している。 

    ⅰ) 交流電源故障（区分Ⅱ） 

      区分Ⅱの交流電源の故障により120V計装用母線の電源が

喪失することで給復水系の制御機能等が喪失し，原子炉が

自動スクラムする事象である。本事象は従属性を有する起

因事象であり，当該区分の系統が機能喪失する。 

    ⅱ) タービン・サポート系故障 

      補機冷却海水系，タービン補機冷却系，計装用圧縮空気

系等のタービン設備のサポート系の故障により，タービン

設備に期待できない状態で原子炉を手動でスクラムさせる

事象である。本事象は原子炉が自動スクラムする事象では

ないが，事象進展の類似性から自動停止に至るサポート系

喪失として分類する。 

  (b-3) サポート系喪失（直流電源故障） 

     直流電源故障時は他のサポート系喪失事象とはプラント応

答が異なるため，1つの起因事象グループとしている。 

    ⅰ) 直流電源故障（区分Ⅰ） 

      区分Ⅰの直流電源の故障により高圧復水ポンプ－Ｂ及び

Ｃがトリップするため給水流量が低下し，原子炉水位の低

下により原子炉が自動スクラムする事象である。原子炉ス
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クラム後，区分Ⅰの直流電源喪失に伴い所内電源自動切替

信号が発信しないため，外部電源喪失と同様の事象進展と

なる。本事象は従属性を有する起因事象であり，当該区分

の系統は機能喪失する。 

    ⅱ) 直流電源故障（区分Ⅱ） 

      区分Ⅱの直流電源の故障によりタービンが自動トリップ

し，タービン主蒸気止め弁等が閉止し原子炉が自動スクラ

ムする事象である。原子炉スクラム後，区分Ⅱの直流電源

喪失により外部電源からの受電しゃ断器が操作不能となり，

外部電源喪失と同様の事象進展となる。本事象は従属性を

有する起因事象であり，当該区分の系統は機能喪失する。 

   (c) ＬＯＣＡ 

     冷却材流出によりプラントパラメータが変動し，スクラム

信号が発生して自動スクラムに至る事象である。流出規模に

応じて期待できる緩和設備が異なることから，以下のとおり

グループ化している。 

    ⅰ) 大ＬＯＣＡ 

      再循環配管の両端破断のように，事象初期に急激な原子

炉減圧を伴う規模の冷却材が流出する事象であり，Ｓ／Ｒ

弁による原子炉減圧なしにＬＰＣＳ又はＬＰＣＩにより炉

心冷却が可能である。 

    ⅱ) 中ＬＯＣＡ 

      大ＬＯＣＡよりも破断口が小さく，減圧が緩やかな冷却

材の流出規模であるため，ＬＰＣＳ又はＬＰＣＩ系による

炉心冷却のためにはＳ／Ｒ弁による原子炉減圧が必要であ
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る。また，ＲＣＩＣのみでは原子炉水位確保は困難である。 

    ⅲ) 小ＬＯＣＡ 

      中ＬＯＣＡよりも破断口が小さく，ＲＣＩＣのみで原子

炉水位確保が可能であるが，制御棒駆動水圧系のみでは原

子炉水位確保が困難である。また，減圧が緩やかなため，

ＬＰＣＳ又はＬＰＣＩによる炉心冷却のためにはＳ／Ｒ弁

による原子炉減圧が必要である。 

   (d) 格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

     原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統の配管が，

高圧設計部分と低圧設計部分を分離するための隔離弁の誤開

等により，低圧設計部分が過圧され破断する事象である。他

の事象とはプラント応答が異なるため，1 つの起因事象グル

ープとしている。 

  ｂ．国内外の評価事例の分析 

    選定した起因事象グループと，安全評価審査指針（原子炉設

置変更許可申請書）及びＥＰＲＩ ＮＰ－２２３０で考慮して

いる過渡事象及び事故との比較を行い，選定した起因事象の網

羅性を確認した。原子炉設置変更許可申請書添付書類十及びＥ

ＰＲＩ ＮＰ－２２３０で考慮されている過渡事象及び事故との

比較結果を第3.1.1.2-2表に示す。 

    また，本プラント及び他の国内原子炉においてプラントの停

止に至ったトラブル事例について，原子炉施設運転管理年報等

により調査を行い，選定したいずれかの起因事象に含まれるこ

とを確認している。なお，東海第二発電所における過去のトラ

ブル事象は第3.1.1.2-3表に示すとおりである。 
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  ｃ．評価対象外とした起因事象 

    以下の事象は，発生頻度やプラントへの影響等の観点から，

リスク評価上の重要性は低いと考え，評価対象から除外した。 

   (a) 出力運転中の制御棒引き抜き，原子炉冷却材流量の部分喪

失及び原子炉冷却材系の停止ル－プの誤起動 

     起因事象が発生した場合においても自動スクラムに至らず，

炉心冷却機能への影響が軽微であるため，本事象は対象外と

した。 

   (b) 放射性気体廃棄物処理施設の破損 

     炉心損傷の観点からは考慮不要であるため，本事象は対象

外とした。 

   (c) 燃料集合体の落下事象 

     運転中では使用済燃料集合体の移送作業中における落下が

考えられるが，落下した場合でも原子炉の運転状態を妨げる

ことはなく，炉心損傷に至るような事象ではないため，本事

象は対象外とした。 

   (d) 制御棒落下 

     制御棒及び制御棒駆動機構の接続部は，十分に信頼性の高

い構造とし，必要な場合以外に分離することがない設計とな

っている。万一，制御棒が駆動部から分離し落下した場合に

は，制御棒落下速度リミッタによって，落下速度を抑える設

計になっている。 

     また，設置変更許可申請書の事故評価の中で，原子炉が臨

界又は臨界近傍（冷温時，高温待機時）にあるときに制御棒

が落下する事故を評価しているが，原子炉冷却材圧力バウン
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ダリにかかる圧力，燃料エンタルピの最大値及びピーク出力

部燃料エンタルピの結果より，原子炉停止能力，原子炉冷却

材圧力バウンダリ等の健全性は損なわれず炉心損傷に至るこ

とはないことが確認されていることから，本事象は対象外と

した。 

   (e) 主蒸気管破断 

     主蒸気管破断後に主蒸気隔離弁閉鎖に成功した場合は「隔

離事象」に分類する。 

     主蒸気隔離弁閉鎖に失敗した場合は「格納容器バイパス」

が発生するが，発生頻度が極めて小さい値となることから，

評価対象外とした（別紙 3.1.1.2-2）。 

   (f) 原子炉圧力容器破損（ＤＢＡ超過ＬＯＣＡ） 

     ＮＵＲＥＧ－１８２９では，ＤＢＡを超える範囲のＬＯＣ

Ａの発生頻度は 1E-8／炉年以下と評価されている。本事象に

対して炉心損傷は防止できないものの，格納容器破損頻度の

観点であっても十分低い値となっているため，本事象は対象

外とした。 

   (g) 通常停止 

     定期検査のための停止や漏えい等の微小な故障によるプラ

ント停止であり，原子炉停止機能，炉心冷却機能，格納容器

からの除熱機能及び安全機能のサポート機能に影響がなく，

緩和設備を十分有している状態での手動停止でありプラント

への影響は限定されるため，本事象は対象外とした（別紙

3.1.1.2-3）。 

  ｄ．起因事象発生頻度の評価 
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   (a) 起因事象発生頻度の評価に用いたデータベース 

     国内ＢＷＲプラントの起因事象発生頻度は，次の情報に基

づいて，定期的に更新している。 

・原子力施設運転管理年報（独立行政法人 原子力安全基

盤機構） 

・ＮＵＣＩＡで公開されているトラブル情報 

・電気事業者によるプレスリリース 

     本ＰＲＡでは，起因事象発生頻度は，平成20年度末までの

国内ＢＷＲプラントの実績に基づいて算出したものを使用し

ている（別紙3.1.1.2-4）。 

   (b) 起因事象発生頻度の評価 

     選定した各起因事象について，発生頻度を評価した結果を

第3.1.1.2-4表に示す。発生頻度の評価に当たっては，ＬＯ

ＣＡ及びインターフェイスシステムＬＯＣＡ以外の起因事象

については，(a)の国内ＢＷＲ全32基の運転実績に基づき，

次の式により起因事象発生頻度を算出している。 

 λＩ Ｅ＝ＸＩ Ｅ／ＴＯ Ｐ 

λＩ Ｅ：起因事象発生頻度（／炉年） 

ＸＩ Ｅ：起因事象発生件数 

ＴＯ Ｐ：総運転炉年又は営業運転開始からの総年数（暦年） 

     各起因事象発生頻度の評価方法は以下のとおり。 

    ⅰ) 過渡事象の発生頻度 

      過渡事象は，発生件数を総運転炉年で除して算出した。

運転実績には，利用可能な最新のデータである平成20年度

（平成21年3月）末までのデータを用いることとし，発生
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件数のない起因事象に関しては，発生件数を0.5件と仮定

して発生頻度を算出した。エラーファクタはＷＡＳＨ－１

４００を参考に工学的判断により設定した（別紙3.1.1.2-

9）。 

     ① 非隔離事象 

       81 / 488.1 ＝1.7E-1／炉年 

非隔離事象の発生件数 ：81件 

国内ＢＷＲ全32基の総運転炉年 ：488.1年 

     ② 隔離事象 

       13 / 488.1 ＝2.7E-2／炉年 

隔離事象の発生件数 ：13件 

国内ＢＷＲ全32基の総運転炉年 ：488.1年 

     ③ 全給水喪失 

       5 / 488.1 ＝1.0E-2／炉年 

全給水喪失の発生件数 ：5件 

国内ＢＷＲ全32基の総運転炉年 ：488.1年 

     ④ 水位低下事象 

       13 / 488.1 ＝2.7E-2／炉年 

水位低下事象の発生件数 ：13件 

国内ＢＷＲ全32基の総運転炉年 ：488.1年 

     ⑤ 原子炉緊急停止系誤動作等 

       27 / 488.1 ＝5.5E-2／炉年 

原子炉緊急停止系誤動作等の発生件数 ：27件 

国内ＢＷＲ全32基の総運転炉年 ：488.1年 

     ⑥ 逃がし安全弁誤開放 
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       0.5 / 488.1 ＝1.0E-3／炉年 

Ｓ／Ｒ弁誤開放の発生件数※ ：0.5件 

国内ＢＷＲ全32基の総運転炉年 ：488.1年 

※：発生経験がないため，発生件数を0.5件と仮定。 

    ⅱ) 外部電源喪失の発生頻度 

      外部電源喪失の発生頻度は，発生件数を暦年で除して算

出した。運転実績には，利用可能な最新のデータである平

成20年度（平成21年 3月）末までのデータを用いた。なお，

外部電源喪失の発生件数は，運転時に発生した2件と停止

中に発生した1件を加えた3件とし，エラーファクタはＷＡ

ＳＨ－１４００を参考に工学的判断により設定した（別紙

3.1.1.2-5）。 

     ① 外部電源喪失 

       3 / 706.1 ＝4.2E-3／炉年 

外部電源喪失の発生件数 ：3件 

国内ＢＷＲ全32基の営業運転開始

からの総年数（暦年） 

：706.1年 

    ⅲ) 手動停止／サポート系喪失（手動停止）の発生頻度 

      手動停止の発生頻度は，発生件数を総運転炉年で除して

算出した。サポート系喪失（手動停止）の発生頻度は，発

生件数を対象の系統数を考慮した総運転炉年で除して1系

統当たりの発生頻度を算出した。運転実績には，利用可能

な最新のデータである平成20年度（平成21年3月）末まで

のデータを用いることとし，発生経験のない起因事象に関

しては，発生件数を0.5件と仮定して発生頻度を算出した。
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エラーファクタはＷＡＳＨ－１４００を参考に工学的判断

により設定した。 

     ① 計画外停止 

       21 / 488.1 ＝4.3E-2／炉年 

計画外停止の発生件数 ：21件 

国内ＢＷＲ全32基の総運転炉年 ：488.1年 

     ② 残留熱除去系海水系故障 

       0.5 / 693.6 ＝7.2E-4／炉年 

補機冷却系故障の発生件数※ ：0.5件 

国内ＢＷＲ全32基の補機冷却系の

系統数を考慮した総運転炉年 

：693.6年 

※：発生経験がないため，発生件数を0.5件と仮定。 

     ③ 交流電源故障（区分Ⅰ） 

       0.5 / 3366.2 ＝1.5E-4／炉年 

交流電源故障の発生件数※ ：0.5件 

国内ＢＷＲ全32基の交流電源の母

線数を考慮した総運転炉年 

：3366.2年 

※：発生経験がないため，発生件数を0.5件と仮定。 

    ⅳ) サポート系喪失（自動停止）の発生頻度 

      サポート系喪失（自動停止）の発生頻度は，発生件数を

対象の系統数を考慮した総運転炉年で除して1系統当たり

の発生頻度を算出した。運転実績には，利用可能な最新の

データである平成20年度（平成21年3月）末までのデータ

を用いることとし，発生経験のない起因事象に関しては，

発生件数を0.5件と仮定して発生頻度を算出した。エラー
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ファクタはＷＡＳＨ－１４００を参考に工学的判断により

設定した。 

     ① 交流電源故障（区分Ⅱ） 

       0.5 / 3366.2 ＝1.5E-4／炉年 

交流電源故障の発生件数※ ：0.5件 

国内ＢＷＲ全32基の交流電源の母

線数を考慮した総運転炉年 

：3366.2年 

※：発生経験がないため，発生件数を0.5件と仮定。 

     ② タービン・サポート系故障 

       0.5 / 693.6 ＝7.2E-4／炉年 

タービン・サポート系故障の発生件数※ ：0.5件 

国内ＢＷＲ全32基のタービン・サポー

ト系の系統数を考慮した総運転炉年 

：693.6年 

※：発生経験がないため，発生件数を0.5件と仮定。 

    ⅴ) サポート系喪失（直流電源故障）の発生頻度 

      サポート系喪失（直流電源故障）の発生頻度は，発生件

数を対象の系統数を考慮した総運転炉年で除して1系統当

たりの発生頻度を算出した。運転実績には，利用可能な最

新のデータである平成20年度（平成21年3月）末までのデ

ータを用いることとし，発生経験のない起因事象に関して

は，発生件数を0.5件と仮定して発生頻度を算出した。エ

ラーファクタはＷＡＳＨ－１４００を参考に工学的判断に

より設定した。 

     ① 直流電源故障 

       0.5 / 1763.3 ＝2.8E-4／炉年 
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直流電源故障の発生件数※ ：0.5件 

国内ＢＷＲ全32基の直流電源の母線

数を考慮した総運転炉年 

：1763.3年 

※：発生経験がないため，発生件数を0.5件と仮定。 

    ⅵ) ＬＯＣＡの発生頻度 

      ＬＯＣＡについては，国内外で発生した経験がないため，

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－５７５０及びＮＵＲＥＧ－１８２９の

データに基づき，大ＬＯＣＡ，中ＬＯＣＡ，小ＬＯＣＡの

発生頻度及びエラーファクタを設定した（別紙3.1.1.2-

6）。 

     ① 大ＬＯＣＡ 

       2.0E-5／炉年 

     ② 中ＬＯＣＡ 

       2.0E-4／炉年 

     ③ 小ＬＯＣＡ 

       3.0E-4／炉年 

      なお，本ＰＲＡでは，特定の緩和系の配管破断に伴うＬ

ＯＣＡが発生した場合に，その緩和系を使用できなくなる

ことについては考慮していないが，これを考慮した場合の

影響についても確認した（別紙3.1.1.2-7）。 

    ⅶ) 格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣ

Ａ）の発生頻度 

      インターフェイスシステムＬＯＣＡについては，国内外

で発生した経験がないため，インターフェイスシステムＬ

ＯＣＡとなり得る配管を同定し，フォールトツリーによる
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システム信頼性解析を使用する方法に基づき発生頻度及び

エラーファクタを算出した（別紙3.1.1.2-8）。 

     ① インターフェイスシステムＬＯＣＡ 

       4.1E-10／炉年 
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3.1.1.3 成功基準 

  炉心損傷を防止するために必要とされる緩和設備及び緩和操作の

組合せ，及びそれらの機能を達成するために必要な条件を定めた。 

 (1) 成功基準について 

  ａ．炉心損傷判定条件 

    炉心損傷の判定条件を次のとおり設定した。 

・ 燃料被覆管表面温度が 1,200℃を超えると評価される状態 

・ 燃料被覆管の酸化量が，酸化反応が著しくなる前の被覆管

厚さの 15％を超えると評価される状態 

  ｂ．起因事象ごとの成功基準の一覧表 

    上記を踏まえ，ＳＡＦＥＲコードによる成功基準解析結果

（別紙 3.1.1.3-1）を用いて，起因事象ごとに整理した成功基

準の一覧を第 3.1.1.3-1 表に示す。また，低圧炉心冷却時のＳ

／Ｒ弁の必要弁数を第 3.1.1.3-2 表に，ＲＨＲＳの成功基準を

第 3.1.1.3-3 表に，ＥＣＣＳポンプ室等の空調機の成功基準を

第 3.1.1.3-4 表に示す。 

  ｃ．対処設備作動までの余裕時間及び使命時間 

   (a) 余裕時間 

     運転員による緩和操作を対象として，それらを遂行するま

での余裕時間をＭＡＡＰコードによる事故進展解析（別紙

3.1.1.3-1）結果等に基づき設定した。事故進展解析結果を

第 3.1.1.3-5 表に示す。また，設定した余裕時間を以下に示

す。 

    ⅰ) 炉心冷却に対する余裕時間 

      対象操作：原子炉注水に関する手動バックアップ 
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           自動起動信号（高圧ＥＣＣＳ，自動減圧，低

圧ＥＣＣＳ等）に失敗した場合に，運転員の

手動操作によるバックアップに期待する。 

      余裕時間：30 分（大中ＬＯＣＡ除く） 

      設定根拠：事故進展解析における高圧・低圧注水機能喪

失シーケンスの炉心損傷に至る時間 0.9 時間

に余裕を見込み 30 分とした。また，設定し

た余裕時間で炉心損傷を防止できることを，

許認可での使用実績のあるＳＡＦＥＲコード

を用いて確認した（別紙 3.1.1.3-2）。ただ

し，小ＬＯＣＡを除くＬＯＣＡ（大ＬＯＣＡ

及び中ＬＯＣＡ）における余裕時間について

は，事象進展が早く，30 分の余裕時間では炉

心損傷を防止することは困難であるため極め

て短い時間として別途考慮する。 

    ⅱ) 格納容器除熱に対する余裕時間 

      対象操作：原子炉注水成功時のＲＨＲによる格納容器除

熱操作 

           原子炉注水成功時，崩壊熱による格納容器破

損を防ぐために，ＲＨＲを起動する必要があ

る。 

      余裕時間：1 時間 

      設定根拠：事故進展解析における崩壊熱除去機能喪失シ

ーケンスの格納容器破損（格納容器圧力が最

高使用圧力の 2 倍）に至る時間 21.4 時間に

35



3.1.1-24 
 

対して，サプレッション・プール水温の上昇

による注水設備への影響を考慮し，保守的に

1 時間とした。 

   (b) 使命時間 

     緩和設備が要求される安全機能を果たすために必要な運転

時間である使命時間については，以下の観点から24時間を適

用している。 

・ 24 時間あれば，プラントを安定した状態に移行させるこ

とが可能であり，機能喪失した設備の復旧や追加の運転

員操作に期待できる。 

  ｄ．解析コードの検証性 

    成功基準解析に使用したＳＡＦＥＲコードは，許認可解析で

十分な実績を有しており，十分な検証が行われている。また，

事故進展解析に使用したＭＡＡＰコードの検証性については，

重大事故等防止対策の有効性評価の内容説明と併せて提示する。 
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3.1.1.4 事故シーケンス 

  事故シーケンスとは，炉心損傷等に至るまでの，起因事象の発生

及び各種安全機能喪失の組合せのことである。また，炉心損傷に至

る事故シーケンスを網羅的に展開するための体系的な分析と定量化

が可能である手法として，イベントツリー法を用いる。 

 (1) イベントツリー 

   各起因事象に対して，炉心損傷を防止するために必要な緩和設

備又は緩和操作を検討し，炉心損傷に至る事故シーケンスを展開

した。また，展開した事故シーケンスの最終状態を炉心損傷状態

又は成功状態のいずれかに分類した。 

   各起因事象のイベントツリーの概要を第 3.1.1.4-1(a)図～第

3.1.1.4-1(g)図に示す。また，展開した事故シーケンスの炉心損

傷状態の分類を第3.1.1.4-1表に示す。 

 (2) 事故シーケンスの分類 

   イベントツリーによって展開した事故シーケンスの最終状態を

炉心損傷状態又は成功状態のいずれかに分類している。炉心損傷

状態については，「原子炉停止機能」，「炉心冷却機能」，「格

納容器からの除熱機能」の各安全機能に着目し，起因事象及び緩

和設備の成否等によって以下のように分類した(別紙 3.1.1.4-3)。 

  ａ．原子炉停止機能 

    原子炉を臨界状態から未臨界状態にし，原子炉を安全な状態

に移行する。この機能が喪失した場合，原子炉を未臨界状態に

できず炉心損傷（格納容器先行破損）に至る場合を「原子炉停

止機能喪失」（ＴＣ）の事故シーケンスグループとして分類す

る。 
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  ｂ．炉心冷却機能 

    原子炉の停止に成功した場合でも，炉心からの崩壊熱を除去

しなければ炉心損傷に至る。炉心冷却機能は，高圧炉心冷却機

能，原子炉減圧機能及び低圧炉心冷却機能からなり，これらの

冷却機能の状況に応じて以下の事故シーケンスグループに分類

する。 

 事象発生後，高圧注水機能及び低圧注水機能が喪失し，炉

心の 冷却 が十 分に 行わ れず に炉 心損 傷に 至る 場合 を「 高

圧・低圧注水機能喪失」（ＴＱＵＶ）の事故シーケンスグ

ループとして分類する。 

 事象発生後，高圧注水機能及び原子炉減圧機能が喪失し，

炉心の冷却が十分に行われずに炉心損傷に至る場合を「高

圧注水・減圧機能喪失」（ＴＱＵＸ）の事故シーケンスグ

ループとして分類する。 

 ＬＯＣＡ発生後，高圧注水機能及び低圧注水機能が喪失し，

炉心の冷却が十分に行われず炉心損傷に至る場合を「ＬＯ

ＣＡ時注水機能喪失」の事故シーケンスグループとして分

類する。 

なお，バウンダリの破損規模等に応じてプラントの状態が

異なることから以下のグループに細分化する。 

・ 大ＬＯＣＡ後の炉心冷却失敗（ＡＥ） 

・ 中ＬＯＣＡ後の炉心冷却失敗（Ｓ１Ｅ） 

・ 小ＬＯＣＡ後の炉心冷却失敗（Ｓ２Ｅ） 

 冷却材が格納容器外に漏えいする格納容器バイパス（イン

ターフェイスシステムＬＯＣＡ）については，漏えい箇所
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を隔離した上で炉心冷却が必要であるが，この隔離機能が

喪失し，漏えいの継続により炉心損傷に至る場合を「格納

容器 バイ パス （イ ンタ ーフ ェイ スシ ステ ムＬ ＯＣ Ａ） 」

（ＩＳＬＯＣＡ）の事故シーケンスグループとして分類す

る。 

  ｃ．格納容器からの除熱機能 

    原子炉の注水に成功した場合においても，格納容器からの除

熱機能が喪失した場合には，炉心損傷前に格納容器が過圧によ

り破損し，その後，炉心損傷に至る場合があることから，「崩

壊熱除去機能喪失」の事故シーケンスグループとして分類する。 

 なお，崩壊熱除去機能喪失については，電源の状態に応じて以

下のグループに細分化する。 

・ 交流電源（区分Ⅰ又は区分Ⅱ）確保時の崩壊熱除去機能喪

失（ＴＷ） 

・ 交流電源（区分Ⅰ及び区分Ⅱ）確保失敗時の崩壊熱除去機

能喪失（ＴＢＷ）（別紙 3.1.1.4-1） 

  ｄ．安全機能のサポート機能 

    安全機能に必要な電源が喪失し，炉心損傷に至る場合を「全

交流動力電源喪失」の事故シーケンスグループとして分類する。

なお，本ＰＲＡでは，区分Ⅰ及び区分Ⅱの非常用ＤＧによる交

流電源の確保に失敗した場合を全交流動力電源喪失と定義して

いる。 

    また，全交流動力電源喪失は，事故進展速度，原子炉圧力状

態等を考慮して以下のグループに細分化する。 

・ 外部電源喪失後，非常用ＤＧ2 台が機能喪失した状態で，Ｈ
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ＰＣＳ及びＲＣＩＣが機能喪失（ＴＢＵ） 

・ 外部電源喪失後，非常用ＤＧ2 台が機能喪失した状態で，Ｈ

ＰＣＳが機能喪失し，Ｓ／Ｒ弁再閉鎖失敗によってＲＣＩ

Ｃが機能喪失（ＴＢＰ） 

・ 外部電源喪失後，直流電源故障による非常用ＤＧ2 台の起動

に失敗し，ＲＣＩＣ及びＨＰＣＳが機能喪失（ＴＢＤ） 

・ 外部電源喪失後，非常用ＤＧ2 台が機能喪失した状態で，Ｈ

ＰＣＳが機能喪失し，ＲＣＩＣによる原子炉注水継続中に

蓄 電 池 が 枯 渇 し Ｒ Ｃ Ｉ Ｃ 機 能 喪 失 （ 長 期 Ｔ Ｂ ） （ 別 紙

3.1.1.4-2） 
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3.1.1.5 システム信頼性 

  イベントツリーの定量化においては，展開したイベントツリーの

各分岐に対して成功・失敗確率を決めるため，システム信頼性解析

を実施する必要がある。この各分岐のシステム信頼性解析にはフォ

ールトツリー法を用いた。本評価では，イベントツリーのヘディン

グに対応する緩和設備について，その機能遂行に必要なサポート系

を含めたフォールトツリーを作成し定量化を実施した。 

 (1) 評価対象としたシステムとその説明 

   評価対象とした主要な緩和設備の一覧を以下に示す。それぞれ

の緩和設備ごとに概要，機能，系統図，必要とするサポート系，

試験及びシステム信頼性評価上の主要な仮定を整理した。また，

フロントライン系とサポート系の依存性を第3.1.1.5-1表に，サ

ポート系同士の依存性を第3.1.1.5-2表に示す。システム間従属

性は，イベントツリー，フォールトツリー及び両者の組合せによ

ってモデル化した。 

＜原子炉停止機能＞ 

・スクラム系 

＜炉心冷却機能＞ 

・高圧炉心スプレイ系（ＨＰＣＳ） 

・原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ） 

・自動減圧系（ＡＤＳ） 

・低圧炉心スプレイ系（ＬＰＣＳ） 

・低圧注水系（ＬＰＣＩ－Ａ，Ｂ，Ｃ） 
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＜格納容器熱除去機能＞ 

・残留熱除去系（ＲＨＲ－Ａ，Ｂ） 

 (2) システム信頼性評価手法 

   システム信頼性解析では，フロントライン系とサポート系につ

い て フ ォ ー ル ト ツ リ ー を 作 成 し ， 信 頼 性 評 価 を 行 っ た （ 別 紙

3.1.1.5-1）。 

   フォールトツリーの作成に当たっては，対象範囲を示す系統図

を作成するとともに，その範囲内にある機器でモデル化する故障

モードを基事象リストの形で整理した。また，これらの情報に基

づき(1)に示した緩和設備についてフォールトツリーを作成し，

定量化を実施した。システム信頼性評価の例を第3.1.1.5-1図に

示す。また，フォールトツリーの中でモデル化した機器及びその

故障モードを第3.1.1.5-3表に示す。 

 (3) システム信頼性評価の結果 

   各緩和設備の代表的なフォールトツリーの評価結果を第3.1.1.5-4

表に示す。また，過渡事象における各緩和設備の代表的なミニマ

ルカットセットを第3.1.1.5-5(a)表～第3.1.1.5-5(j)表に示す。 

 (4) システム信頼性評価を実施せずに設定した非信頼度とその根拠 

   システム信頼性評価を実施せずに設定した非信頼度とその根拠を

第3.1.1.5-6表に示す（別紙3.1.1.5-2）。 
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3.1.1.6 信頼性パラメータ 

  システム信頼性解析や事故シーケンスの定量化のために必要とな

る機器故障率，共通要因故障パラメータ，試験又は保守作業による

待機除外確率等を評価するために必要となるパラメータを整備した。 

 (1) 非信頼度を構成する要素と評価式 

   非信頼度を構成する要素としては，機器故障，共通要因故障，

試 験 に よ る 待 機 除 外 ， 保 守 作 業 に よ る 待 機 除 外 ， 人 的 過 誤

（3.1.1.7項）等があり，それぞれの評価式に基づき非信頼度を

評価した。 

 (2) 機器故障率 

   機器故障率は，原則として，ＮＵＣＩＡで公開されている国内

プラントの故障実績（1982年度～2002年度21ヵ年49基データ）を

基にした「故障件数の不確実さを考慮した国内一般機器故障率の

推定（平成21年 5月公表）」（以下「21ヵ年データ」という。）

に記載されているデータを使用する。また，ＮＵＣＩＡで公開さ

れている国内プラントの故障実績は，「原子力発電所に関する確

率論的安全評価用の機器故障率の算出（1982年度～1997年度16ヵ

年 49基 デ ー タ 改 訂 版 ） （ 平 成 13年 2月 ） ， 電 中 研 報 告 P00001，

（財）電力中央研究所」で定義した機器バウンダリに従っている

（別紙3.1.1.6-1）。 

   なお，21ヵ年データに記載のない機器の故障率については，類

似性を考慮した工学的判断に基づき，21ヵ年データに記載された

他の機器の故障率を使用した（別紙3.1.1.6-2，別紙3.1.1.6-5）。 

   上記の機器故障率を使用して以下の評価式により基事象発生確

率を算出した。 
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・状態変更失敗確率 

Ｑ=Ｑｄ  

 Ｑｄ：デマンド故障率 

又は 

Ｑ=λｓ×Ｔｓ／2 

 λｓ：起動（又は状態変更）失敗率（／時間） 

 Ｔｓ：平均試験間隔（時間） 

・機能維持失敗確率 

Ｑ=λｒ×Ｔｍ  

 λｒ：機能維持失敗率（／時間） 

 Ｔｍ：使命時間（時間） 

 (3) 機器復帰の取扱い方法及び機器復帰失敗確率 

   本評価では，故障した機器や外部電源の使命時間中の復旧には

期待していない。 

 (4) 待機除外確率 

  ａ．試験による待機除外確率 

    本評価でモデル化対象とした緩和設備について，試験による

待機除外のモデル化の要否を検討した。その結果，試験の実施

のために待機中とは異なる系統構成とする場合でも，試験中に

作動要求信号が発信すれば試験状態が自動的に解除されること

から，試験による待機除外のモデル化は不要であることを確認

した。 

  ｂ．保守作業による待機除外確率 

    本評価でモデル化対象とした緩和設備の保守作業による待機

除外のモデル化の要否を検討し，モデル化が必要な場合は機器
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の平均修復時間と機器故障率データを用いて待機除外確率を，

次の式により算出した。 

 
ｉ

ｉｉＳＹＳ ＴｒλＰ )(  

λｉ：定期試験等によって異常の発見可能な機器 i の異常

発生率（／時間） 

Ｔｒｉ：機器 i の平均修復時間（時間） 

    ここで，λｉ は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－２８１５を参考に，対

象機器の異常が検知されれば機器が機能喪失する前に予防保全

として保守作業を実施することを考慮して，定期試験等によっ

て異常の発見が可能な機器の故障モードの機器故障率の10倍と

している（別紙3.1.1.6-3）。 

 (5) 共通要因故障の評価方法と共通要因故障パラメータ 

   同一又は異なるシステムにおいて多重性を持たせるために用い

られる機器については，共通要因故障を考慮する。共通要因故障

を考慮する機器と故障モードの同定フロー図を第3.1.1.6-1図に

示す。フロー図に従い，以下の3つの条件を同時に満たす場合に，

共通要因故障を考慮した。 

ａ．冗長の機能を有する同種機器 

ｂ．起因事象発生前の運転状態が同一 

ｃ．同一故障モード 

   動的機器と静的機器及びそれらの故障モードによって，共通要

因故障の起こりやすさの程度は異なると考えられる。動的機器の

動的故障モードについては，共通要因故障が発生する可能性が比

較的高いと考えられることから，上記条件を満たすものに対して

は共通要因故障を考慮している。また，動的機器の静的故障モー
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ド及び静的機器の各故障モードについては，動的機器の動的故障

モードと同程度の故障率であるものに対して共通要因故障を考慮

した。フロー図に従って同定した共通要因故障の対象機器と故障

モードを第3.1.1.6-1表及び第3.1.1.6-2表に示す。 

なお，本評価では，ＭＧＬ（ Multiple Greek Letter）法を用

いて共通要因故障を考慮した（別紙3.1.1.6-4）。共通要因故障

パラメータとしては，米国で公開され，あるいはＰＲＡでの使用

実績がある文献等から，妥当と考えられるβ，γファクタを使用

し た 。 本 評 価 で 使 用 し た 共 通 要 因 故 障 パ ラ メ ー タ の 一 覧 を 第

3.1.1.6-3表に示す。 
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3.1.1.7 人的過誤 

  人的過誤は人間信頼性解析により評価する。人間信頼性解析とは，

炉心損傷頻度に有意な影響を及ぼし得る人間行動（タスク）に対し

て，起こり得る人的過誤を同定してそのタスクの成功又は失敗の確

率を評価するものである。 

  本作業では，起因事象発生前の作業及び発生後の緩和操作を対象

として，それらを遂行する過程で起こり得る人的過誤を同定し，そ

の発生確率を算出した。 

 (1) 評価対象とした人的過誤及び評価結果 

   人間信頼性解析は，ヒューマンエラーハンドブック（ＮＵＲＥ

Ｇ／ＣＲ－１２７８）のＴＨＥＲＰ手法（Technique for Human 

Error Rate Prediction）を使用して評価した。なお，本評価で

は過誤回復として，評価対象となる人的過誤の特徴を考慮し，他

の運転員によるバックアップをモデル化している。本評価で同定

した人的過誤及び過誤確率の評価結果の例を第3.1.1.7-1表に示

す（別紙3.1.1.7-1，別紙3.1.1.7-4）。 

  ａ．起因事象発生前の人的過誤 

    起因事象発生前に考慮すべき人的過誤として，試験・保守作

業の終了後，対象系統あるいは機器の通常状態への復旧忘れを

考慮した。具体的には，手動弁の開閉忘れ等を評価した（別紙

3.1.1.7-2，別紙3.1.1.7-3）。 

  ｂ．起因事象発生後の人的過誤 

    プラントで事故が発生した場合，運転員は所定の運転手順書

に記載されている手順に従って，原子炉を安全に停止させるた

めに必要な措置をとる。ＰＲＡにおいては，運転員が行う行為
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を人的過誤の評価対象とする。具体的には，起因事象発生後の

各人的過誤の評価に対して，認知失敗と操作失敗に分けて評価

している。 

   (a) 認知失敗 

     認知失敗では，警報等により異常を検知して適切な運転手

順を選択することに失敗することをモデル化する。認知失敗

確率は，ＴＨＥＲＰ手法に基づき，時間信頼性曲線を用いて

おり，対象とする人的過誤の特徴を考慮したストレスレベル

等の補正係数を乗じて算出している。なお，時間信頼性曲線

を用いる際に必要な余裕時間は，3.1.1.3項で設定した余裕

時間を用いる（別紙3.1.1.7-6，別紙3.1.1.7-7）。 

   (b) 操作失敗 

     操作失敗では，認知成功後の対応操作に失敗することをモ

デル化する。操作失敗確率は，ＴＨＥＲＰ手法に基づき，運

転員のストレスレベルや操作の複雑性を考慮して算出する

（別紙3.1.1.7-5）。 
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3.1.1.8 炉心損傷頻度 

  炉心損傷に至る事故シーケンスの発生頻度を算出して全炉心損傷

頻度を算出するとともに，主要な結果を分析した。 

 (1) 炉心損傷頻度の算出に用いた方法 

   本評価では，計算コードSafety Watcherを用いて，フォールト

ツリー結合法により事故シーケンスを定量化し，炉心損傷頻度を

算出した（別紙3.1.1.8-1）。 

 (2) 炉心損傷頻度（点推定値） 

   事故シーケンスの定量化を行った結果，全炉心損傷頻度は約

3.7E-5／炉年となった。起因事象別の炉心損傷頻度を第3.1.1.8-

1表に示す。また，各事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度

を第3.1.1.8-2表に，事故シーケンスグループに対する分析結果

を第3.1.1.8-3表に示す（別紙3.1.1.8-2）。 

   起因事象別の全炉心損傷頻度に対する寄与割合を第3.1.1.8-1

図 に 示 す 。 起 因 事 象 別 の 炉 心 損 傷 頻 度 は ， 「 過 渡 事 象 」 が 約

64.1%を占める。次いで，「手動停止／サポート系喪失（手動停

止 ） 」 が 約 18.0%， 「 サ ポ ー ト 系 喪 失 （ 直 流 電 源 故 障 ） 」 が 約

13.7%を占める。また，過渡事象のうち非隔離事象を起因とする

炉心損傷頻度が全炉心損傷頻度の約37.6%を占める結果となった。

「過渡事象」の炉心損傷頻度が比較的高い理由は，起因事象発生

頻度が高いことによるものである。また，「手動停止／サポート

系喪失（手動停止）」及び「サポート系喪失（直流電源故障）」

については，起因事象発生頻度は比較的低いが，その発生により

当該区分の緩和設備が機能喪失することにより，期待できる緩和

設備が限定されることによるものである。 
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   事故シーケンスグループ別の全炉心損傷頻度に対する寄与割合

を第3.1.1.8-2図に示す。事故シーケンスグループ別の炉心損傷

頻度は「崩壊熱除去機能喪失」が約99.6%を占め，支配的となっ

た。これは，本評価で期待している崩壊熱除去機能を有する設備

が残留熱除去系のみであり，炉心冷却機能に比べて期待できる緩

和設備が少ないことによる。  

 (3) 重要度解析，不確実さ解析及び感度解析 

  ａ．重要度解析 

    全 炉 心 損 傷 頻 度 へ の 寄 与 が 大 き い 因 子 を 分 析 す る た め ，

Fussell-Vesely（ Ｆ Ｖ ） 重 要 度 及 び Risk Achievement Worth

（ＲＡＷ)を評価した。 

○ＦＶ重要度 

対象とする事象の発生確率を0とした場合にリスクがどれ

だけ低下するかを示す指標 

ＣＤＦ

）ＣＤＦ－ＣＤＦ（Ａ
ＦＶ重要度

0
   

ＣＤＦ（Ａ＝0） ：事象Ａの発生確率が0の場合の

全炉心損傷頻度 

ＣＤＦ ：全炉心損傷頻度 

○ＲＡＷ 

対象とする事象が必ず発生すると仮定した場合にリスク

がどれだけ増加するかを示す指標 
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ＣＤＦ

）ＣＤＦ（Ａ
ＲＡＷ

1
 

ＣＤＦ（Ａ＝1） ：事象Ａの発生確率が1の場合の

全炉心損傷頻度 

    重要度解析は，起因事象及び緩和系の基事象に対して実施し

た。 

    【起因事象】 

     起因事象のＦＶ重要度の評価結果を第3.1.1.8-4表に示す。

起因事象のＦＶ重要度は，全炉心損傷頻度に対する寄与割合

と同じであり，過渡事象の「非隔離事象」のＦＶ重要度が最

も高く，約3.8E-1となる。次いで，過渡事象の「原子炉緊急

停止系誤動作等」が約1.2E-1となる。 

     起因事象のＲＡＷの評価結果を第3.1.1.8-5表に示す。起

因事象のＲＡＷは，起因事象発生頻度が低いもの，及び条件

付き炉心損傷確率が高いものが高くなることから，起因事象

発生頻度が低く，かつ条件付き炉心損傷確率が1である「イ

ンターフェイスシステムＬＯＣＡ」のＲＡＷが最も高く，約

2.7E+4となる。次いで，サポート系喪失（直流電源故障）の

「直流電源故障（区分Ⅰ）」，「直流電源故障（区分Ⅱ）」

がそれぞれ約2.5E+2，約2.4E+2となる。 

     起因事象に対するＦＶ重要度とＲＡＷの相関を第3.1.1.8-

3図に示す。「直流電源故障（区分Ⅰ）」及び「直流電源故

障（区分Ⅱ）」の起因事象は，ＦＶ重要度とＲＡＷがともに

高い結果となった。 

    【緩和設備の基事象】 
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     緩和設備の基事象のＦＶ重要度の評価結果（上位10位）を

第3.1.1.8-6表に示す。緩和設備の基事象のＦＶ重要度は，

「ＲＨＲ系操作失敗」が約4.0E-1と最も高くなった。そのほ

か，残留熱除去系及び残留熱除去系海水系に関する基事象と，

非常用ＤＧに関する基事象のＦＶ重要度が高い結果となった。

これらはいずれも崩壊熱除去機能喪失に関する基事象である。

全炉心損傷頻度に対する寄与割合が99%以上を占める事故シ

ーケンスグループが崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ／ＴＢＷ）で

あることから，崩壊熱除去機能に影響する基事象が高いＦＶ

重要度を示した。 

     緩和設備の基事象のＲＡＷの評価結果（上位10位）を第

3.1.1.8-7表に示す。緩和設備の基事象のＲＡＷはＲＨＲ及

びＲＨＲＳの共通要因故障に関する基事象が上位を占める結

果となった。本評価では崩壊熱除去機能として期待している

系統はＲＨＲのみであることから，これらの基事象の発生確

率を1とした場合に崩壊熱除去機能が喪失し炉心損傷に至る

ため，ＲＡＷが高くなっている。 

     緩和設備の基事象に対するＦＶ重要度とＲＡＷの相関を第

3.1.1.8-4図に示す。「ＲＨＲ系操作失敗」及び「ＲＨＲＳ

－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障」の基事象は，Ｆ

Ｖ重要度とＲＡＷがともに高い結果となった。 

  ｂ．不確実さ解析 

    全炉心損傷頻度及び事故シーケンスグループ別炉心損傷頻度

の5％下限値，中央値，平均値，及び95％上限値を評価した。

評 価 結 果 を 第 3.1.1.8-8 表 及 び 第 3.1.1.8-5 図 に 示 す （ 別 紙
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3.1.1.8-3）。 

    全炉心損傷頻度の平均値は約3.8E-5／炉年となり，点推定値

と概ね一致した。また，全炉心損傷頻度のエラーファクタは約

3.0となった。これは，各パラメータの不確実さの影響により，

95％上限値と5％下限値の間に約9倍の不確実さ幅があることを

意味する。 

 

 

  ｃ．感度解析 

   (a) プラント固有データの反映 

     東海第二発電所のプラント固有の運転実績を考慮した起因

事象発生頻度及び機器故障率を①頻度論統計及び②ベイズ統

計により算出し，全炉心損傷頻度を評価した（別紙3.1.1.8-

4）。 

     対象とする起因事象は，平成20年度（平成21年3月）末ま

でに東海第二発電所で発生経験のある「非隔離事象」，「水

位低下事象」，「原子炉緊急停止系誤動作等」及び「計画外

停止」を選定した。一般パラメータ（平成20年度末までの国

内プラントの実績）を用いた起因事象発生頻度のベースケー

スとの比較を第3.1.1.8-9表に示す。 

     また，対象とする機器故障率は，内部事象出力運転時レベ

ル１ＰＲＡでモデル化している機器のうち，東海第二発電所

で故障実績があり重要度が比較的高い「電動弁（淡水）作動

失敗（開／閉失敗）」及び「逆止弁開失敗」を選定した。一

般パラメータを用いた機器故障率のベースケースとの比較を

％下限値　

％上限値
ＥＦ

5
95
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第3.1.1.8-10表に示す。 

     東海第二発電所の運転実績を考慮した起因事象発生頻度及

び機器故障率を用いた全炉心損傷頻度を第3.1.1.8-11表及び

第3.1.1.8-6図に，パイチャートを第3.1.1.8-7図に示す。全

炉心損傷頻度は，頻度論統計の場合はベースケースの約1.7

倍である約6.2E-5／炉年，ベイズ統計の場合はベースケース

の約1.4倍である約5.1E-5／炉年となり，共にベースケース

の不確実さの幅の中に収まっていることを確認した。また，

全炉心損傷頻度への寄与割合が大きな事故シーケンスグルー

プは，ベースケースと同様，崩壊熱除去機能喪失となった。

以上より，東海第二発電所のプラント固有データを用いて評

価した結果について，一般パラメータを用いて評価した場合

と同様の傾向を示していることを確認した。 

   (b) 給復水系のモデル化 

     本ＰＲＡでは炉心冷却機能及び格納容器除熱機能として給

復水系に期待していないが，起因事象の発生により原子炉が

隔離されない事象のうち，継続して給復水系が使用可能であ

る以下の起因事象を対象に，給復水系に期待した場合の炉心

損傷頻度を評価した。 

 非隔離事象 

 水位低下事象 

 原子炉緊急停止系誤動作等 

 計画外停止 

 残留熱除去系海水系故障（区分Ⅰ） 

 残留熱除去系海水系故障（区分Ⅱ） 
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     給復水系をモデル化したイベントツリーの例として非隔離

事象のイベントツリーを第3.1.1.8-8図に示す。また，感度

解析結果を第 3.1.1.8-12表，第 3.1.1.8-9図及び第 3.1.1.8-

10図に示す。原子炉が隔離されない起因事象に対して，給復

水系に期待した場合の全炉心損傷頻度は約1.0E-5／炉年とな

り，ベースケースと比較して約0.28倍となった。 

     事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度は，給復水系に

よる高圧炉心冷却機能に期待することにより，ＴＱＵＶ及び

ＴＱＵＸの炉心損傷頻度が低下し，給復水系による格納容器

除熱機能に期待することにより，ＴＷの炉心損傷頻度が低下

した。なお，全炉心損傷頻度に対する寄与割合については，

「崩壊熱除去機能喪失」が約98.7％を占め，ベースケースと

同様に支配的となった。 

(4) まとめ 

   東海第二発電所の内部事象出力運転時レベル１ＰＲＡを実施し

た。その結果，全炉心損傷頻度の点推定値は約3.7E-5／炉年とな

った。また，不確かさ解析の結果得られた全炉心損傷頻度の平均

値は約3.8E-5／炉年，エラーファクタは約3.0であった。 

   また，炉心損傷に至る支配的な要因を確認する観点で重要度解

析を，全炉心損傷頻度への潜在的な影響を確認する観点で，感度

解析を実施した。 

   重要度解析においては，ＦＶ重要度及びＲＡＷの2つの重要度

指標を用いて起因事象及び緩和設備の基事象の重要度を把握した。

その結果，起因事象では「直流電源故障（区分Ⅰ）」及び「直流

電源故障（区分Ⅱ）」，緩和設備では残留熱除去系，残留熱除去
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系海水系及び非常用ＤＧの重要度が高いことを確認した。なお，

残留熱除去系の共通要因故障については，代替除熱手段である耐

圧強化ベント系又は格納容器圧力逃がし装置により炉心損傷頻度

の低減が可能である。また，残留熱除去系海水系の共通要因故障

については，代替残留熱除去系海水系により炉心損傷頻度の低減

が可能である。さらに，非常用ＤＧの故障については，常設代替

高圧電源装置により炉心損傷頻度の低減が可能である。 

   感度解析においては，東海第二発電所の運転実績を反映した起

因事象発生頻度及び機器故障率データを用いて全炉心損傷頻度を

評価した。その結果，全炉心損傷頻度はベースケースの不確実さ

の幅の中に収まっていることを確認し，一般パラメータを用いて

評価した場合と同様の傾向を示していることを確認した。 
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第3.1.1.1-1表 レベル１ＰＲＡ実施のために収集した情報及びその主な情報源（1／2） 

※1： EPRI NP-2230,「ATWS:A Reappraisal Part3:Frequency of Anticipated Transients」,1982 
※2： NUREG/CR-5750, 「 Rates of Initiating Events at U.S. Nuclear Power Plants:1987-

1995」,1998 
※3： NUREG-1829, 「Estimating Loss of Coolant Accident（LOCA）Frequencies Through the 

Elicitation Process」,1999 

 

ＰＲＡの作業 収集すべき情報 主な情報源 

1．プラントの構

成・特性の調

査 

ＰＲＡ実施に当

たり必要とされ

る基本的な情報

a）設計情報 

1）原子炉設置変更許可申請書 

2）基本図面集（Ｐ＆ＩＤ） 

3）展開接続図（ＣＷＤ） 

b）運転・保守管理

情報 

1）設備別運転手順書 

2）起動停止手順書 

3）定期試験手順書 

4）警報処置手順書 

5）故障時運転手順書 

6）巡視点検手順書 

7）非常時運転手順書 

8）非常時運転手順書Ⅱ 

9）非常時運転手順書Ⅲ 

10）原子炉施設保安規定 

11）定期事業者検査要領書 

12）アクシデントマネジメントガイドイ

13）アクシデントマネジメント故障機器

復旧手順ガイドライン 

14）定期試験実施取扱書 

15）直定例業務・定期機器切替実施取扱

書 

16）点検計画 

17）保全計画 

2．起因事象の選

定 

定量化に当たり

必要とされる情

報 

過渡事象，外部電

源喪失等に関する

事例 

1）上記 1の情報源 

2）既往ＰＲＡ報告書 

3）原子力施設運転管理年報 

4）過渡事象に関する報告書 

・EPRI NP-2230※1 

5）ＬＯＣＡの発生頻度の評価に関する

報告書 

・NUREG/CR-5750※2 

・NUREG-1829※3 
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第3.1.1.1-1表 レベル１ＰＲＡ実施のために収集した情報及びその主な情報源（2／2） 

ＰＲＡの作業 収集すべき情報 主な情報源 

3．成功基準の設

定 

定量化に当た

り必要とされ

る情報 

・安全系等のシス

テム使用条件 

・システムの現実

的な性能 

1）上記 1の情報源 

2）既往ＰＲＡ報告書 

4．事故シーケン

スの分析 

3）成功基準に係る報告書 

 

5．システム信頼

性解析 

対象プラントに即

した機器故障モー

ド 

1）上記 1の情報源 

2）下記 6，7の情報源 

6．人間性信頼性

解析 

・運転員による緩

和操作等 

・各種操作・作業

等に係る体制 

1）上記 1の情報源 

2）人間信頼性解析に関する報告書 

・NUREG/CR-1278※4 

7．パラメータの

作成 

対象プラントに即

したデータ 

1）上記 1の情報源 

2）国内機器故障率データ 

・故障件数の不確実さを考慮した国内一般

機器故障率の推定※5 

3) 保守作業による待機除外確率 

・NUREG/CR-2815※6 

4）共通要因故障パラメータ 

・NUREG/CR-1205 Rev.1※7 

・NUREG/CR-1363 Rev.1※8 

・NUREG/CR-4550※9 

・NUREG-1150※10 

・NUREG/CR-2771※11 

・SECY-83-293※12 

・NUREG-0666※13 

・NUREG/CR-5497※14 

※4： NUREG/CR-1278,「Handbook of Human Reliability Analysis with Emphasis on Nuclear Power 
Plant Applications Final Report」,1983 

※5： 2009 年 5 月，有限責任中間法人 日本原子力技術協会 
※6： NUREG/CR-2815 Rev.1,「Probabilistic Safety Analysis Procedures Guide」,1985 
※7： NUREG/CR-1205 Rev.1,「 Data Summaries of Licensee Event Reports of Pumps at U.S. 

Commercial Nuclear Power Plants」,1982 
※8： NUREG/CR-1363 Rev.1,「Data Summaries of Licensee Event Reports of Valves at U.S. 

Commercial Nuclear Power Plants, January 1976 to December 31, 1978」,1982 
※9： NUREG/CR-4550, 「Analysis of Core Damage Frequency」,1987 
※10： NUREG-1150, 「 Severe Accident Risks: An Assessment for Five U.S. Nuclear Power 

Plants」,1990 
※11： NUREG/CR-2771, 「 Common Cause Fault Rates for Instrumentation and Control 

Assemblies」,1983 
※12： SECY-83-293, 「 Amendments to 10 CFR 50 Related to Anticipated Transients Without 

Scram (ATWS) Events」,1983 
※13： NUREG-0666,「 A Probabilistic Safety Analysis of DC Power Supply Requirements for 

Nuclear Power Plants」,1981 
※14： NUREG/CR-5497,「Common-Cause Failure Parameter Estimations」,1998 
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第 3.1.1.1-2 表 ＰＲＡで考慮する主な設備 

機能及び系統名※1  系統の説明 

原子炉停止機能 ※2   

 

スクラム系 

（原子炉緊急停止系，ス

クラム排出容器，制御棒

駆動水圧系）  

原子炉水位低（レベル３）等の信号により異常を検知して，急

速かつ自動的に制御棒を炉心に挿入し，原子炉を停止させる。

信号を発する原子炉緊急停止系，スクラム排出容器及び制御棒

駆動水圧系から構成される。 

炉心冷却機能※3   

  

高圧炉心スプレイ系 

（ＨＰＣＳ） 

原子炉水位異常低下（レベル２）又はドライウェル圧力高の信

号で自動起動し，電動駆動のポンプにより，高圧～低圧状態の

原子炉に注水する。 

原子炉隔離時冷却系 

（ＲＣＩＣ） 

原子炉水位異常低下（レベル２）の信号で自動起動し，蒸気タ

ービン駆動のポンプにより，原子炉に注水する。 

自動減圧系（ＡＤＳ） 

原子炉水位異常低下（レベル１）及びドライウェル圧力高の信

号により，ＡＤＳ機能を有する逃がし安全弁（Ｓ／Ｒ弁）を自

動開放して原子炉圧力を低下させる。 

低圧炉心スプレイ系 

（ＬＰＣＳ） 

原子炉水位異常低下（レベル１）又はドライウェル圧力高の信

号で自動起動し，電動駆動のポンプにより，低圧状態の原子炉

に注水する。 

低圧注水系（ＬＰＣＩ） 

（残留熱除去系（ＲＨ

Ｒ））  

低圧注水系はＲＨＲの機能の１つであり，原子炉水位異常低下

（レベル１）又はドライウェル圧力高の信号で自動起動し，電

動駆動のポンプにより，低圧状態の原子炉に注水する。 

格納容器除熱機能   

  

残留熱除去系（ＲＨＲ） 

（格納容器スプレイ冷却

モード／サプレッショ

ン・プール冷却モード） 

格納容器スプレイ冷却モードはＲＨＲの機能の１つであり，サ

プレッション・プール水をＲＨＲの熱交換器で冷却し，ドライ

ウェル内及びサプレッション・チェンバ内にスプレイすること

で格納容器内の温度，圧力を低減させる。  

サプレッション・プール冷却モードはＲＨＲの機能の１つであ

り，サプレッション・プール水をＲＨＲの熱交換器で冷却し，

再びサプレッション・プールへ戻すことによりサプレッショ

ン・プールの温度を低減させる。  

安全機能のサポート機能    

  

残留熱除去系海水系 

（ＲＨＲＳ） 

非常用ディーゼル発電機

海水系（ＤＧＳＷ） 

高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機海水系 

（ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ） 

直接海水を供給することで，各々の補機を冷却する。  

 ＲＨＲＳ：ＬＰＣＳ，ＲＨＲ 等 

 ＤＧＳＷ：ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ  

 ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ：ＨＰＣＳ，ＨＰＣＳ－ＤＧ  

非常用ディーゼル発電機 

（ＤＧ） 

外部電源の喪失等を受けて自動起動し，非常用機器に給電す

る。 

直流電源（ＤＣ）  
ＲＣＩＣやＤＧの起動，Ｓ／Ｒ弁の電磁弁や遮断器の開閉等の

非常用機器の制御に用いる。 

※1：外部電源が喪失した場合の復旧及び故障した機器の復旧は考慮していない 
※2：全制御棒挿入失敗時のほう酸水注入系については，ＡＭ操作を伴うことから原子炉停止機

能として考慮していない 
※3：給復水系による注水機能及び除熱機能は考慮していない 
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第 3.1.1.1-3 表 系統設備概要 

系統設備 概要 

制御棒及び制御棒駆動水圧系 

（スクラム系） 

原子炉緊急停止系 1 out of 2 ×2 の論理回路 

制御棒本数：185 本 

スクラム排出容器：2 組 

高圧炉心スプレイ系 

（ＨＰＣＳ） 

電動ポンプ台数：1台 

ポンプ容量：約 1,440t／h 

原子炉隔離時冷却系 

（ＲＣＩＣ） 

タービン駆動ポンプ台数：1 台 

ポンプ容量：約 142m３／h 

自動減圧系（ＡＤＳ） 
弁個数：7個 

弁容量：約 360t／h／個（7.76MPa・dにおいて） 

低圧炉心スプレイ系 

（ＬＰＣＳ） 

電動ポンプ台数：1台 

ポンプ容量：約 1,440t／h 

残留熱除去系（ＲＨＲ） 

電動ポンプ台数：3台，熱交換器台数：2 台 

 ・低圧注水系（ＬＰＣＩ）：3 系統 

 ・格納容器スプレイ冷却モード／ 

サプレッション・プール冷却モード：2系統 

ポンプ容量：約 1,690m３／h／台 

残留熱除去系海水系 

（ＲＨＲＳ） 

電動ポンプ台数：4台 

ポンプ容量：約 886m３／h／台 

非常用ディーゼル発電機海水系 

（ＤＧＳＷ） 

非常用ディーゼル発電機用：2台 

 ポンプ容量：約 273m３／h／台 

ＨＰＣＳディーゼル発電機用：1 台 

 ポンプ容量：約 233m３／h 

非常用ディーゼル発電機 

（ＤＧ） 

非常用ディーゼル発電機台数：2 台 

 定格容量：約 6,500kVA／台 

ＨＰＣＳディーゼル発電機台数：1台 

 定格容量：約 3,500kVA 

直流電源（ＤＣ） 

所内蓄電池：2組 

 容量：A－約 3,500Ah，B－約 2,500Ah 

ＨＰＣＳ系用蓄電池：1組 

 容量：約 900Ah 
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第 3.1.1.2-2 表 申請書添付書類十及び EPRI NP-2230 の起因事象との比較結果 

申請書添付書類十による過渡・事故事象

原子炉起動時における制御棒の異常な引き抜き 起動時における制御棒引き抜き

出力運転中の制御棒の異常な引き抜き 出力運転中の制御棒引き抜き
再循環ポンプ１台トリップ
再循環流量制御系の誤動作（再循環流量減少）

原子炉冷却材系の停止ル－プの誤起動 再循環停止ル－プ誤起動 起因事象対象外
外部電源喪失
補助電源喪失
復水器真空度喪失 隔離事象

給水加熱喪失 給水加熱喪失
原子炉冷却材流量制御系の誤動作 再循環流量制御系の誤動作（再循環流量増加）

発電機負荷遮断
タ－ビントリップ
圧力制御装置の故障（蒸気流量減少）
バイパス弁または主蒸気加減弁の誤閉鎖
発電機負荷遮断バイパス弁不作動
タ－ビントリップバイパス弁不作動
主蒸気隔離弁の閉鎖
主蒸気隔離弁の部分閉鎖
主蒸気隔離弁の１弁閉鎖 非隔離事象
給水制御系の故障（流量増加，出力運転時）
給水制御系の故障（流量増加，起動・停止時）
圧力制御装置の故障（蒸気流量増加）
タ－ビンバイパス弁誤開放
全給水流量喪失 全給水喪失
給水または復水ポンプ１台トリップ
給水制御系の故障（流量減少，出力運転時）
給水制御系の故障（流量減少，起動・停止時）
ＨＰＣＩ／ＨＰＣＳの誤起動 非隔離事象
逃がし安全弁誤開放／開固着 逃がし安全弁誤開放
原子炉保護系故障によるスクラム
プラント異常によるスクラム
原子炉保護系計装の故障によるスクラム

原子炉冷却材喪失 － 原子炉冷却材喪失
原子炉冷却材流量の喪失 全再循環ポンプトリップ
原子炉冷却材ポンプの軸固着 再循環ポンプ軸固着
放射性気体廃棄物処理施設の破損 － 起因事象対象外
主蒸気管破断 － 隔離事象
燃料集合体の落下 － 起因事象対象外
制御棒落下 －
原子炉冷却材喪失（ＰＣＶ解析） －

可燃性ガスの発生 －
原子炉冷却材喪失

原子炉緊急停止系誤動作等

非隔離事象

過
渡
事
象

－

非隔離事象

非隔離事象

東海第二発電所
起因事象グループ

負荷の喪失

給水流量の全喪失

原子炉圧力制御系の故障

給水制御系の故障

隔離事象

隔離事象

水位低下事象

ＥＰＲＩ ＮＰ－２２３０による過渡事象

隔離事象

外部電源喪失

主蒸気隔離弁の誤閉止

事
故

起因事象対象外

原子炉緊急停止系誤動作等

原子炉冷却材流量の部分喪失 起因事象対象外

非隔離事象

外部電源喪失
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第 3.1.1.2-3 表 東海第二発電所における過去のトラブル事例一覧（1／2） 

※：本評価では対象外とした。 

 

 

事象発生日 トラブル件名 起因事象 

1979/1/26 
再循環ポンプ（A）のフレーム振動上昇と，モータ下部軸受温度上昇の

ため再循環ポンプ（A）が停止。調査のため，原子炉手動停止。  
通常停止※ 

1979/2/2 
再循環ポンプ（B）の軸受油冷却用配管からの水漏れのため再循環ポン

プ（B）が停止。調査のため，原子炉手動停止。  
通常停止※ 

1979/7/22 
蒸気管の予備計装配管弁のフランジ部分からの蒸気漏れを発見。調査の

ため，原子炉手動停止。  
通常停止※ 

1980/4/3 
タービン軸受磨耗検出装置の定期試験中，試験用回路のリレーの不具合

により原子炉自動停止。  
非隔離事象 

1980/9/6 
給水流量の変動により給水制御系に誤信号が発生したため，原子炉自動

停止。  
水位低下事象

1981/3/25 
タービンスピード検出回路の周波数・電圧変換器の不調のため，原子炉

自動停止。  
非隔離事象 

1981/7/22 
タービン主塞止弁作動試験を行っていたが，同弁リミットスイッチの動

作不良による誤信号で主蒸気加減弁が急閉したため，原子炉自動停止。  
非隔離事象 

1981/8/10 
給水管に取り付けられている試験用計装配管の溶接部からの水漏れを発

見。調査のため，原子炉手動停止。  
通常停止※ 

1981/9/12 
原子炉ウェル水位計校正作業時，不手際により，原子炉水位検出系に変

動を与えたため，原子炉自動停止。  

原子炉緊急停

止系誤動作等

1981/12/13 中間領域核計装の応答不調のため原子炉手動停止。  通常停止※ 

1981/12/20 
タービン組合せ中間弁開閉試験時，制御油圧系の油圧低下により主蒸気

加減弁が急速閉したため，原子炉自動停止。  
非隔離事象 

1983/1/30 格納容器内ドレン量の増加に伴う原子炉手動停止。  通常停止※ 

1983/2/18 
落雷により給水制御系の電源系統に異常が発生したため，原子炉水位高

によりタービンが停止し，原子炉自動停止。  
非隔離事象 

1983/12/26 
巡視点検により低圧給水加熱器（2A）への抽気管のドレン系配管フラン

ジ部からの漏えいを発見。補修のため原子炉手動停止。  
通常停止※ 

1984/10/4 
給水制御系の装置端子部の接触不良のため給水流量が減少し，「原子炉

水位低」により原子炉自動停止。  
水位低下事象

1985/7/30 格納容器内床ドレン量の増加に伴う原子炉手動停止。  通常停止※ 

63



 

3.1.1-52 
 

第 3.1.1.2-3 表 東海第二発電所における過去のトラブル事例一覧（2／2） 

※：本評価では対象外とした。 

 

事象発生日 トラブル件名 起因事象 

1990/11/29 床ドレンサンプピットへの流入量の増加に伴う原子炉手動停止。  通常停止※ 

1993/4/3 格納容器冷却器ドレン量の増加に伴う原子炉手動停止。  通常停止※ 

1996/8/10 

「タービン制御油タンクレベル高／低」警報が発報し，点検の結果ター

ビン中間塞止弁付近からタービン制御油の漏えいが認められたため，原

子炉手動停止。  

計画外停止 

1997/7/12 軽油貯蔵タンク修理に伴う原子炉手動停止。  通常停止※ 

2000/8/8 送電線への落雷に伴う東海原子力線トリップによる原子炉自動停止。  非隔離事象 

2000/12/26 再循環ポンプ（Ａ）のメカニカルシール点検に伴う原子炉手動停止。  通常停止※ 

2002/3/31 275ｋV系母線トリップに伴う原子炉自動停止。  非隔離事象 

2002/4/3 原子炉給水系(B）点検のため，原子炉手動停止。  通常停止※ 

2003/3/15 
原子炉冷却材再循環流量制御弁開度検出器取替のため，原子炉手動停

止。  
通常停止※ 

2007/3/25 タービン駆動原子炉給水ポンプ（Ａ）の修理のため，原子炉手動停止。  通常停止※ 
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電
源
喪
失
 

外
部
電
源
喪
失
 

4
.
2E
-0
3 

3
.
0 

・
国
内
Ｂ
Ｗ
Ｒ
実
績
デ
ー
タ
（
平
成

2
1
年

3
月
末
時
点
）
 

・
発
生
件
数
に
対
し
て
，
暦
年

※
2
よ
り
算
出

  

手
動
停
止
／

  

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失

  

(
手
動
停
止
) 

計
画
外
停
止
 

4
.
3E
-0
2 

3
.
0 

・
国
内
Ｂ
Ｗ
Ｒ
実
績
デ
ー
タ
 
（
平
成

2
1
年

3
月
末
時
点
）
 

・
発
生
件
数
に
対
し
て
，
総
運
転
炉
年

※
1
よ
り
算
出

  

残
留
熱
除
去
系
海
水
系
故
障
（
区
分
Ⅰ
）

  
7
.
2E
-0
4 

3
.
0 

・
発
生
経
験
は
な
い
た
め
，
発
生
件
数

0
.5

件
と
し
て
，
総
運
転

炉
年

※
1
よ
り
算
出

(発
生
頻
度
は
系
統
あ
る
い
は
母
線
当
た
り

) 
残
留
熱
除
去
系
海
水
系
故
障
（
区
分
Ⅱ
）

  
7
.
2E
-0
4 

3
.
0 

交
流
電
源
故
障
（
区
分
Ⅰ

) 
1
.
5E
-0
4 

3
.
0 

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失

  

(
自
動
停
止
) 

交
流
電
源
故
障
（
区
分
Ⅱ

) 
1
.
5E
-0
4 

3
.
0 

タ
ー
ビ
ン
・
サ
ポ
ー
ト
系
故
障

  
7
.
2E
-0
4 

3
.
0 

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失

  

(
直
流
電
源
故
障
) 

直
流
電
源
故
障
（
区
分
Ⅰ
）
 

2
.
8E
-0
4 

3
.
0 

直
流
電
源
故
障
（
区
分
Ⅱ
）
 

2
.
8E
-0
4 

3
.
0 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ

  

大
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ

  
2
.
0E
-0
5 

2
0
.0
 

・
発

生
経

験
は

な
い

た
め

，
Ｎ

Ｕ
Ｒ

Ｅ
Ｇ

／
Ｃ

Ｒ
－

５
７

５
０

※
3

及
び
Ｎ
Ｕ
Ｒ
Ｅ
Ｇ
－
１
８
２
９

※
4
の
デ
ー
タ
に
基
づ
き
算
出

  
中
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ

  
2
.
0E
-0
4 

2
0
.0
 

小
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ

  
3
.
0E
-0
4 

1
0
.0
 

格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
 

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
シ
ス
テ
ム

 Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ

  
4
.
1E
-1
0 

2
4
.6
 

・
シ

ス
テ

ム
信

頼
性

解
析

に
よ

り
，

隔
離

弁
等
の

故
障

に
よ

り
低

圧
設
計
箇
所
が
破
損
す
る
頻
度
と
し
て
算
出

  

※
1 

国
内
Ｂ
Ｗ
Ｒ
全

32
基
の
総
運
転
炉
年
：
約

4
88
.1

炉
年
 
 

※
2 

国
内
Ｂ
Ｗ
Ｒ
全

32
基
の
営
業
運
転
開
始
か
ら
の
総
年
数
（
暦
年
）
：
約

7
06
.1

炉
年
 

※
3 

配
管
の
貫
通
ク
ラ
ッ
ク
の
発
生
経
験
か
ら
破
断
に
至
る
確
率
を
評
価
し
た
文
献

  

※
4 

設
計
基
準
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
見
直
し
の
た
め
，
Ｎ
Ｒ
Ｃ
が
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
発
生
頻
度
を
評
価
し
た
文
献
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3.1.1-54

第
3
.
1
.
1
.3
-
1
表

 
成

功
基

準
の

一
覧

 

起
因
事
象

※
 

原
子
炉
停
止
機
能
 

炉
心
冷
却
機
能
 

格
納
容
器
除
熱
機
能
 

・
過
渡
事
象

  

・
外
部
電
源
喪
失

  

・
サ
ポ
ー
ト
系
喪
失
 

(
自
動
停
止
) 

・
サ
ポ
ー
ト
系
喪
失
 

(
直
流
電
源
故
障
) 

Ｓ
／
Ｒ
弁
 

正
常
作
動
時
 

・
原
子
炉
緊
急
停
止
系
 

＋
ス
ク
ラ
ム
排
出
容
器
 

＋
制
御
棒
駆
動
水
圧
系
 

・
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ

  

・
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ

  

・
手
動
減
圧
＋
Ｌ
Ｐ
Ｃ
Ｓ

  

・
手
動
減
圧
＋

1／
3Ｌ

Ｐ
Ｃ
Ｉ

  

・
1／

2Ｒ
Ｈ
Ｒ

  

Ｓ
／
Ｒ
弁
（
1
弁
）
 

開
固
着
時

  

・
原
子
炉
緊
急
停
止
系
 

＋
ス
ク
ラ
ム
排
出
容
器

  

＋
制
御
棒
駆
動
水
圧
系
 

・
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
 

・
Ｌ
Ｐ
Ｃ
Ｓ

  

・
1／

3Ｌ
Ｐ
Ｃ
Ｉ

  

・
1／

2Ｒ
Ｈ
Ｒ

  

・
手

動
停

止
／

サ
ポ

ー
ト

系
喪
失

(手
動
停
止
) 

Ｓ
／
Ｒ
弁
 

正
常
作
動
時

  
－
 

・
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ

  

・
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ

  

・
手
動
減
圧
＋
Ｌ
Ｐ
Ｃ
Ｓ

  

・
手
動
減
圧
＋

1／
3Ｌ

Ｐ
Ｃ
Ｉ

  

・
1／

2Ｒ
Ｈ
Ｒ

  

Ｓ
／
Ｒ
弁
（
1
弁
）
 

開
固
着
時

  
－
 

・
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
 

・
Ｌ
Ｐ
Ｃ
Ｓ

  

・
1／

3Ｌ
Ｐ
Ｃ
Ｉ

  

・
1／

2Ｒ
Ｈ
Ｒ

  

・
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ

  

大
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ

  

・
原
子
炉
緊
急
停
止
系
 

＋
ス
ク
ラ
ム
排
出
容
器
 

＋
制
御
棒
駆
動
水
圧
系
 

・
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ

  

・
1／

2Ｒ
Ｈ
Ｒ

  
・
Ｌ
Ｐ
Ｃ
Ｓ

  

・
1／

3Ｌ
Ｐ
Ｃ
Ｉ

  

中
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

・
原
子
炉
緊
急
停
止
系
 

＋
ス
ク
ラ
ム
排
出
容
器
 

＋
制
御
棒
駆
動
水
圧
系
 

・
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ

  

・
1／

2Ｒ
Ｈ
Ｒ

  
・
Ａ
Ｄ
Ｓ
＋
Ｌ
Ｐ
Ｃ
Ｓ

  

・
Ａ
Ｄ
Ｓ
＋

1／
3Ｌ

Ｐ
Ｃ
Ｉ

  

小
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ

  

・
原
子
炉
緊
急
停
止
系

  

＋
ス
ク
ラ
ム
排
出
容
器
 

＋
制
御
棒
駆
動
水
圧
系
 

・
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
 

・
1／

2Ｒ
Ｈ
Ｒ

  
・
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ

  

・
Ａ
Ｄ
Ｓ
＋
Ｌ
Ｐ
Ｃ
Ｓ

  

・
Ａ
Ｄ
Ｓ
＋

1／
3Ｌ

Ｐ
Ｃ
Ｉ

  

※
 イ

ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
シ
ス
テ
ム
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
は
，
設
計
基
準
事
故
対
処
設
備
の
み
で
は
炉
心
損
傷
を
防
止
で
き
な
い
た
め
，
直
接
炉
心
損
傷
に
至
る
事
象
と
し
て

整
理
し
，
成
功
基
準
は
設
定
し
な
い
。
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3.1.1-55 
 

第 3.1.1.3-2 表 低圧炉心冷却時のＳ／Ｒ弁の必要弁数 

系統名 

過渡事象 

中ＬＯＣＡ 小ＬＯＣＡ Ｓ／Ｒ弁 

正常動作時 

Ｓ／Ｒ弁 

誤開放時 

ＬＰＣＳ 

又は 

1／3ＬＰＣＩ

1 弁 － 1 弁 1 弁 

 

第 3.1.1.3-3 表 ＲＨＲＳ（Ａ系，Ｂ系）の成功基準 

機器名 ＲＨＲＳの成功基準 

ＲＨＲＳ ポンプ 1／2 

ＲＨＲＳ 熱交換器 1／1 

 

第 3.1.1.3-4 表 空調機の成功基準 

系統名 空調機の成功基準 

ＨＰＣＳ 2／2 

ＬＰＣＳ 1／1 

ＲＨＲ－Ａ 1／1 

ＲＨＲ－Ｂ 1／1 

ＲＨＲ－Ｃ 1／1 

ＤＧ－２Ｃ 2／2 

ＤＧ－２Ｄ 2／2 

ＨＰＣＳ－ＤＧ 2／2 
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3.1.1-56

第
3
.
1
.
1
.
3
-
5
表

 
Ｍ

Ａ
Ａ

Ｐ
に

よ
る

事
故

進
展

解
析

結
果

 

 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
 

事
象
進
展
 

高
圧
・
低
圧
注
水
機
能

喪
失
（
Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｖ
）
 

高
圧
注
水
・
減
圧
機
能

喪
失
（
Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｘ
）
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

（
長
期
Ｔ
Ｂ
）
 

原
子
炉
停
止
機
能
喪
失

（
Ｔ
Ｃ
）
 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

（
Ｔ
Ｗ
）
 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
注
水
機
能

喪
失
（
Ａ
Ｅ
）
 

炉
心
露
出
 

0
.
6h
 

0
.
6h
 

9
.
5h
 

1
.
4h
 

2
3
.6
h 

0
.
01
h 

燃
料
被
覆
管
破
損
 

（
1,
00
0Ｋ

）
 

0
.
7h
 

0
.
9h
 

1
0
.1
h 

1
.
6h
 

2
4
.5
h 

0
.
1h
 

炉
心
損
傷
 

（
1,
50
0Ｋ

）
 

0
.
9h
 

1
.
1h
 

1
0
.4
h 

1
.
8h
 

2
4
.8
h 

0
.
2h
 

炉
心
溶
融
 

（
2,
50
0Ｋ

）
 

1
.
2h
 

1
.
3h
 

1
0
.8
h 

2
.
1h
 

2
5
.2
h 

0
.
5h
 

炉
心
支
持
板
破
損
 

2
.
6h
 

2
.
7h
 

1
3
.9
h 

3
.
9h
 

3
1
.5
h 

1
.
6h
 

圧
力
容
器
破
損
 

5
.
4h
 

3
.
3h
 

1
4
.4
h 

4
.
5h
 

3
2
.3
h 

4
.
0h
 

ペ
デ
ス
タ
ル
 

（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
部
）
床
貫
通
 

8
.
4h
 

－
※

１
 

－
※

１
 

－
※

１
 

－
※

１
 

7
.
6h
 

格
納
容
器
最
高
使
用
圧
力
 

到
達
時
刻
 

7
.
7h
 

3
.
3h
 

1
3
.9
h 

1
.
0h

※
２
 

1
5
.9
h 

1
.
6h
 

格
納
容
器
破
損
 

1
5
.9
h 

(
過
圧
破
損
) 

3
.
3h
 

(
過
温
破
損
) 

1
4
.4
h 

(
過
温
破
損
) 

1
.
4h
 

(
過
圧
破
損
) 

2
1
.4
h 

（
過
圧
破
損
）
 

1
.
6h
 

(
過
温
破
損
) 

 

※
1：

24
時
間
以
内
に
ペ
デ
ス
タ
ル
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
部
）
床
貫
通
せ
ず
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ※
2：

格
納
容
器
先
行
破
損
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3.1.1-57

第
3
.
1
.
1
.
4
-
1
表

 
炉

心
損

傷
状

態
の

分
類

 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
グ
ル
ー
プ
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
の
特
徴
 

高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｖ
 

事
象
発
生
後
，
高
圧
系
及
び
低
圧
系
に
よ
る
炉
心
冷
却
に
失
敗
 

高
圧
注
水
・
減
圧
機
能
喪
失
 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｘ
 

事
象
発
生
後
，
高
圧
系
に
よ
る
炉
心
冷
却
に
失
敗
し
，
か
つ
原
子
炉
の
減
圧
に
失
敗
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

Ｔ
Ｂ
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

 

Ｔ
Ｂ
Ｕ
 

Ｄ
Ｇ
2
台
機
能
喪
失
，
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
機
能
喪
失
及
び
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
機
能
喪
失
 

Ｔ
Ｂ
Ｐ
 

Ｄ
Ｇ
2
台
機
能
喪
失
，
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
機
能
喪
失
及
び
Ｓ
／
Ｒ
再
閉
失
敗
に
よ
る
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
機
能
喪
失
 

Ｔ
Ｂ
Ｄ
 

直
流
電
源
の
故
障
に
よ
る
Ｄ
Ｇ
2
台
の
起
動
失
敗
，
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
機
能
喪
失
及
び
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
機
能
喪
失
 

長
期
Ｔ
Ｂ
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機

2
台
機
能
喪
失
，
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
機
能
喪
失
及
び
蓄
電
池
枯
渇
に
伴
う
Ｒ
Ｃ
Ｉ

Ｃ
機
能
喪
失
 

原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
 

Ｔ
Ｃ
 

事
象
発
生
後
，
原
子
炉
停
止
（
未
臨
界
確
保
）
に
失
敗
 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
 

Ｔ
Ｗ
 

事
象
発
生
後
，
原
子
炉
格
納
容
器
か
ら
の
崩
壊
熱
除
去
に
失
敗
 

Ｔ
Ｂ
Ｗ
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
，
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
に
よ
る
炉
心
冷
却
は
継
続
し
て
い
る
が
，
格
納
容
器
か
ら
の
崩
壊

熱
除
去
に
失
敗

  

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
注
水
機
能
喪
失
 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

原
子
炉
冷
却
材
喪
失
の
場
合
に
お
い
て
原
子
炉
へ
の
注
水
に
失
敗
 

 

Ａ
Ｅ
 

大
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
後
の
炉
心
冷
却
失
敗
 

Ｓ
１
Ｅ
 

中
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
後
の
炉
心
冷
却
失
敗
 

Ｓ
２
Ｅ
 

小
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
後
の
炉
心
冷
却
失
敗
 

格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
 

（
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
シ
ス
テ
ム
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
 

Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
（
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
シ
ス
テ
ム
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
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3.1.1-58

第
3
.
1
.
1
.
5
-
1
表

 
フ

ロ
ン

ト
ラ

イ
ン

系
と

サ
ポ

ー
ト

系
の

依
存

性
 

原
子

炉
停

止

自
動

手
動

A
B

C
A

B

区
分
Ⅰ

－
－

－
－

－
◎

◎
－

－
◎

－

区
分
Ⅱ

－
－

－
－

－
－

－
◎

◎
－

◎

区
分
Ⅲ

－
◎

－
－

－
－

－
－

－
－

－

区
分
Ⅰ

－
－

◎
○

○
◎

◎
－

－
◎

－

区
分
Ⅱ

－
－

－
○

○
－

－
◎

◎
－

◎

区
分
Ⅲ

－
◎

－
－

－
－

－
－

－
－

－

R
H
R
S-
A

－
－

－
－

－
◎

◎
－

－
◎

－

R
H
R
S-
B

－
－

－
－

－
－

－
◎

◎
－

◎

H
P
C
S-
D
G
S
W

－
◎

－
－

－
－

－
－

－
－

－

H
P
C
Sポ

ン
プ

室
－

◎
－

－
－

－
－

－
－

－
－

L
P
C
Sポ

ン
プ

室
－

－
－

－
－

◎
－

－
－

－
－

L
P
C
I-
A
（

R
H
R-
A
）

ポ
ン
プ

室
－

－
－

－
－

－
◎

－
－

◎
－

L
P
C
I-
B
（

R
H
R-
B
）

ポ
ン
プ

室
－

－
－

－
－

－
－

◎
－

－
◎

L
P
C
I-
C
ポ

ン
プ
室

－
－

－
－

－
－

－
－

◎
－

－

D
G
-
2C
室

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

D
G
-
2D
室

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

H
P
C
S-
D
G
室

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

◎
：

系
統
の

機
能

維
持

に
必
須

で
あ

り
，

故
障
に

よ
り

系
統

の
機
能

喪
失
と

な
る

。

○
：

起
因
事

象
に

よ
り

必
要
に

な
る

ケ
ー

ス
が
あ

り
，

事
象

に
よ
っ

て
は
系

統
機

能
喪

失
と
な

る
。

直
流
電

源

空
調

機

（ 故 障 系 統 ・ 機 器 ）

サ ポ ー ト 系

フ
ロ

ン
ト
ラ

イ
ン

系

（
従

属
故
障

の
可

能
性

の
あ
る

系
統

）
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交
流
電
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R
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圧

炉
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却
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L
P
CI

ス
ク

ラ
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3.1.1-59

第
3
.
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.
1
.
5
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表
 

サ
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依
存
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3.1.1-60 
 

第 3.1.1.5-3 表 機器タイプ及び故障モード一覧（1／3） 

機器タイプ 故障モード 

電動ポンプ（淡水） 

起動失敗 

運転継続失敗 

制御部故障 

電動ポンプ（海水） 

起動失敗 

運転継続失敗 

制御部故障 

タービン動ポンプ 
起動失敗 

運転継続失敗 

ディーゼル発電機 
起動失敗 

運転継続失敗 

ファン 

起動失敗 

運転継続失敗 

制御部故障 

電動弁（淡水） 

作動失敗 

開失敗 

閉失敗 

誤開 

誤閉 

閉塞 

内部リーク 

制御部故障 

電動弁（海水） 

開失敗 

閉塞 

制御部故障 

空気作動弁 
誤閉 

閉塞 

逆止弁 

開失敗 

閉失敗 

内部リーク 

手動弁 閉塞 

安全弁 誤開 
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3.1.1-61 
 

第 3.1.1.5-3 表 機器タイプ及び故障モード一覧（2／3） 

機器タイプ 故障モード 

真空逃がし弁 作動失敗 

Ｓ／Ｒ弁 開失敗 

配管（３インチ未満） 閉塞 

熱交換器 

冷却器 

故障 

閉塞 

オリフィス 閉塞 

ストレーナ（淡水／オイル） 閉塞等 

ストレーナ（海水） 閉塞等 

フィルタ（淡水） 閉塞等 

ダンパ 

開失敗 

閉塞 

制御部故障 

タンク 
破損 

閉塞 

リレー 
作動失敗 

誤動作 

遅延リレー 
作動失敗 

誤動作 

遮断器 

開失敗 

閉失敗 

誤開 

リミットスイッチ 
作動失敗 

誤動作 

スイッチ 

開失敗 

閉失敗 

誤開 

誤閉 

水位スイッチ 作動失敗 

圧力スイッチ 
作動失敗 

誤動作 

温度スイッチ 誤動作 
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3.1.1-62 
 

第 3.1.1.5-3 表 機器タイプ及び故障モード一覧（3／3） 

機器タイプ 故障モード 

充電器 故障 

蓄電池 給電失敗 

動力用変圧器 

制御用変圧器 
故障 

母線 故障 

トリップユニット 
作動失敗 

誤動作 

警報設定器 不動作 

流量トランスミッタ 

作動失敗 

誤高出力 

誤低出力 

水位トランスミッタ 

作動失敗 

誤高出力 

誤低出力 

圧力トランスミッタ 

作動失敗 

誤高出力 

誤低出力 

速度検出器 

作動失敗 

誤高出力 

誤低出力 

温度検出器 誤高出力 

中性子束検出器 
作動失敗 

誤低出力 

制御器 故障 

端子 短絡／地絡 

電線 短絡／地絡 

ヒューズ 故障 
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3.1.1-63 
 

第 3.1.1.5-4 表 代表的なフォールトツリーの評価結果 

システム（系統） 

非信頼度 

（平均値） 

[／要求時] 

過渡事象 ＬＯＣＡ 

ＨＰＣＳ 2.2E-03 2.8E-03 

ＲＣＩＣ 3.3E-03 5.4E-03 

ＡＤＳ（手動減圧） 2.2E-03 2.1E-06 

ＬＰＣＳ 1.8E-03 1.8E-03 

ＬＰＣＩ－Ａ 2.0E-03 1.9E-03 

ＬＰＣＩ－Ｂ 2.0E-03 1.9E-03 

ＬＰＣＩ－Ｃ 1.9E-03 1.8E-03 

ＲＨＲ－Ａ 2.0E-03 2.0E-03 

ＲＨＲ－Ｂ 2.0E-03 2.0E-03 

スクラム系 1.2E-07 1.2E-07 
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3.1.1-64 
 

第 3.1.1.5-5(a)表 スクラム系フォールトツリーの主要なミニマルカットセット 

 主要なミニマルカットセット 割合 

1 スクラムコンタクタ－Ａ／Ｃ作動失敗共通要因故障 25％ 

1 スクラムコンタクタ－Ｂ／Ｄ作動失敗共通要因故障 25％ 

1 スクラムコンタクタ－Ｅ／Ｇ作動失敗共通要因故障 25％ 

1 スクラムコンタクタ－Ｆ／Ｈ作動失敗共通要因故障 25％ 

 

第 3.1.1.5-5(b)表 ＨＰＣＳフォールトツリーの主要なミニマルカットセット 

 主要なミニマルカットセット 割合 

1 ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外 12.2％ 

2 ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ海水ストレーナ閉塞 5.8％ 

3 ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷポンプ起動失敗 4.6％ 

4 ＨＰＣＳメンテナンスによる待機除外 4.4％ 

5 ＨＰＣＳポンプ軸受シールクーラ海水入口弁 1 開け忘れ 2.9％ 

5 ＨＰＣＳポンプ軸受シールクーラ海水入口弁 2 開け忘れ 2.9％ 

5 ＨＰＣＳポンプ軸受シールクーラ海水出口弁開け忘れ 2.9％ 

5 ＨＰＣＳポンプ室空調１冷却器入口弁開け忘れ 2.9％ 

5 ＨＰＣＳポンプ室空調１冷却器出口弁開け忘れ 2.9％ 

5 ＨＰＣＳポンプ室空調 2冷却器入口弁開け忘れ 2.9％ 

5 ＨＰＣＳポンプ室空調 2冷却器出口弁開け忘れ 2.9％ 

5 ＨＰＣＳポンプ／ポンプ室空調冷却器元弁開け忘れ 2.9％ 

5 ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷポンプ出口弁開け忘れ 2.9％ 

5 ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ放出ライン隔離弁開け忘れ 2.9％ 

5 ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ放出ライン排水弁(放水口Ｂ)開け忘れ 2.9％ 

5 ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ放出ライン排水弁(放水口Ｃ)開け忘れ 2.9％ 

5 ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷエンジンエアクーラ入口弁 1開け忘れ 2.9％ 

5 ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷエンジンエアクーラ入口弁 2開け忘れ 2.9％ 

5 ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ系統出口隔離弁開け忘れ 2.9％ 

20 ＨＰＣＳポンプ起動失敗 2.1％ 

20 ＨＰＣＳポンプ室空調 1ファン起動失敗 2.1％ 

20 ＨＰＣＳポンプ室空調 2ファン起動失敗 2.1％ 

 

76



 

3.1.1-65 
 

第 3.1.1.5-5(c)表 ＲＣＩＣフォールトツリーの主要なミニマルカットセット 

 主要なミニマルカットセット 割合 

1 ＲＣＩＣポンプ起動失敗 43.9％ 

2 ＲＣＩＣメンテナンスによる待機除外 28.3％ 

3 ＲＣＩＣ流量制御器故障 4.8％ 

4 ＲＣＩＣポンプ運転継続失敗 2.1％ 

4 ＲＣＩＣポンプ入口弁開け忘れ 1.9％ 

6 ＲＣＩＣバキュームタンク復水ポンプ出口弁開け忘れ 1.9％ 

6 ＲＣＩＣバキュームポンプ起動失敗 1.4％ 

8 ＲＣＩＣ復水ポンプ起動失敗 1.4％ 

9 ＲＣＩＣ原子炉注入弁閉塞 1.3％ 

10 ＲＣＩＣバキュームポンプ運転継続失敗 0.8％ 

10 ＲＣＩＣ復水ポンプ運転継続失敗 0.8％ 

 

第 3.1.1.5-5(d)表 ＡＤＳ（手動減圧）フォールトツリーの主要なミニマルカットセット 

 主要なミニマルカットセット 割合 

1 原子炉手動減圧操作失敗 63.9％ 

2 注水不能認知失敗 36.1％ 
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3.1.1-66 
 

第 3.1.1.5-5(e)表 ＬＰＣＳフォールトツリーの主要なミニマルカットセット 

 主要なミニマルカットセット 割合 

1 ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外 20.7％ 

2 ＲＨＲＳ－Ａ海水ストレーナ閉塞 7.1％ 

3 ＬＰＣＳポンプ軸受シールクーラ海水入口弁 1 開け忘れ 3.5％ 

3 ＬＰＣＳポンプ軸受シールクーラ海水入口弁 2 開け忘れ 3.5％ 

3 ＬＰＣＳポンプ軸受シールクーラ海水出口弁開け忘れ 3.5％ 
3 ＬＰＣＳミニフロー元弁開け忘れ 3.5％ 
3 ＲＨＲＳ－Ａ熱交換器入口弁開け忘れ 3.5％ 
3 ＲＨＲＳ－Ａ熱交換器出口弁開け忘れ 3.5％ 
3 ＲＨＲＳ－Ａ放出ライン隔離弁開け忘れ 3.5％ 
3 ＲＨＲＳ－Ａ放出ライン排水弁(放水口Ｂ)開け忘れ 3.5％ 
3 ＬＰＣＳポンプ室空調冷却器入口弁開け忘れ 3.5％ 
3 ＬＰＣＳポンプ室空調冷却器出口弁開け忘れ 3.5％ 
13 ＬＰＣＳメンテナンスによる待機除外 3.3％ 

14 ＬＰＣＳ・ＬＰＣＩ－Ａ共通起動信号故障＋低圧系起動操作失敗 2.9％ 

15 ＬＰＣＳポンプ起動失敗 2.6％ 

15 ＬＰＣＳポンプ室空調ファン起動失敗 2.6％ 

17 ＬＰＣＳ原子炉注入弁閉塞 2.3％ 

18 ＬＰＣＳ保修用隔離弁閉塞 2.0％ 

19 ＲＨＲＳ－Ａ流量制御弁開失敗 1.6％ 

19 ＲＨＲＳ－Ａ流量制御弁閉塞 1.6％ 
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3.1.1-67 
 

第 3.1.1.5-5(f)表 ＬＰＣＩ－Ａフォールトツリーの主要なミニマルカットセット 

 主要なミニマルカットセット 割合 

1 ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外 19.1％ 

2 ＲＨＲＳ－Ａ海水ストレーナ閉塞 6.5％ 

3 ＲＨＲ－Ａメンテナンスによる待機除外 6.0％ 

4 ＲＨＲ－Ａポンプ軸受シールクーラ海水入口弁 1開け忘れ 3.3％ 

4 ＲＨＲ－Ａポンプ軸受シールクーラ海水入口弁 2開け忘れ 3.3％ 

4 ＲＨＲ－Ａポンプ軸受シールクーラ海水出口弁開け忘れ 3.3％ 

4 ＲＨＲ－Ａポンプ出口手動弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲ－Ａミニフローライン手動弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲ－Ａポンプ室空調冷却器入口弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲ－Ａポンプ室空調冷却器出口弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲＳ－Ａ熱交換器Ａ入口弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲＳ－Ａ熱交換器Ａ出口弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲＳ－Ａ放出ライン隔離弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲＳ－Ａ放出ライン排水弁(放水口Ｂ)開け忘れ 3.3％ 
15 ＬＰＣＳ・ＬＰＣＩ－Ａ共通起動信号故障＋低圧系起動操作失敗 2.7％ 

16 ＲＨＲ－Ａポンプ起動失敗 2.4％ 

16 ＲＨＲ－Ａポンプ室空調ファン起動失敗 2.4％ 

18 ＲＨＲ－Ａインジェクション弁閉塞 2.1％ 

19 ＲＨＲ－Ａインジェクションライン手動弁閉塞 1.9％ 

20 ＲＨＲＳ－Ａ流量制御弁開失敗 1.5％ 

20 ＲＨＲＳ－Ａ流量制御弁閉塞 1.5％ 
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3.1.1-68 
 

第 3.1.1.5-5(g)表 ＬＰＣＩ－Ｂフォールトツリーの主要なミニマルカットセット 

 主要なミニマルカットセット 割合 

1 ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外 19.1％ 

2 ＲＨＲＳ－Ｂ海水ストレーナ閉塞 6.5％ 

3 ＲＨＲ－Ｂメンテナンスによる待機除外 6.0％ 

4 ＲＨＲ－Ｂポンプ軸受シールクーラ海水入口弁 1開け忘れ 3.3％ 

4 ＲＨＲ－Ｂポンプ軸受シールクーラ海水入口弁 2開け忘れ 3.3％ 

4 ＲＨＲ－Ｂポンプ軸受シールクーラ海水出口弁開け忘れ 3.3％ 

4 ＲＨＲ－Ｂポンプ出口手動弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲ－Ｂミニフローライン手動弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲ－Ｂポンプ室空調冷却器入口弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲ－Ｂポンプ室空調冷却器出口弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲＳ－Ｂ熱交換器入口弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲＳ－Ｂ熱交換器出口弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲＳ－Ｂ放出ライン隔離弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲＳ－Ｂ放出ライン排水弁(放水口Ｂ)開け忘れ 3.3％ 
15 ＬＰＣＩ－Ｂ・ＬＰＣＩ－Ｃ共通起動信号故障＋低圧系起動操作失敗 2.7％ 

16 ＲＨＲ－Ｂポンプ起動失敗 2.4％ 

16 ＲＨＲ－Ｂポンプ室空調ファン起動失敗 2.4％ 

18 ＲＨＲ－Ｂインジェクション弁閉塞 2.1％ 

19 ＲＨＲ－Ｂインジェクションライン手動弁閉塞 1.9％ 

20 ＲＨＲＳ－Ｂ流量制御弁開失敗 1.5％ 

20 ＲＨＲＳ－Ｂ流量制御弁閉塞 1.5％ 
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3.1.1-69 
 

第 3.1.1.5-5(h)表 ＬＰＣＩ－Ｃフォールトツリーの主要なミニマルカットセット 

 主要なミニマルカットセット 割合 

1 ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外 19.8％ 

2 ＲＨＲＳ－Ｂ海水ストレーナ閉塞 6.7％ 

3 ＲＨＲ－Ｃポンプ軸受シールクーラ海水入口弁 1開け忘れ 3.4％ 

3 ＲＨＲ－Ｃポンプ軸受シールクーラ海水入口弁 2開け忘れ 3.4％ 
3 ＲＨＲ－Ｃポンプ軸受シールクーラ海水出口弁開け忘れ 3.4％ 
3 ＲＨＲ－Ｃポンプ出口手動弁開け忘れ 3.4％ 
3 ＲＨＲ－Ｃミニフローライン手動弁開け忘れ 3.4％ 
3 ＲＨＲ－Ｃポンプ室空調冷却器入口弁開け忘れ 3.4％ 
3 ＲＨＲ－Ｃポンプ室空調冷却器出口開け忘れ 3.4％ 
3 ＲＨＲＳ－Ｂ熱交換器入口弁開け忘れ 3.4％ 
3 ＲＨＲＳ－Ｂ熱交換器出口弁開け忘れ 3.4％ 
3 ＲＨＲＳ－Ｂ放出ライン隔離弁開け忘れ 3.4％ 
3 ＲＨＲＳ－Ｂ放出ライン排水弁(放水口Ｂ)開け忘れ 3.4％ 
14 ＬＰＣＩ－Ｂ・ＬＰＣＩ－Ｃ共通起動信号故障＋低圧系起動操作失敗 2.8％ 
14 ＲＨＲ－Ｃメンテナンスによる待機除外 2.8％ 

16 ＲＨＲ－Ｃポンプ起動失敗 2.4％ 

16 ＲＨＲ－Ｃポンプ室空調ファン起動失敗 2.4％ 

18 ＲＨＲ－Ｃインジェクション弁閉塞 2.2％ 

19 ＲＨＲ－Ｃインジェクションライン手動弁閉塞 1.9％ 

20 ＲＨＲＳ－Ｂ流量制御弁開失敗 1.5％ 

20 ＲＨＲＳ－Ｂ流量制御弁閉塞 1.5％ 
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3.1.1-70 
 

第 3.1.1.5-5(i)表 ＲＨＲ－Ａフォールトツリーの主要なミニマルカットセット 

 主要なミニマルカットセット 割合 

1 ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外 18.7％ 

2 ＲＨＲＳ－Ａ海水ストレーナ閉塞 6.4％ 

3 ＲＨＲ－Ａメンテナンスによる待機除外 5.9％ 

4 ＲＨＲ－Ａポンプ軸受シールクーラ海水入口弁 1開け忘れ 3.2％ 

4 ＲＨＲ－Ａポンプ軸受シールクーラ海水入口弁 2開け忘れ 3.2％ 

4 ＲＨＲ－Ａポンプ軸受シールクーラ海水出口弁開け忘れ 3.2％ 

4 ＲＨＲ－Ａポンプ出口手動弁開け忘れ 3.2％ 
4 ＲＨＲ－Ａミニフローライン手動弁開け忘れ 3.2％ 
4 ＲＨＲ－Ａポンプ室空調冷却器入口弁開け忘れ 3.2％ 
4 ＲＨＲ－Ａポンプ室空調冷却器出口弁開け忘れ 3.2％ 
4 ＲＨＲＳ－Ａ熱交換器Ａ入口弁開け忘れ 3.2％ 
4 ＲＨＲＳ－Ａ熱交換器Ａ出口弁開け忘れ 3.2％ 
4 ＲＨＲＳ－Ａ放出ライン隔離弁開け忘れ 3.2％ 
4 ＲＨＲＳ－Ａ放出ライン排水弁(放水口Ｂ)開け忘れ 3.2％ 
15 ＲＨＲ－Ａポンプ起動失敗 2.3％ 

15 ＲＨＲ－Ａポンプ室空調ファン起動失敗 2.3％ 

17 ＲＨＲ系操作失敗 2.2％ 

18 ＲＨＲＳ－Ａ流量制御弁開失敗 1.4％ 

18 ＲＨＲＳ－Ａ流量制御弁閉塞 1.4％ 

20 ＲＨＲ－Ａポンプ運転継続失敗 1.3％ 

21 ＲＨＲ－Ａ熱交換器閉塞 1.3％ 

21 ＲＨＲ－Ａポンプ室空調冷却器閉塞 1.3％ 
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3.1.1-71 
 

第 3.1.1.5-5(j)表 ＲＨＲ－Ｂフォールトツリーの主要なミニマルカットセット 

 主要なミニマルカットセット 割合 

1 ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外 19.0％ 

2 ＲＨＲＳ－Ｂ海水ストレーナ閉塞 6.5％ 

3 ＲＨＲ－Ｂメンテナンスによる待機除外 6.0％ 

4 ＲＨＲ－Ｂポンプ軸受シールクーラ海水入口弁 1開け忘れ 3.3％ 

4 ＲＨＲ－Ｂポンプ軸受シールクーラ海水入口弁 2開け忘れ 3.3％ 

4 ＲＨＲ－Ｂポンプ軸受シールクーラ海水出口弁開け忘れ 3.3％ 

4 ＲＨＲ－Ｂポンプ出口手動弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲ－Ｂミニフローライン手動弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲ－Ｂポンプ室空調冷却器入口弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲ－Ｂポンプ室空調冷却器出口弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲＳ－Ｂ熱交換器入口弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲＳ－Ｂ熱交換器出口弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲＳ－Ｂ放出ライン隔離弁開け忘れ 3.3％ 
4 ＲＨＲＳ－Ｂ放出ライン排水弁(放水口Ｂ)開け忘れ 3.3％ 
15 ＲＨＲ－Ｂポンプ起動失敗 2.3％ 

15 ＲＨＲ－Ｂポンプ室空調ファン起動失敗 2.3％ 

17 ＲＨＲ系操作失敗 2.2％ 

18 ＲＨＲＳ－Ｂ流量制御弁開失敗 1.4％ 

18 ＲＨＲＳ－Ｂ流量制御弁閉塞 1.4％ 

20 ＲＨＲ－Ｂポンプ運転継続失敗 1.3％ 

21 ＲＨＲ－Ｂ熱交換器閉塞 1.3％ 

21 ＲＨＲ－Ｂポンプ室空調冷却器閉塞 1.3％ 
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3.1.1-72

第
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1
.
1
.
5
-
6
表
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3.1.1-73 
 

第 3.1.1.6-1 表 同一システム内で共通要因故障を考慮した機器及び故障モード 

系統 機器タイプ 故障モード 

ＲＨＲＳ 
ポンプ 

起動失敗 

運転継続失敗 

逆止弁 開失敗 

ＤＧ室空調 ダンパ 開失敗 

ＥＣＣＳ起動信号 
検出器 作動失敗 

トリップ設定器 作動失敗 

ＲＰＳ 
リレー（スクラムコンタク

タ） 
作動失敗 
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3.1.1-74 
 

第 3.1.1.6-2 表 システム間で共通要因故障を考慮した機器及び故障モード 

系統 機器タイプ 故障モード 

ＥＣＣＳ起動信号 
検出器 作動失敗 

トリップ設定器 作動失敗 

ＬＰＣＩ－Ａ／Ｂ／Ｃ 

（ＲＨＲ－Ａ／Ｂ） 

ポンプ 
起動失敗 

運転継続失敗 

ファン 
起動失敗 

運転継続失敗 

弁（手動弁は除く） 
開失敗 

閉失敗 

ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ 

ポンプ 
起動失敗 

運転継続失敗 

弁（手動弁は除く） 開失敗 

ストレーナ 閉塞（内部破損含む） 

交流電源（区分Ⅰ，Ⅱ） 

（ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ） 

非常用ディーゼル発電機 
起動失敗 

運転継続失敗 

ポンプ 
起動失敗 

運転継続失敗 

ファン 
起動失敗 

運転継続失敗 

弁（手動弁は除く） 開失敗 

ストレーナ 閉塞（内部破損含む） 

ＤＧＳＷ－Ａ，Ｂ 
ポンプ 

起動失敗 

運転継続失敗 

ストレーナ 閉塞（内部破損含む） 

直流電源（区分Ⅰ，Ⅱ） 蓄電池 給電失敗 
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3.1.1-75
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3.1.1-76 
 

第 3.1.1.7-1 表 人的過誤の評価結果 

人的過誤 
過誤確率 
(平均値) 
[／ｄ] 

エラー 

ファク

タ 

起因事象 

発生前 

弁の開け忘れ・閉め忘れ 6.5E-05 10.0  

ＤＧ試験時ガバナ操作後の復旧失敗 3.9E-03 3.0  

弁の通常状態への復旧失敗 

（ＩＳＬＯＣＡ） 
1.6E-03 10.0  

起因事象 

発生後 

原子炉水位制御操作失敗 1.4E-03 5.0  

水源切替操作失敗 

（ＣＳＴ→Ｓ／Ｐ，大中ＬＯＣＡ以外） 
1.4E-03 5.0  

水源切替操作失敗 

（ＣＳＴ→Ｓ／Ｐ，中ＬＯＣＡ） 
2.0E-01 5.0  

注水不能認知失敗 

（大中ＬＯＣＡ以外） 
7.9E-04 10.0  

注水不能認知失敗 

（大中ＬＯＣＡ） 
4.0E-01 5.0  

高圧注水系起動操作失敗 2.5E-03 3.0  

原子炉手動減圧失敗 

（ＬＯＣＡ以外） 
1.4E-03 5.0  

原子炉手動減圧失敗（ＬＯＣＡ） 1.4E-01 3.0  

低圧注水系起動操作失敗 1.5E-01 3.0  

ＲＨＲ系操作失敗 4.4E-05 10.0  

ＤＧ燃料油補給操作失敗 8.9E-05 10.0  
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3.1.1-77
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第 3.1.1.8-2 表 事故シーケンスグループ別炉心損傷頻度 

事故シーケンスグループ 
炉心損傷頻度 

（／炉年） 
寄与割合 

高圧・低圧注水機能喪失 ＴＱＵＶ 3.0E-09 ＜0.1％ 

高圧注水・減圧機能喪失 ＴＱＵＸ 1.2E-08 ＜0.1％ 

全交流動力電源喪失 

長期ＴＢ 7.6E-08 0.2％ 

ＴＢＵ 2.0E-08 ＜0.1％ 

ＴＢＰ 5.1E-10 ＜0.1％ 

ＴＢＤ 5.7E-12 ＜0.1％ 

崩壊熱除去機能喪失 

ＴＷ 3.3E-05 87.2％ 

ＴＢＷ 4.6E-06 12.4％ 

原子炉停止機能喪失 ＴＣ 2.5E-08 ＜0.1％ 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

ＡＥ 1.3E-12 ＜0.1％ 

Ｓ１Ｅ 1.8E-11 ＜0.1％ 

Ｓ２Ｅ 1.2E-13 ＜0.1％ 

格納容器バイパス 

（インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ） 

ＩＳＬＯＣＡ 4.1E-10 ＜0.1％ 

合計 3.7E-05 100％ 
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第 3.1.1.8-3 表 事故シーケンスグループの分析結果（1／8） 

炉心
損傷頻度

（／炉年）

寄与

割合
※１ 主要なカットセット（上位3位）

炉心
損傷頻度
（／炉年）

寄与

割合
※２

①外部電源喪失
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

8.2E-12 3.1%

②外部電源喪失
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＤＧ－２Ｃ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

5.6E-12 2.1%

②外部電源喪失
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

5.6E-12 2.1%

①逃がし安全弁誤開放
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水トレーナ閉塞共通要因故障

5.7E-12 3.2%

②非隔離事象
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

5.1E-12 2.9%

③逃がし安全弁誤開放
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水トレーナ閉塞共通要因故障

4.7E-12 2.6%

①交流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

1.5E-11 4.4%

②交流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ海水ストレーナ閉塞
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

7.3E-12 2.1%

③交流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷポンプ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

5.7E-12 1.6%

①計画外停止
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

1.3E-12 3.5%

②計画外停止
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

1.0E-12 2.8%

③計画外停止
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ海水ストレーナ閉塞
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

5.0E-13 1.4%

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

2.4E-10 10.9%

②直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

1.6E-10 7.4%

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧメンテナンスによる待機除外
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

1.0E-10 4.7%

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

1.3E-12 4.7%

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外

1.3E-12 4.7%

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

8.5E-13 3.2%

③直流電源故障（区分Ⅱ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外

8.5E-13 3.2%

0.9%

※１：事故シーケンスグループに対する寄与割合　※２：事故シーケンスに対する寄与割合

事故シーケンス

過渡事象
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

71.9%

2.7E-10 8.8%

1.8E-10 5.8%

3.5E-10 11.4%

3.7E-11 1.2%

2.2E-09

過渡事象
＋逃がし安全弁再閉鎖
失敗
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

サポート系喪失（自動
停止）
＋逃がし安全弁再閉鎖
失敗
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

2.6E-11

手動停止／サポート系
喪失（手動停止）
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

手動停止／サポート系
喪失（手動停止）
＋逃がし安全弁再閉鎖
失敗
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

サポート系喪失（自動
停止）
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
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第 3.1.1.8-3 表 事故シーケンスグループの分析結果（2／8） 

炉心
損傷頻度
（／炉年）

寄与

割合
※１ 主要なカットセット（上位3位）

炉心
損傷頻度
（／炉年）

寄与

割合
※２

①非隔離事象
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＣＩＣポンプ起動失敗
＋原子炉手動減圧失敗

9.4E-11 1.8%

②非隔離事象
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＣＩＣポンプ起動失敗
＋注水不能認知失敗

5.3E-11 1.0%

①非隔離事象
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷストレーナ閉塞
＋ＲＣＩＣポンプ起動失敗
＋原子炉手動減圧失敗

4.5E-11 0.9%

①交流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋原子炉手動減圧失敗

5.6E-11 4.0%

②交流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋注水不能認知失敗

3.2E-11 2.3%

③交流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ海水ストレーナ閉塞
＋原子炉手動減圧失敗

2.7E-11 1.9%

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋原子炉手動減圧失敗

8.8E-10 17.8%

②直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋原子炉手動減圧失敗

6.0E-10 12.1%

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋注水不能認知失敗

5.0E-10 10.0%

※１：事故シーケンスグループに対する寄与割合　※２：事故シーケンスに対する寄与割合

12.2%

サポート系喪失（自動
停止）
＋高圧炉心冷却失敗
＋手動減圧失敗

5.0E-09 42.8%

事故シーケンス

高
圧
注
水
・
減
圧
機
能
喪
失

過渡事象
＋高圧炉心冷却失敗
＋手動減圧失敗

45.0%5.2E-09

手動停止／サポート系
喪失（手動停止）
＋高圧炉心冷却失敗
＋手動減圧失敗

1.4E-09
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第 3.1.1.8-3 表 事故シーケンスグループの分析結果（3／8） 

炉心
損傷頻度

（／炉年）

寄与

割合※１ 主要なカットセット（上位3位）
炉心

損傷頻度
（／炉年）

寄与

割合※２

①外部電源喪失
＋軽油貯蔵タンク閉塞

4.8E-08 84.7%

②外部電源喪失
＋軽油貯蔵タンク破損

3.2E-09 5.6%

③外部電源喪失
＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ運転継続失敗共通要因故障
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

4.6E-10 0.8%

①外部電源喪失
＋軽油貯蔵タンク閉塞
＋ＲＣＩＣポンプ起動失敗

7.1E-11 36.2%

②外部電源喪失
＋軽油貯蔵タンク閉塞
＋ＲＣＩＣメンテナンスによる待機除外

4.6E-11 23.3%

③外部電源喪失
＋軽油貯蔵タンク閉塞
＋ＲＣＩＣ流量制御器故障

7.7E-12 3.9%

①外部電源喪失
＋軽油貯蔵タンク閉塞
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

2.5E-10 84.2%

②外部電源喪失
＋軽油貯蔵タンク破損
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

1.7E-11 5.6%

③外部電源喪失
＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ運転継続失敗共通要因故障
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

2.4E-12 0.8%

①外部電源喪失
＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通要因故障
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

1.6E-12 27.7%

②外部電源喪失
＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通要因故障
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗

1.1E-12 18.8%

③外部電源喪失
＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通要因故障
＋ＨＰＣＳ－ＤＧメンテナンスによる待機除外

6.8E-13 12.0%

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋軽油貯蔵タンク閉塞

3.2E-09 16.7%

②直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

1.4E-09 7.5%

③直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗

9.8E-10 5.1%

③直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ起動失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

9.8E-10 5.1%

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋軽油貯蔵タンク閉塞

3.2E-09 16.6%

②直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

1.4E-09 7.5%

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗

9.8E-10 5.1%

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

9.8E-10 5.1%

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋軽油貯蔵タンク閉塞
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

1.7E-11 7.9%

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋軽油貯蔵タンク閉塞
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

1.7E-11 7.9%

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

7.6E-12 3.6%

③直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

7.6E-12 3.6%

※１：事故シーケンスグループに対する寄与割合　※２：事故シーケンスに対する寄与割合

事故シーケンス

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

外部電源喪失
＋ＤＧ失敗
＋ＨＰＣＳ失敗
（ＲＣＩＣ成功）

5.7E-08 59.1%

外部電源喪失
＋ＤＧ失敗
＋高圧炉心冷却失敗

サポート系喪失（直流
電源故障）
＋ＤＧ失敗
＋ＨＰＣＳ失敗
（ＲＣＩＣ成功）

1.9E-08

サポート系喪失（直流
電源故障）
＋ＤＧ失敗
＋高圧炉心冷却失敗

1.9E-08 20.2%

20.0%

2.0E-10 0.2%

外部電源喪失
＋ＤＧ失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖
失敗
＋高圧炉心冷却失敗

3.0E-10 0.3%

外部電源喪失
＋直流電源失敗
＋高圧炉心冷却失敗

5.7E-12 ＜0.1％

サポート系喪失（直流
電源故障）
＋ＤＧ失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖
失敗
＋高圧炉心冷却失敗

2.1E-10 0.2%
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第 3.1.1.8-3 表 事故シーケンスグループの分析結果（4／8） 

炉心
損傷頻度
（／炉年）

寄与

割合
※１ 主要なカットセット（上位3位）

炉心
損傷頻度
（／炉年）

寄与

割合
※２

①非隔離事象
＋ＲＨＲ系操作失敗

7.4E-06 30.0%

②非隔離事象
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-06 11.8%

③原子炉緊急停止系誤動作等
＋ＲＨＲ系操作失敗

2.4E-06 9.7%

①逃がし安全弁誤開放
＋ＲＨＲ系操作失敗

4.4E-08 20.8%

②非隔離事象
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲ系操作失敗

3.9E-08 18.3%

③逃がし安全弁誤開放
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

1.7E-08 8.2%

①計画外停止
＋ＲＨＲ系操作失敗

1.9E-06 28.2%

②計画外停止
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

7.4E-07 11.1%

③残留熱除去系海水系故障（区分Ⅰ）
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

2.7E-07 4.1%

③残留熱除去系海水系故障（区分Ⅱ）
＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外

2.7E-07 4.1%

①計画外停止
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲ系操作失敗

9.8E-09 28.2%

②計画外停止
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

3.9E-09 11.1%

③残留熱除去系海水系故障（区分Ⅰ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

1.4E-09 4.1%

③残留熱除去系海水系故障（区分Ⅱ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外

1.4E-09 4.1%

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗

6.3E-07 11.7%

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗

6.3E-07 11.7%

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗

4.3E-07 7.9%

③直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ起動失敗

4.3E-07 7.9%

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

3.3E-09 11.7%

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

3.3E-09 11.7%

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

2.2E-09 7.9%

③直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ起動失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

2.2E-09 7.9%

①小ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲ系操作失敗

1.3E-08 30.8%

②中ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲ系操作失敗

8.8E-09 20.5%

③小ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

5.2E-09 12.1%

※１：事故シーケンスグループに対する寄与割合　※２：事故シーケンスに対する寄与割合

17.9%

<0.1%

14.5%

<0.1%

66.7%

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

過渡事象
＋逃がし安全弁再閉鎖
失敗
＋ＲＨＲ失敗

2.1E-07 0.6%

サポート系喪失（自動
停止）
＋ＲＨＲ失敗

5.4E-06

0.1%

手動停止／サポート系
喪失（手動停止）
＋逃がし安全弁再閉鎖
失敗
＋ＲＨＲ失敗

3.5E-08

事故シーケンス

手動停止／サポート系
喪失（手動停止）
＋ＲＨＲ失敗

6.7E-06

ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲ失敗

4.3E-08

サポート系喪失（自動
停止）
＋逃がし安全弁再閉鎖
失敗
＋ＲＨＲ失敗

2.8E-08

過渡事象
＋ＲＨＲ失敗

2.5E-05
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第 3.1.1.8-3 表 事故シーケンスグループの分析結果（5／8） 

炉心
損傷頻度

（／炉年）

寄与

割合※１ 主要なカットセット（上位3位）
炉心

損傷頻度
（／炉年）

寄与

割合※２

①外部電源喪失
＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ運転継続失敗共通要因故障

2.0E-07 29.4%

②外部電源喪失
＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ起動失敗共通要因故障

1.3E-07 19.9%

③外部電源喪失
＋ＤＧＳＷ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

7.2E-08 10.6%

①外部電源喪失
＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ運転継続失敗共通要因故障
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

1.0E-09 29.4%

②外部電源喪失
＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ起動失敗共通要因故障
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

7.0E-10 19.9%

③外部電源喪失
＋ＤＧＳＷ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

3.7E-10 10.6%

①外部電源喪失
＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通要因故障

6.9E-10 99.2%

②外部電源喪失
＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通要因故障
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

3.6E-12 0.5%

③外部電源喪失
＋蓄電池－Ａ給電失敗
＋蓄電池－Ｂ給電失敗

1.7E-12 0.3%

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗

6.3E-07 16.1%

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗

6.3E-07 16.1%

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗

4.3E-07 10.9%

③直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ起動失敗

4.3E-07 10.9%

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

3.3E-09 16.1%

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

3.3E-09 16.1%

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

2.2E-09 10.9%

③直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ起動失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

2.2E-09 10.9%

①小ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲ系操作失敗

1.3E-08 30.8%

②中ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲ系操作失敗

8.8E-09 20.5%

③小ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

5.2E-09 12.1%

※１：事故シーケンスグループに対する寄与割合　※２：事故シーケンスに対する寄与割合

＜0.1％

サポート系喪失（直流
電源故障）
＋ＤＧ失敗
（ＨＰＣＳ成功）

3.9E-06 10.9%

サポート系喪失（直流
電源故障）
＋ＤＧ失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖
失敗
（ＨＰＣＳ成功）

2.0E-08 ＜0.1％

事故シーケンス

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

外部電源喪失
＋ＤＧ失敗
（ＨＰＣＳ成功）

6.8E-07 1.9%

外部電源喪失
＋ＤＧ失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖
失敗
（ＨＰＣＳ成功）

3.5E-09 ＜0.1％

外部電源喪失
＋直流電源失敗
（ＨＰＣＳ成功）

6.9E-10

ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲ失敗

4.3E-08 0.1%
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第 3.1.1.8-3 表 事故シーケンスグループの分析結果（6／8） 

炉心
損傷頻度
（／炉年）

寄与

割合
※１ 主要なカットセット（上位3位）

炉心
損傷頻度
（／炉年）

寄与

割合
※２

①非隔離事象
＋スクラムコンタクタ－Ａ／Ｃ作動失敗共通要因故障

4.6E-09 18.1%

①非隔離事象
＋スクラムコンタクタ－Ｂ／Ｄ作動失敗共通要因故障

4.6E-09 18.1%

①非隔離事象
＋スクラムコンタクタ－Ｅ／Ｇ作動失敗共通要因故障

4.6E-09 18.1%

①非隔離事象
＋スクラムコンタクタ－Ｆ／Ｈ作動失敗共通要因故障

4.6E-09 18.1%

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋スクラムコンタクタ－Ｂ／Ｄ作動失敗共通要因故障

7.6E-12 19.7%

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋スクラムコンタクタ－Ｆ／Ｈ作動失敗共通要因故障

7.6E-12 19.7%

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋スクラムコンタクタ－Ａ／Ｃ作動失敗共通要因故障

7.6E-12 19.7%

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋スクラムコンタクタ－Ｅ／Ｇ作動失敗共通要因故障

7.6E-12 19.7%

①小ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ａ／Ｃ作動失敗共通要因故障

8.1E-12 14.4%

①小ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ｂ／Ｄ作動失敗共通要因故障

8.1E-12 14.4%

①小ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ｅ／Ｇ作動失敗共通要因故障

8.1E-12 14.4%

①小ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ｆ／Ｈ作動失敗共通要因故障

8.1E-12 14.4%

0.2%

サポート系喪失（自動
停止）
＋原子炉停止失敗

3.8E-11 0.2%

過渡事象
＋原子炉停止失敗

2.5E-08 99.6%

ＬＯＣＡ
＋原子炉停止失敗

5.6E-11

事故シーケンス

原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
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第 3.1.1.8-3 表 事故シーケンスグループの分析結果（7／8） 

炉心
損傷頻度

（／炉年）

寄与

割合※１ 主要なカットセット（上位3位）
炉心

損傷頻度
（／炉年）

寄与

割合※２

①中ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

1.1E-12 7.5%

②中ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

9.3E-13 6.1%

③中ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ海水ストレーナ閉塞
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

4.5E-13 2.9%

①中ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋原子炉水位トランスミッタ（Ｌ－１）－Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ作動
失敗共通要因故障
＋注水不能認知失敗

1.3E-13 3.2%

②中ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋原子炉水位トランスミッタ（Ｌ－３）－Ａ／Ｂ作動失敗共通
要因故障
＋注水不能認知失敗

1.3E-13 3.2%

③中ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋原子炉水位トランスミッタ（Ｌ－１）－Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ作動
失敗共通要因故障
＋注水不能認知失敗

1.0E-13 2.6%

※１：事故シーケンスグループに対する寄与割合　※２：事故シーケンスに対する寄与割合

20.6%

事故シーケンス

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
注
水
機
能
喪
失

ＬＯＣＡ
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

1.5E-11 79.4%

ＬＯＣＡ
＋高圧炉心冷却失敗
＋原子炉減圧失敗

4.0E-12

 

 

第 3.1.1.8-3 表 事故シーケンスグループの分析結果（8／8） 

炉心
損傷頻度

（／炉年）

寄与

割合※１ 主要なカットセット（上位3位）
炉心

損傷頻度
（／炉年）

寄与

割合※２

①ＲＨＲ－Ａテスタブル逆止弁定期試験
＋ＲＨＲ－Ａ注入弁定期試験時の通常状態への復旧失敗
＋ＲＨＲ－Ａテスタブル逆止弁閉失敗
＋ＲＨＲ－Ａ吐出配管破断

1.2E-10 28.9%

①ＲＨＲ－Ｂテスタブル逆止弁定期試験
＋ＲＨＲ－Ｂ注入弁定期試験時の通常状態への復旧失敗
＋ＲＨＲ－Ｂテスタブル逆止弁閉失敗
＋ＲＨＲ－Ｂ吐出配管破断

1.2E-10 28.9%

③ＲＨＲ－Ｃテスタブル逆止弁定期試験
＋ＲＨＲ－Ｃ注入弁定期試験時の通常状態への復旧失敗
＋ＲＨＲ－Ｃテスタブル逆止弁閉失敗
＋ＲＨＲ－Ｃ吐出配管破断

4.7E-11 11.5%

※１：事故シーケンスグループに対する寄与割合　※２：事故シーケンスに対する寄与割合

事故シーケンス

格
納
容
器

バ
イ
パ
ス

インターフェイスシス
テムＬＯＣＡ

4.1E-10 100.0%
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第 3.1.1.8-4 表 起因事象のＦＶ重要度評価結果 

 
起因事象 ＦＶ重要度 

非隔離事象 3.8E-01 

原子炉緊急停止系誤動作等 1.2E-01 

計画外停止 9.5E-02 

直流電源故障（区分Ⅱ） 6.8E-02 

直流電源故障（区分Ⅰ） 6.8E-02 

隔離事象 6.0E-02 

水位低下事象 6.0E-02 

残留熱除去系海水系故障（区分Ⅱ） 3.9E-02 

残留熱除去系海水系故障（区分Ⅰ） 3.8E-02 

外部電源喪失 3.2E-02 

全給水喪失 2.2E-02 

交流電源故障（区分Ⅱ） 8.2E-03 

交流電源故障（区分Ⅰ） 8.0E-03 

逃がし安全弁誤開放 2.2E-03 

タービン・サポート系故障 1.6E-03 

小ＬＯＣＡ 6.6E-04 

中ＬＯＣＡ 4.4E-04 

大ＬＯＣＡ 4.4E-05 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ 1.1E-05 
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第 3.1.1.8-5 表 起因事象のＲＡＷ評価結果 

起因事象 ＲＡＷ 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ 2.7E+04 

直流電源故障（区分Ⅱ） 2.5E+02 

直流電源故障（区分Ⅰ） 2.4E+02 

交流電源故障（区分Ⅱ） 5.5E+01 

残留熱除去系海水系故障（区分Ⅱ） 5.5E+01 

交流電源故障（区分Ⅰ） 5.5E+01 

残留熱除去系海水系故障（区分Ⅰ） 5.4E+01 

外部電源喪失 8.6E+00 

中ＬＯＣＡ 3.2E+00 

大ＬＯＣＡ 3.2E+00 

小ＬＯＣＡ 3.2E+00 

逃がし安全弁弁誤開放 3.2E+00 

タービン・サポート系故障 3.2E+00 

全給水喪失 3.2E+00 

隔離事象 3.2E+00 

水位低下事象 3.2E+00 

計画外停止 3.1E+00 

原子炉緊急停止系誤動作等 3.1E+00 

非隔離事象 2.8E+00 
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3.1.1-88

第
3
.
1
.
1
.
8
-
6
表

 
緩

和
設

備
の

基
事

象
の

Ｆ
Ｖ

重
要

度
評

価
結

果
 

N
o
 

系
統
 

基
事

象
 

Ｆ
Ｖ

重
要
度
 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
系
操

作
失
敗

 
4
.
0
E
-
01

 

2
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｓ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｓ
－

Ａ
／
Ｂ

海
水
ス
ト
レ

ー
ナ
閉

塞
共
通

要
因
故
障

 
1
.
6
E
-
01

 

3
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｓ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｓ
－

Ａ
／
Ｂ

流
量
制
御
弁

開
失
敗

共
通
要

因
故
障

 
3
.
3
E
-
02

 

4
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
熱

交
換
器
バ

イ
パ

ス
弁

閉
失
敗

共
通
要
因

故
障

 
2
.
0
E
-
02

 

5
 

Ｄ
Ｇ
 

Ｄ
Ｇ

－
２
Ｄ

運
転
継

続
失
敗

 
1
.
9
E
-
02

 

6
 

Ｄ
Ｇ
 

Ｄ
Ｇ

－
２
Ｃ

運
転
継

続
失
敗

 
1
.
9
E
-
02

 

7
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｓ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｓ
－

Ａ
／
Ｂ

／
Ｃ
／
Ｄ
海

水
ポ
ン

プ
起
動

失
敗
共
通

要
因

故
障

 
1
.
9
E
-
02

 

8
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｓ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｓ
－

Ｂ
メ
ン

テ
ナ
ン
ス
に

よ
る
待

機
除
外

 
1
.
7
E
-
02

 

9
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
ポ

ン
プ
起
動

失
敗

共
通

要
因
故

障
 

1
.
7
E
-
02

 

9
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
ポ

ン
プ
室
空
調

フ
ァ
ン

起
動
失

敗
共
通
要

因
故

障
 

1
.
7
E
-
0
2 

1
1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｓ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｓ
－

Ａ
メ
ン

テ
ナ
ン
ス
に

よ
る
待

機
除
外
 

1
.
7
E
-
02
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3.1.1-89

第
3
.
1
.
1
.
8
-
7
表

 
緩

和
設

備
の

基
事

象
の

Ｒ
Ａ

Ｗ
評

価
結

果
 

N
o
 

系
統
 

基
事

象
 

Ｒ
Ａ

Ｗ
 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
系
操

作
失
敗

 
9
.
1
E
+
03

 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
熱

交
換
器
バ

イ
パ

ス
弁

閉
失
敗

共
通
要
因

故
障

 
9
.
1
E
+
03

 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
ポ

ン
プ
起
動

失
敗

共
通

要
因
故

障
 

9
.
1
E
+
03

 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
ポ

ン
プ
室
空

調
フ

ァ
ン

起
動
失

敗
共
通
要

因
故

障
 

9
.
1
E
+
03

 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
ポ

ン
プ
運
転

継
続

失
敗

共
通
要

因
故
障

 
9
.
1
E
+
03

 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
／

Ｃ
ポ
ン
プ

起
動

失
敗

共
通
要

因
故
障

 
9
.
1
E
+
03

 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
／

Ｃ
ポ
ン
プ

室
空

調
フ

ァ
ン
起

動
失
敗
共

通
要

因
故

障
 

9
.
1
E
+
03

 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
ポ

ン
プ
室
空

調
フ

ァ
ン

運
転
継

続
失
敗
共

通
要

因
故

障
 

9
.
1
E
+
03

 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
／

Ｃ
ポ
ン
プ

運
転

継
続

失
敗
共

通
要
因
故

障
 

9
.
1
E
+
03

 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｓ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｓ
－

Ａ
／
Ｂ

／
Ｃ
／
Ｄ

ポ
ン

プ
運

転
継
続

失
敗
共
通

要
因

故
障

 
9
.
1
E
+
03

 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
ポ

ン
プ
出
口

逆
止

弁
開

失
敗
共

通
要
因
故

障
 

9
.
1
E
+
03

 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
ミ

ニ
フ
ロ
ー

ラ
イ

ン
逆

止
弁
開

失
敗
共
通

要
因

故
障

 
9
.
1
E
+
03

 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
／

Ｃ
ポ
ン
プ

室
空

調
フ

ァ
ン
運

転
継
続
失

敗
共

通
要

因
故
障

 
9
.
1
E
+
03

 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
／

Ｃ
ポ
ン
プ

出
口

逆
止

弁
開
失

敗
共
通
要

因
故

障
 

9
.
1
E
+
03

 

1
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
－
Ａ

／
Ｂ
／

Ｃ
ミ
ニ
フ

ロ
ー

ラ
イ

ン
逆
止

弁
開
失
敗

共
通

要
因

故
障
 

9
.
1
E+
0
3 
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3.1.1-90

第
3
.
1
.
1
.
8
-
8
表
 

不
確
実
さ
解
析
の
評
価
結
果
 

点
推
定
値

平
均
値

中
央
値

5
%
下
限
値

9
5
%上

限
値

（
／
炉

年
）

（
／

炉
年
）

（
／

炉
年
）

（
／
炉
年

）
（
／
炉

年
）

高
圧

注
水
・
減
圧

機
能
喪
失

Ｔ
Ｑ

Ｕ
Ｘ

高
圧

・
低
圧
注
水

機
能
喪
失

Ｔ
Ｑ

Ｕ
Ｖ

全
交

流
動
力
電
源

喪
失

※
9
.6
E
-0
8

1
.1
E
-0
7

－
－

－
－

長
期

Ｔ
Ｂ

7
.6
E
-0
8

8
.7
E
-0
8

3
.8
E-
08

8.
5
E-
09

2
.8
E-
0
7

5.
8

Ｔ
Ｂ

Ｕ
2
.0
E
-0
8

2
.4
E
-0
8

1
.2
E-
08

2.
4
E-
09

7
.4
E-
0
8

5.
6

Ｔ
Ｂ

Ｐ
5
.1
E
-1
0

6
.4
E
-1
0

9
.2
E-
11

4.
6
E-
12

2
.1
E-
0
9

21
.0

Ｔ
Ｂ

Ｄ
5
.7
E
-1
2

6
.6
E
-1
2

1
.6
E-
12

1.
1
E-
13

2
.1
E-
1
1

14
.0

崩
壊

熱
除
去
機
能

喪
失

※
3
.7
E
-0
5

3
.8
E
-0
5

－
－

－
－

Ｔ
Ｗ

3
.3
E
-0
5

3
.4
E
-0
5

2
.0
E-
05

7.
3
E-
06

9
.3
E-
0
5

3.
6

Ｔ
Ｂ

Ｗ
4
.6
E
-0
6

4
.6
E
-0
6

3
.7
E-
06

1.
5
E-
06

1
.1
E-
0
5

2.
7

原
子

炉
停
止
機
能

喪
失

Ｔ
Ｃ

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ
時
注
水

機
能
喪
失

※
1
.9
E
-1
1

2
.0
E
-1
1

－
－

－
－

Ａ
Ｅ

1
.3
E
-1
2

1
.4
E
-1
2

1
.1
E-
13

2.
7
E-
15

3
.8
E-
1
2

37
.5

Ｓ
１

Ｅ
1
.8
E
-1
1

1
.9
E
-1
1

1
.7
E-
12

6.
0
E-
14

6
.1
E-
1
1

31
.9

Ｓ
２

Ｅ
1
.2
E
-1
3

1
.7
E
-1
3

1
.4
E-
14

6.
4
E-
16

4
.2
E-
1
3

25
.6

イ
ン

タ
ー
フ
ェ
イ

ス
シ
ス
テ
ム

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ

Ｉ
Ｓ

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ

3
.7
E
-0
5

3
.8
E
-0
5

2
.6
E-
05

1.
1
E-
05

9
.9
E-
0
5

3.
0

合
計

1
.2
E
-0
8

4
.1
E
-1
0

7
.3
E-
11

3.
7
E-
12

事
故

シ
ー
ケ
ン
ス

グ
ル
ー
プ

2
.5
E
-0
8

1
.7
E-
09

5.
1
E-
11

3
.0
E
-0
9

7.
7
E-
10

4
.6
E-
09

24
.6

2
.2
E-
0
9

7
.0
E
-1
0

7
.3
E-
0
8

1
.4
E-
09

1
.2
E-
0
8

2.
7
E-
10

6.
6

Ｅ
Ｆ

4
.5
E
-0
9

1
.2
E
-0
8

3
.1
E
-0
8

38
.0

7.
0

3
.8
E-
0
8

 
※
点
推
定
値
，
平
均
値
の
積
算
値
を
記
載
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3.1.1-91

第
3
.
1
.
1
.
8
-
9
表

 
ベ

ー
ス

ケ
ー

ス
と

の
起

因
事

象
発

生
頻

度
の

比
較

（
プ

ラ
ン

ト
固

有
デ

ー
タ

反
映

）
 

起
因

事
象
 

ベ
ー

ス
ケ

ー
ス
 

感
度

解
析

①
 

（
頻

度
論

統
計

）
 

①
／

ベ
ー

ス
ケ

ー
ス
 

感
度

解
析

②
 

（
ベ

イ
ズ

統
計

）
 

②
／

ベ
ー

ス
ケ

ー
ス
 

非
隔

離
事

象
 

1
.
7
E
-
01
／
炉

年
 

3
.
1
E-
01
／
炉

年
 

1
.
8 

2
.
8
E
-
01
／
炉

年
 

1
.
8
  

水
位

低
下

事
象
 

2
.
7
E
-
02
／
炉

年
 

8
.
8
E
-
02
／
炉

年
 

3
.
3 

4
.
9
E
-
02
／
炉

年
 

1.
8
  

原
子

炉
緊

急
停

止
系

誤
動

作
等

 
5
.
5
E
-
02
／
炉

年
 

4
.
4
E-
02
／
炉

年
 

0
.
8 

5
.
4
E
-
02
／
炉

年
 

1
.
0
  

計
画

外
停

止
 

4
.
3
E
-
02
／
炉

年
 

4
.
4
E-
02
／
炉

年
 

1
.
0 

4
.
5
E
-
02
／
炉

年
 

1
.
0
  

  

第
3
.
1
.
1
.
8
-
1
0
表

 
ベ

ー
ス

ケ
ー

ス
と

の
機

器
故

障
率

の
比

較
（

プ
ラ

ン
ト

固
有

デ
ー

タ
反

映
）

 

故
障

モ
ー

ド
 

ベ
ー

ス
ケ

ー
ス
 

感
度

解
析

①
 

（
頻

度
論

統
計

）
 

①
／

ベ
ー

ス
ケ

ー
ス
 

感
度

解
析

②
 

（
ベ

イ
ズ

統
計

）
 

②
／

ベ
ー

ス
ケ

ー
ス
 

電
動

弁
（

淡
水

）
作

動
失

敗
 

4
.
8
E
-
08
／

h 
1
.
4E
-
07
／

h 
2
.
9 

1
.
2
E
-
07
／

h 
2
.
5
  

逆
止

弁
開

失
敗
 

7
.
1
E
-
09
／

h 
7
.
1
E
-0
8
／

h 
1
0
.
0 

2
.
4
E
-
08
／

h 
3.
4
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3.1.1-92 
 

第 3.1.1.8-11 表 プラント固有データの反映に関する感度解析結果 

事故シーケンスグループ 
ベースケース 

（／炉年） 

感度解析① 

（頻度論統計） 

（／炉年） 

感度解析② 

（ベイズ統計）

（／炉年） 

高圧・低圧注水機能喪失 ＴＱＵＶ 3.0E-09 3.7E-09 3.3E-09 

高圧注水・減圧機能喪失 ＴＱＵＸ 1.2E-08 1.6E-08 1.4E-08 

全交流動力電源喪失 

長期ＴＢ 7.6E-08 7.7E-08 7.6E-08 

ＴＢＵ 2.0E-08 2.0E-08 2.0E-08 

ＴＢＰ 5.1E-10 5.9E-10 5.3E-10 

ＴＢＤ 5.7E-12 5.8E-12 5.8E-12 

崩壊熱除去機能喪失 

ＴＷ 3.3E-05 5.7E-05 4.7E-05 

ＴＢＷ 4.6E-06 4.7E-06 4.6E-06 

原子炉停止機能喪失 ＴＣ 2.5E-08 4.7E-08 4.0E-08 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失

ＡＥ 1.3E-12 3.0E-12 1.7E-12 

Ｓ１Ｅ 1.8E-11 4.0E-11 2.4E-11 

Ｓ２Ｅ 1.2E-13 4.3E-13 1.8E-13 

格納容器バイパス 

（インターフェイスシス

テムＬＯＣＡ） 

ＩＳＬＯＣＡ 4.1E-10 4.1E-10 4.1E-10 

合計 3.7E-05 6.2E-05 5.1E-05 
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3.1.1-93 
 

第 3.1.1.8-12 表 給水系のモデル化に関する感度解析結果 

事故シーケンスグループ 
ベースケース 

（／炉年） 

感度解析結果 

（／炉年） 

高圧・低圧注水機能喪失 ＴＱＵＶ 3.0E-09 2.9E-09 

高圧注水・減圧機能喪失 ＴＱＵＸ 1.2E-08 7.1E-09 

全交流動力電源喪失 

長期ＴＢ 7.6E-08 7.6E-08 

ＴＢＵ 2.0E-08 2.0E-08 

ＴＢＰ 5.1E-10 5.1E-10 

ＴＢＤ 5.7E-12 5.7E-12 

崩壊熱除去機能喪失 

ＴＷ 3.3E-05 5.7E-06 

ＴＢＷ 4.6E-06 4.6E-06 

原子炉停止機能喪失 ＴＣ 2.5E-08 2.5E-08 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

ＡＥ 1.3E-12 1.3E-12 

Ｓ１Ｅ 1.8E-11 1.8E-11 

Ｓ２Ｅ 1.2E-13 1.2E-13 

格納容器バイパス 

（インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ） 

ＩＳＬＯＣＡ 4.1E-10 4.1E-10 

合計 3.7E-05 1.0E-05 
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3.1.1-94

プ
ラ
ン

ト
構
成

・
特
性

の
調

査

起
因
事
象
の
選

定
と
発

生
頻
度

の
評

価

成
功
基

準
の

設
定

事
故
シ

ー
ケ
ン

ス
の

分
析

シ
ス
テ
ム
信
頼

性
解
析

パ
ラ

メ
ー
タ
の
作
成

人
間
信

頼
性

解
析

事
故

シ
ー
ケ

ン
ス
の
定
量
化

・
プ

ラ
ン
ト

の
設
計

・
運
用
管
理
に
係

る
情
報

を
収
集

・
炉

心
損
傷

に
至
る

可
能
性
の
あ
る
事
象
を
起

因
事
象

と
し

て
選
定

し
，

そ
の
発
生
頻
度
を

評
価

・
炉

心
損
傷

の
防
止

に
必
要
な
緩
和
設

備
の
組

合
せ
を

成
功

基
準
と

し
て

設
定

・
選

定
し
た

起
因
事

象
に
対
し
て
，
成

功
基
準

を
踏
ま

え
て

事
故

シ
ー

ケ
ン
ス
を
イ
ベ
ン

ト
ツ
リ

ー
に
よ

り
展

開
し
，
炉
心
損

傷
に

至
る

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

グ
ル
ー

プ
を
抽

出

・
各

緩
和
設

備
（
シ

ス
テ
ム
）
の
機
能

喪
失
要

因
を
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

に
よ
り
展
開
し
，

シ
ス
テ

ム
の
非

信
頼

度
を
算
出

・
シ

ス
テ
ム

信
頼
性

解
析
で
使
用
す
る

機
器
故

障
率
等

の
パ

ラ
メ
ー

タ
を

作
成

・
事

象
発
生

前
後
の

人
的
過
誤
を
同
定

し
，
人

的
過
誤

確
率

を
評
価

・
炉

心
損
傷

に
至
る

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
を
定
量

化

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

，
整
合
性
確
認

 
 

第
3
.
1
.
1
-
1
図

 
内

部
事

象
出

力
運

転
時

レ
ベ

ル
１

Ｐ
Ｒ

Ａ
の

評
価

フ
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第 3.1.1.1-1 図 東海第二発電所の主要な系統・設備の概要図 
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3.1.1-97 
 

 

 

第 3.1.1.1-3 図 制御棒駆動水圧系の系統説明図 
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第 3.1.1.1-4 図 高圧炉心スプレイ系の系統説明図 
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第 3.1.1.1-5 図 原子炉隔離時冷却系の系統説明図
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 3.1.1-101  
 

 

第 3.1.1.1-7 図 残留熱除去系の系統説明図 

113



  

3.1.1-102

 

第
3
.
1
.
1
.
1
-
8
図

 
格

納
容

器
の

概
要

図

サ
プ
レ
ッ

シ
ョ
ン

・
 

チ
ェ
ン
バ

 

格
納
容
器

 

ペ
デ
ス
タ

ル
 

サ
プ
レ
ッ

シ
ョ
ン

・
 

プ
ー
ル

 

ベ
ン
ト
管

 

ダ
イ
ヤ
フ

ラ
ム
フ

ロ
ア

 

114



 

3.1.1-103 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.1.1-9 図 常用及び非常用補機冷却系の概要図 
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第 3.1.1.1-10 図 所内単線結線図 
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第 3.1.1.4-1(a)図 過渡事象に対するイベントツリー 

 

【仮定条件】 

・外部電源喪失以外の過渡事象（非隔離事象，隔離事象，全給水喪失，水位低下事象，原子

炉緊急停止系誤動作等，逃がし安全弁誤開放）を起因事象とする。 

 

【イベントツリーの説明】 

・起因事象発生後，原子炉停止・炉心冷却・崩壊熱除去の成功により事象が収束する。 

・原子炉停止に失敗した場合は，「原子炉停止機能喪失」に分類する。 

・事象発生後は，Ｓ／Ｒ弁の開放及び再閉鎖により原子炉圧力を制御する。Ｓ／Ｒ弁の再閉

鎖失敗時（圧力バウンダリ健全性失敗時）は，原子炉内の蒸気がサプレッション・チェン

バに流出するため，原子炉隔離時冷却系には期待しない。また，原子炉が減圧されること

から，低圧炉心冷却のための原子炉減圧は不要とする。 

・高圧炉心冷却（高圧炉心スプレイ系，原子炉隔離時冷却系）及び原子炉減圧に失敗した場

合は，「高圧注水・減圧機能喪失」に分類する。 

・高圧炉心冷却に失敗し，原子炉減圧に成功した後，低圧炉心冷却（低圧炉心スプレイ系，

低圧注水系）に失敗した場合は，「高圧・低圧注水機能喪失」に分類する。 

・炉心冷却に成功した後，崩壊熱除去（残留熱除去系）に失敗した場合は，「崩壊熱除去機

能喪失」に分類する。 

過渡事象 原子炉停止
圧力

バウンダリ
健全性

高圧炉心
冷却

原子炉減圧
低圧炉心

冷却
崩壊熱除去

事故シーケンス
グループ

成功
成功

失敗

成功 成功
成功

成功 失敗

失敗 失敗

成功 失敗

成功
成功

失敗
失敗

成功
成功

失敗
失敗

失敗

失敗

高圧・低圧注水機能喪失

高圧注水・減圧機能喪失

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

原子炉停止機能喪失

高圧・低圧注水機能喪失

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失
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第 3.1.1.4-1(b)図 外部電源喪失に対するイベントツリー 

 

【仮定条件】 

・送電系統の故障等により常用／非常用母線への外部からの電源供給が停止し，非常用母線

への非常用ディーゼル発電機からの電源供給が必要となる事象を考慮する。 

・非常用ディーゼル発電機による非常用交流電源確保のためには，直流電源が必要である。 

・直流電源及び交流電源のヘディングは区分Ⅰ，Ⅱ電源のことを意味し，区分Ⅲ電源は含め

ない。 

 

【イベントツリーの説明】 

・起因事象発生後，原子炉停止・直流電源確保・交流電源確保に成功した場合は，過渡事象

と同様の事象進展となる。 

・原子炉停止に失敗した場合は，「原子炉停止機能喪失」に分類する。 

・原子炉停止に成功した後，直流電源確保に失敗し，高圧炉心冷却（高圧炉心スプレイ系）

に成功した場合は「崩壊熱除去機能喪失」，失敗した場合は「全交流動力電源喪失」に分

類する。 

・原子炉停止に成功した後，直流電源確保に成功し，交流電源確保に失敗した場合は，高圧

炉心冷却（高圧炉心スプレイ系，原子炉隔離時冷却系）に期待する。ただし，Ｓ／Ｒ弁再

閉鎖失敗時は，高圧炉心冷却として原子炉隔離時冷却系には期待できないため，高圧炉心

スプレイ系のみに期待する。 

・高圧炉心冷却に失敗した場合は，「全交流動力電源喪失」に分類する。 

・高圧炉心冷却において，高圧炉心スプレイ系に失敗し，原子炉隔離時冷却系に成功した場

合は，蓄電池枯渇に伴い原子炉隔離時冷却系が機能喪失するため，「全交流動力電源喪

失」に分類する。 

・高圧炉心冷却において，高圧炉心スプレイ系に成功した場合は，交流電源の喪失に伴い残

留熱除去系が機能喪失しているため，「崩壊熱除去機能喪失」に分類する。
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原子炉停止機能喪失

過渡事象へ

全交流動力電源喪失

崩壊熱除去機能喪失
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第 3.1.1.4-1(c)図 手動停止に対するイベントツリー 

 

【仮定条件】 

・手動停止（計画外停止）及び手動停止に至るサポート系喪失（残留熱除去系海水系故障，

交流電源故障（区分Ⅰ））を起因事象とする。 

・サポート系喪失では，当該区分の緩和設備には期待できない。 

・手動停止のため，原子炉停止のヘディングは対象外とする。 

 

【イベントツリーの説明】 

・原子炉停止のヘディングがないことを除き，過渡事象と同様の事象進展となる。 
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第 3.1.1.4-1(d)図 サポート系喪失（自動停止）に対するイベントツリー 

 

【仮定条件】 

・自動停止に至るサポート系喪失（交流電源故障（区分Ⅱ））及び手動スクラムへと移行す

るサポート系喪失（タービン・サポート系故障（補機冷却海水系故障））を起因事象とす

る。（直流電源故障は事象進展が異なるため，別途評価する。） 

・タービン・サポート系故障（補機冷却海水系故障）では直接はスクラムに至らないが，運

転継続は不可能であり，手動スクラムに移行する。  

・交流電源故障（区分Ⅱ）では，当該区分の緩和設備には期待できない。 

 

【イベントツリーの説明】 

・過渡事象と同様の事象進展となる。 
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炉心損傷なし
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第 3.1.1.4-1(e)図 サポート系喪失（直流電源喪失）に対するイベントツリー 

 

【仮定条件】 

・自動停止に至るサポート系喪失（直流電源故障（区分Ⅰ，Ⅱ））を起因事象とする。 

・片区分の直流電源の喪失により外部電源喪失に至るため，健全側区分の非常用ディーゼル

発電機による交流電源の確保が必要となる。 

・区分Ⅰ又は区分Ⅱの直流電源の喪失により，当該区分の緩和設備には期待できない。 

 

【イベントツリーの説明】 

・起因事象発生後，原子炉停止・交流電源確保に成功した場合は，サポート系喪失（自動停

止）と同様の事象進展となる。 

・原子炉停止に失敗した場合は，「原子炉停止機能喪失」に分類する。 

・原子炉停止に成功した後，直流電源確保に成功し，交流電源確保に失敗した場合は，高圧

炉心冷却（高圧炉心スプレイ系，原子炉隔離時冷却系）に期待する。ただし，Ｓ／Ｒ弁再

閉鎖失敗時は，高圧炉心冷却として原子炉隔離時冷却系には期待できないため，高圧炉心

スプレイ系のみに期待する。 

・高圧炉心冷却に失敗した場合は，「全交流動力電源喪失」に分類する。 

・高圧炉心冷却において，高圧炉心スプレイ系に失敗し，原子炉隔離時冷却系に成功した場

合は，蓄電池枯渇に伴い原子炉隔離時冷却系が機能喪失するため，「全交流動力電源喪

失」に分類する。 

・高圧炉心冷却において，高圧炉心スプレイ系に成功した場合は，交流電源の喪失に伴い残

留熱除去系が機能喪失しているため，「崩壊熱除去機能喪失」に分類する。 
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健全性
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第 3.1.1.4-1(f)図 ＬＯＣＡに対するイベントツリー 

 

【仮定条件】 

・大ＬＯＣＡは，事象初期に急激な原子炉減圧を伴うもので，原子炉減圧なしに低圧炉心冷

却系により炉心冷却が可能である。 

・中ＬＯＣＡは，大ＬＯＣＡと比較して破断口が小さく，減圧が緩やかなもので，低圧炉心

冷却には原子炉減圧が必要である。また，破断流量は原子炉隔離時冷却系の容量以上であ

り，原子炉隔離時冷却系のみでの炉心冷却は不可能である。 

・小ＬＯＣＡは，中ＬＯＣＡより破断口が小さく，原子炉隔離時冷却系のみでの炉心冷却が

可能である。減圧が緩やかなため，低圧炉心冷却には，原子炉減圧が必要となる。 

 

【イベントツリーの説明】 

・起因事象発生後，原子炉停止・炉心冷却・崩壊熱除去の成功により事象が収束する。 

・原子炉停止に失敗した場合は，「原子炉停止機能喪失」に分類する。 

・高圧炉心冷却及び原子炉減圧に失敗した場合と高圧炉心冷却及び低圧炉心冷却に失敗した

場合は，「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」に分類する。 

・炉心冷却に成功した後，崩壊熱除去に失敗した場合は,「崩壊熱除去機能喪失」に分類する。 

冷却材
喪失事象

原子炉停止 高圧炉心冷却 原子炉減圧 低圧炉心冷却 崩壊熱除去
事故シーケンス

グループ

成功
成功

失敗

成功 成功
成功

成功 失敗

失敗 失敗

失敗

失敗

LOCA時注水機能喪失

LOCA時注水機能喪失

原子炉停止機能喪失

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失
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第 3.1.1.4-1(g)図 インターフェイスシステムＬＯＣＡに対するイベントツリー 

 

【仮定条件】 

・インターフェイスシステムＬＯＣＡは，原子炉冷却材圧力バウンダリの隔離弁の故障等に

より格納容器外の低圧設計部に原子炉圧力がかかることで，格納容器外の配管等が破損す

る事象を想定する。 

・インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生する可能性のある系統として，高圧炉心スプレ

イ系．原子炉隔離時冷却系，低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系を考慮する。 

・インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生により，原子炉冷却材の格納容器外への流出が

継続し，水源の枯渇により注水不能となるため，本評価では緩和設備に期待しないものと

する。 

 

【イベントツリーの説明】 

・インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生した場合，格納容器外への冷却材の流出が続く

ため，「格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）」に分類する。 

事故シーケンス
グループ

インターフェイスシステムLOCA

格納容器バイパス
（インターフェースシステムLOCA）
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【基事象リスト】 

機器番号 機器名称 故障モード 基事象ID P&ID EWD/CWD 故障率 EF 電 源 試験間隔 使命時間 試験名称
電動ポンプ運転継続
失敗（淡水）

CMMPE12_C002AR 1.10E-06 11.8 24

電動ポンプ起動失敗
（淡水-非常用）

CMMPE12_C002AS 1.30E-07 17.3 720
ＲＨＲポンプE12_C002A R-15(27) 1330(23)

MC 2C_2
DC125V 2A

ＲＨＲポンプ
手動起動試験

 

 

 

 

 

第 3.1.1.5-1 図 システム信頼性評価の例

フォールトツリー 

系統概略図 

ＲＨＲポンプ起動失敗確率＝λs×Ts／2 

試験頻度：1 回／月（720 時間）

サポート系（区分Ⅰ）

機能喪失

電源系

機能喪失

補機冷却系

機能喪失

ポンプ周り

故障

ポンプ
起動失敗

ポンプ継続
運転失敗

残留熱除去系（A）

機能喪失

メンテナンス起動操作失敗
熱交換器周り

故障
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3.1.1-114 
 

 

第 3.1.1.6-1 図 共通要因故障同定のフロー
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3.1.1-115 
 

過渡事象

64.1%

手動停止／

サポート系喪失

（手動停止）

18.0%

外部電源喪失

3.2%

サポート系喪失

（自動停止）

1.0%

ＬＯＣＡ

0.1%
インターフェイ

スシステム

ＬＯＣＡ<0.1%

サポート系喪失

（直流電源故障）

13.7%

 
第 3.1.1.8-1 図 起因事象別の炉心損傷頻度寄与割合 

 

崩壊熱除去

機能喪失 99.6%

全交流動力

電源喪失

0.3%

原子炉停止

機能喪失

<0.1%

高圧注水・

減圧機能喪失

<0.1%

高圧・低圧

注水機能喪失

<0.1%

インターフェイス

システムＬＯＣＡ

<0.1%

ＬＯＣＡ時注水

機能喪失

<0.1%

 

第 3.1.1.8-2 図 事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度寄与割合 
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別紙 3.1.1-1 

別紙 3.1.1-1-1 

出力運転時ＰＲＡの対象範囲について 

 

ＢＷＲプラントの出力運転時を対象としたＰＲＡの対象範囲は，社団法人日

本原子力学会が発行している日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状

態を対象とした確率論的安全評価に関する実施基準（レベル 1ＰＳＡ編）：２０

０８」において，「ＣＲ引抜開始」から「復水器真空破壊」までとされている。

ＢＷＲプラントの出力運転時ＰＲＡ及び停止時ＰＲＡの対象範囲を図１に示す。 

 

 

図 1 出力運転時ＰＲＡ及び停止時ＰＲＡの対象範囲（ＢＷＲ） 

 

図 1 において，「出力降下開始～全ＣＲ全挿入」，「全ＣＲ全挿入～復水器真空

破壊」，及び「ＣＲ引抜開始～定格出力」の各期間は，次の理由により出力運転

時ＰＲＡで取り扱うことは妥当であると判断している。 

 

(1) 出力降下開始～全ＣＲ全挿入 

緩和設備は，給水系を除いて，定格出力運転時とほぼ同等の構成である。

給復水系は原子炉出力降下に伴う給水流量の低下に応じてポンプを切り替え

るが，運転中の機器の故障による給水喪失に至らないよう定格出力運転時と

同様に待機させる機器が設けられている。このため，出力レベルの変化に伴

出力運転時PRA 停止時PRA 出力運転時PRA

期間a 期間b 期間c

経過時間

出力降下開始 全CR全挿入 復水器真空破壊 CR引抜開始 定格出力到達

原
子
炉
出
力
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う種々のパラメータの変化は，異常発生時の事象進展の緩急の差となっても，

起因事象の発生頻度も大きく影響を受けるものではない。また，使用可能な

緩和設備，あるいは緩和設備の信頼性の観点からは大きな相違はない。 

また，原子炉圧力／出力が低下した状態では，プラント運用のため次のス

クラム信号がバイパスされるが，これは燃料健全性を確保する上で，次のイ

ンターロックによる原子炉スクラムの必要がない状態に移行したことによる

ものである。 

・原子炉圧力の低下に伴う「主蒸気隔離弁閉」によるスクラム 

・原子炉出力の低下に伴う「主蒸気止め弁閉」及び「タービン加減弁急

速閉」によるスクラム 

なお，本プラントのＰＲＡモデルでは，上記のスクラム信号による原子炉

スクラムに期待していないため，これらのスクラム信号の有無は本プラント

のＰＲＡ結果に影響を与えるものではない。 

(2) 全ＣＲ全挿入～復水器真空破壊 

緩和設備は，給水系を除いて，定格出力運転時とほぼ同等の構成となる。

復水系は，運転中の機器の故障による給水喪失に至らないよう定格出力運転

時と同様に待機させる機器が設けられている。このため，異常事象発生時の

パラメータの変化は，事象進展の緩急の差となっても，使用可能な緩和設備，

あるいは緩和設備の信頼性の観点からは大きな相違をもたらすものではない。 

したがって，全ＣＲ全挿入から真空破壊までの期間で発生する過渡事象を

手動停止の起因事象に含めることで，出力運転時ＰＲＡとして取り扱う。 

(3) ＣＲ引抜開始～定格出力 

緩和設備は，給水系を除いて，定格出力運転時とほぼ同等の構成であるこ

とから，出力運転状態を対象としたＰＲＡに含める。 

なお，原子炉停止後の時間経過及び新燃料の装荷による崩壊熱の低下を考
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慮すると，当該期間のリスクは定格出力運転中に比べて小さいと考えられる。 
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別紙 3.1.1.2-1-1 

起因事象のグループ化について 

 

(1) 起因事象の同定 

選定した起因事象の具体的な同定は，以下のとおりである。 

ａ．過渡事象及び設計基準事故に係る起因事象の同定 

原子炉設置変更許可申請書添付書類十に評価されている過渡事象及び

設計基準事故に関して，過渡事象を分析しているＥＰＲＩ ＮＰ－２２

３０における事象分類との対応を確認し，起因事象として考慮すべき事

象を相互に確認する。また，過渡事象については，機器の故障及び人的

過誤によるプラントの応答の特徴を把握するために，起因事象発生時の

主要な状況（原子炉冷却材圧力バウンダリの状態，外部電源の有無，主

蒸気隔離の有無）と緩和設備の主要な状況（初期給復水系の使用可否等，

主なスクラム信号）について整理する。過渡事象及び設計基準事故に係

る起因事象の同定結果を表1に示す。 

起因事象発生時の主要な状況と緩和設備の主要な状況が同様な事象に

ついては，同じ事象分類とし，起因事象のグループ化を検討する。また，

起因事象対象外とする事象については，その理由を表1に示す。 

ｂ．従属性を有する起因事象等の同定（手動停止／サポート系喪失） 

原子炉設置変更許可申請書添付書類八等に基づく原子炉の運転に係わ

る設備ごとに機能喪失時の影響を検討し，従属性を有する起因事象等を

分析・同定した。整理した結果を表2に示す。 

当該設備が機能喪失した場合に，広範な緩和設備が同時に機能喪失に

至るサポート系故障等を，従属性を有する起因事象であるサポート系故

障として摘出した。一方，緩和設備への影響範囲が限定的な事象は，従

属性を有する起因事象ではなく，計画外停止として考慮する。 
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ｃ．原子炉冷却材圧力バウンダリに係る起因事象の同定（ＬＯＣＡ及び格

納容器バイパス） 

原子炉冷却材圧力バウンダリに該当する容器・配管等の設備を摘出し，

想定される破損モードを整理した。また，想定される破損モードに基づ

き起因事象を分析・同定を行った。整理した結果を表3に示す。 

格納容器内での破損はＬＯＣＡとして，格納容器外での破損で破損部

位が隔離できない場合は格納容器バイパスとして検討した。なお，格納

容器外での破損で破損部位が隔離される場合は，隔離成功の時点で原子

炉への影響は収束するため，溢水事象に分類し対象外とする。 

ＬＯＣＡでは，原子炉冷却材圧力バウンダリからの冷却材の流出規模

によりプラント応答や成功基準が異なるため，流出規模に応じて，漏え

い，小ＬＯＣＡ，中ＬＯＣＡ，大ＬＯＣＡ及び設計基準事故超過ＬＯＣ

Ａ（以下「ＤＢＡ超過ＬＯＣＡ」という。）に分類する。 

また，機器故障に起因する事象（ＰＬＲポンプメカニカルシールのリ

ーク，ＡＤＳ／過渡時自動減圧回路の誤動作）については，配管等の破

損と状況が異なるため別途検討する。これらの事象に関する検討と起因

事象としての取扱い結果は表3に示すとおりである。ＬＯＣＡは発生経験

のない稀有事象であり，プラント実績に基づいた統計による発生頻度評

価は困難であるため，発生頻度についても併せて検討する。 

格納容器バイパスには，格納容器隔離弁の多重故障，弁試験時の隔離

失敗等により原子炉圧力が低圧設計部等にかかることでこれが破損し，

原子炉冷却材が格納容器外で流出するインターフェイスシステムＬＯＣ

Ａ事象（ＩＳＬＯＣＡ）と，常時開状態等の格納容器隔離弁に接続して

いる配管が格納容器外で破損し，これに重ねて格納容器隔離弁の閉鎖に

失敗することにより原子炉冷却材が格納容器外で流出する事象（格納容
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器バイパス破断）が考えられる。両事象に該当する設備について，事象

の発生頻度，影響程度を検討する。これらの検討と起因事象としての取

扱い結果を表3に併せて示す。概略評価の結果，格納容器バイパス破断は

発生頻度が小さいとして評価対象外とする。 

なお，原子炉冷却材圧力バウンダリに係る検討においては，従属性を

有する起因事象は特に摘出されなかった。 
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(2) 起因事象のグループ化 

同定された起因事象（事象分類）において，プラント応答や必要となる

緩和設備等が同等であり，同一のイベントツリー及びフォールトツリーで

扱える事象をグループ化する。 

起因事象は過渡事象，手動停止／サポート系喪失，ＬＯＣＡ及び格納容

器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）に大きく区分されるた

め，これらの区分ごとに，起因事象のグル一プ化の検討結果を示す。起因

事象グループと事象の定義並びに事象と緩和設備の主要な状況を表4にま

とめて示す。 

ａ．過渡事象等のグループ化 

過渡事象等は，表1に示すとおり事象発生のプラントの応答に応じて事

象分類Ａから事象分類Ｊまでに分類しているが，各事象分類において，

同一のイベントツリー及びフォールトツリーで扱える事象にグループ化

する。各起因事象グループ内での事象の定義は，具体的な事象が設定さ

れているＥＰＲＩ ＮＰ－２２３０の事象定義に基づくものとする。 

(a) 事象分類Ａ（タービントリップ等），Ｂ１（主蒸気隔離弁の1弁閉鎖）

及びＢ２（給水加熱喪失等） 

事象分類Ａは，負荷の喪失に伴い，蒸気加減弁急速閉信号又は主蒸

気止め弁閉信号により，原子炉が自動スクラムする事象である。また，

事象分類Ｂ１及びＢ２は，原子炉出力の上昇に伴い，中性子束高信号

により原子炉が自動スクラムする事象である。 

これらの事象分類では，原子炉スクラム信号は異なるが，いずれも

タービンバイパス弁が作動することにより主蒸気が隔離されず，事象

発生初期から給復水系が利用できることから，1つの起因事象グループ

「非隔離事象」としてグループ化する。 
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(b) 事象分類Ｃ（主蒸気隔離弁の閉鎖等），Ｄ（発電機負荷遮断バイパ

ス弁不作動等），Ｅ（復水器真空度喪失） 

事象分類Ｃは，主蒸気隔離弁の閉鎖に伴い，主蒸気隔離弁閉信号に

より原子炉が自動スクラムする事象である。事象分類Ｄは，発電機負

荷遮断及びタービンバイパス弁不作動に伴い，蒸気加減弁急速閉信号

又は主蒸気止め弁閉信号により原子炉が自動スクラムする事象である。

また，事象分類Ｅは，復水器真空度の喪失によるタービントリップに

伴い，主蒸気止め弁閉信号により原子炉が自動スクラムする事象であ

る。 

事象分類Ｃ及びＤでは，原子炉スクラム信号は異なるが，いずれも

主蒸気隔離弁閉鎖等により，原子炉がタービン側から隔離されること

で，原子炉で発生した蒸気を復水器に排出できず，ホットウェル水位

が低下すると，給復水系の継続利用に障害が生じる。また，事象分類

Ｅでは，復水器の真空度が喪失しているため，初期に給復水系が利用

できる場合でも，ホットウェル水位の低下に伴い，いずれ給復水系を

利用できなくなり，その後原子炉水位の低下により主蒸気隔離弁が閉

鎖する。そのため，これらの事象分類は，いずれも原子炉がタービン

側と隔離される事象であることから，1つの起因事象グループ「隔離事

象」としてグループ化する。 

(c) 事象分類Ｆ（全給水流量喪失） 

本事象分類は，原子炉への給水流量の全喪失に伴い，原子炉水位低

（レベル３）信号により原子炉が自動スクラムする事象である。 

本事象分類では，事象発生初期から給復水系が利用できないため，

単独で1つの起因事象グループ「全給水喪失」としてグループ化する。 

(d) 事象分類Ｇ（給水又は復水ポンプ1台トリップ等） 
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本事象分類は，原子炉への給水流量の減少に伴い，原子炉水位低（レ

ベル３）信号により原子炉が自動スクラムする事象である。 

本事象分類では，事象発生初期から給復水系が利用可能であるが，

給復水系の機能が低下していることから，単独で1つの起因事象グルー

プ「水位低下事象」としてグループ化する。 

(e) 事象分類Ｈ１（起動時における制御棒引き抜き），Ｈ２（原子炉保

護系故障によるスクラム等） 

事象分類Ｈ１は，起動時における制御棒の異常な引き抜きに伴い，

原子炉出力ぺリオド短（起動領域計装）信号により原子炉が自動スク

ラムする事象である。また，事象分類Ｈ２は，原子炉緊急停止系誤信

号等により原子炉が自動スクラムする事象である。 

これらの事象分類では，原子炉スクラム信号は異なるが，いずれも

主蒸気が隔離されず，事象発生初期から給復水系が利用できること及

び起因事象グループ「非隔離事象」のように原子炉圧力，水位等に大

幅な変動を伴わないことから，1つの起因事象グループ「原子炉緊急停

止系誤動作等」としてグループ化する。 

(f) 事象分類Ｊ（逃がし安全弁誤開放） 

本事象分類は，原子炉運転中に逃がし安全弁の誤開放に伴い，原子

炉冷却材（蒸気）の一部がサプレッション・プールに流出し，原子炉

を手動でスクラムさせる事象である。 

本事象分類では，原子炉冷却材が流出する事象であること及び原子

炉が減圧されることで原子炉隔離時冷却系が機能喪失することから，

単独で1つの起因事象グループ「逃がし安全弁誤開放」としてグループ

化する。 

 (g) 事象分類Ｉ（外部電源喪失等） 
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本事象分類は，外部電源の喪失に伴い，蒸気加減弁急速閉信号によ

り原子炉が自動スクラムする事象である。 

本事象分類では，事象の発生により非常用電源の確保が必要になる

ことから，プラント応答が他とは異なることを考慮し，単独で1つの起

因事象グループ「外部電源喪失」としてグループ化する。 

ｂ．手動停止／サポート系喪失 

従属性を有する起因事象であるサポート系故障は，原則としてグルー

プ化を行わない。このため，以下に示す各事象分類を，単独で1つの起因

事象グループとする。また，安全機能を有する緩和設備に何らかの不具

合，故障が生じ，当該設備が待機除外となった状態での手動停止を「計

画外停止」とし，単独で1つの起因事象グループとする。 

(a) 手動停止／サポート系喪失（手動停止） 

「計画外停止」 

「残留熱除去系海水系故障（区分Ⅰ）」 

「残留熱除去系海水系故障（区分Ⅱ）」 

「交流電源故障（区分Ⅰ）」 

(b) サポート系喪失（自動停止） 

「交流電源故障（区分Ⅱ）」 

「タービン・サポート系故障」（ＥＨＣ，ＩＡ，補器冷却海水系の機能喪失）  

(c) サポート系喪失（直流電源故障） 

「直流電源故障（区分Ⅰ）」 

「直流電源故障（区分Ⅱ）」 

ｃ．ＬＯＣＡでのグループ化 

ＬＯＣＡは，表3に示すとおり，評価対象とする事象分類として大ＬＯ

ＣＡ，中ＬＯＣＡ及び小ＬＯＣＡを同定している。各事象分類のグルー
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プ化は以下のとおりである。 

なお，学会標準ではポンプシールＬＯＣＡを起因事象グループとして

挙げている。ＢＷＲではＰＬＲポンプシールＬＯＣＡがこれに該当する

と考えられるが，同事象における原子炉冷却材流出の影響は小さいと考

えられるため，単独でのグループ化は行わず，「漏えい」に含むものとし

た。 

(a) 大ＬＯＣＡ 

事象発生により，原子炉が減圧された状態になる範囲のＬＯＣＡ事

象である。原子炉が減圧状態になるため，低圧注水を行うための原子

炉減圧は不要である。他の事象分類とはプラント応答が異なるため，

単独で1つの起因事象グループ「大ＬＯＣＡ」とする。 

(b) 中ＬＯＣＡ 

小ＬＯＣＡと大ＬＯＣＡの中間範囲のＬＯＣＡ事象である。プラン

ト応答については，事象発生後短期間では原子炉が減圧状態に至らな

いが，長期間では減圧するとして扱う。このため，他の事象分類とは

プラント応答が異なることから，単独で1つの起因事象グループ「中Ｌ

ＯＣＡ」とする。 

(c) 小ＬＯＣＡ 

タービン駆動のＲＣＩＣで注水により水位維持が可能な範囲のＬＯ

ＣＡ事象である。注水に利用できる系統等が他の事象分類とは異なる

ため，単独で1つの起因事象グループ「小ＬＯＣＡ」とする。 

ｄ．格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

格納容器バイパスとして，インターフェイスシステムＬＯＣＡ（Ｉ

ＳＬＯＣＡ）を同定している。ＩＳＬＯＣＡは，単独で1つの起因事

象グループとする。 

146



 

別
紙

3
.
1.
1
.
2-
1
-9
 

表
1
 

過
渡

事
象

及
び

設
計

基
準

事
故

に
係

る
起

因
事

象
の

同
定

結
果

 

 

 
 

原
子

炉
冷
却
材

圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ

外
部

電
源
の
有
無

主
蒸

気
隔
離

初
期
給

復
水
系
の

使
用

可
否
等

主
な
ス
ク
ラ
ム
信

号

原
子
炉
起
動
時

に
お
け
る
制

御
棒
の
異
常
な
引
き

抜
き

継
続
可

能
原
子
炉
出
力
ぺ

リ
オ
ド
短
（
起

動
領
域
計
装
）

(
H1
)

出
力
運
転
中
の

制
御
棒
の
異

常
な
引
き
抜
き

起
因

事
象
対
象
外

原
子
炉
冷
却
材

系
の
停
止
ル

－
プ
の
誤
起
動

起
因

事
象
対
象
外

31
.外

部
電

源
喪
失

32
.補

助
電

源
喪
失

主
蒸

気
隔
離
弁
で
隔
離

可
／
継

続
に
障
害

（
ホ
ッ
ト
ウ
ェ
ル
水

位
低
下
）

主
蒸
気
止

め
弁
閉

(
E)

給
水
加
熱
喪
失

継
続
可

能
中
性
子

束
高
（
熱
流
束

相
当
）

(
B2
)

原
子
炉
冷
却
材

流
量
制
御
系

の
誤
動
作

継
続
可

能
中
性
子
束
高
（

中
性
子
束
）

(
B2
)

継
続
可

能
中
性
子

束
高

(
B1
)

主
蒸
気
隔

離
弁
で
隔
離

不
可
（
起
因

事
象
）

原
子
炉
水

位
低
（
レ
ベ
ル

3）
(
F)

継
続
可
能

主
蒸
気
止

め
弁
閉

(
A)

冷
却

材
流
出
あ
り

可
／
継

続
に
障
害

（
冷
却

材
流
出
）

手
動
ス
ク
ラ
ム

(
J)

原
子
炉
冷
却
材

喪
失

冷
却

材
流
出
あ
り

主
蒸

気
隔
離
弁
で
隔
離

（
注
２
）

可
／
継

続
に
障
害

（
冷
却

材
流
出
）

（
ホ
ッ
ト
ウ
ェ
ル
水

位
低
下
）

原
子
炉
水
位

低
（
レ
ベ
ル

3）
原
子
炉
冷
却

材
喪
失

原
子
炉
冷
却
材

流
量
の
喪
失

継
続
可

能
主
蒸
気
止

め
弁
閉

(
A)

原
子
炉
冷
却
材

ポ
ン
プ
の
軸

固
着

継
続
可

能
主
蒸
気
止

め
弁
閉

(
A)

放
射
性
気
体
廃

棄
物
処
理
施

設
の
破
損

起
因

事
象
対
象
外

主
蒸
気
管
破
断

起
因

事
象
対
象
外

燃
料
集
合
体
の

落
下

起
因

事
象
対
象
外

制
御
棒
落
下

起
因

事
象
対
象
外

原
子
炉
冷
却
材

喪
失
（
Ｐ
Ｃ

Ｖ
解
析
）

冷
却

材
流
出
あ
り

主
蒸

気
隔
離
弁
で
隔
離

（
注
２
）

可
／
継

続
に
障
害

（
冷
却

材
流
出
）

（
ホ
ッ
ト
ウ
ェ
ル
水

位
低
下
）

原
子
炉
水
位

低
（
レ
ベ
ル

3）
原
子
炉
冷
却

材
喪
失

可
燃
性
ガ
ス
の

発
生

冷
却

材
流
出
あ
り

主
蒸

気
隔
離
弁
で
隔
離

（
注
２
）

可
／
継

続
に
障
害

（
冷
却

材
流
出
）

（
ホ
ッ
ト
ウ
ェ
ル
水

位
低
下
）

原
子
炉
水
位

低
（
レ
ベ
ル

3）
原
子
炉
冷
却

材
喪
失

（
注
１
）
2
9.
制
御
棒
の

異
常
な
挿
入
，
3
6.
手
動
ス
ク

ラ
ム
，
3
7.
原
因
不
明
に
つ

い
て
は
対
象

外
と
し
た
。

（
注
２
）
破
断
面
積

が
小
さ
い
場

合
，
原
子
炉
水
位
が

低
下
せ
ず
，
隔

離
さ
れ
な
い
こ
と
も

あ
る
。

（
注
３
）
給
復
水
系

に
影
響
を
及

ぼ
す
信
号
が
発
信
し

て
い
な
い
場
合

。

事
象
発

生
に
よ
り
，
瞬
間
的

な
出
力
上
昇
で

一
部
の
燃
料
の
破
損

が
考
え
ら
れ

る
が
，
主
蒸
気
隔
離

弁
が
自
動
閉
止

す
る
設
計
と
な
っ

て
お
り
，
「
主

蒸
気
隔
離
弁
の
閉
鎖

」
と

プ
ラ
ン

ト
挙
動
が
同
様
で
あ

る
た
め
，
こ
の

事
象
に
包
絡
さ
れ
る

と
し
，
対
象

外
と
し
た
。

(
A)

(
D)

(
C)

(
A)

炉
心
損

傷
の
観
点
か
ら
は
考

慮
不
要
で
あ
る

た
め
，
本
事
象
は
対

象
外
と
し
た

。

事
象
発

生
に
よ
り
主
蒸
気
隔

離
弁
が
閉
鎖
す

る
こ
と
で
，
初
期
の

原
子
炉
へ
の

影
響
は
「
主
蒸
気
隔

離
弁
の
閉
鎖
」

と
同
様
と
な
る
。

主
蒸
気

隔
離
弁
閉
鎖
に
失
敗

し
た
場
合
は
，

格
納
容
器
を
バ
イ
パ

ス
し
た
状
態

で
の
原
子
炉
冷
却
材

（
蒸
気
）
の
喪

失
と
な
る
が
，
発

生
頻
度
が
極
め

て
小
さ
い
値
と
な
る

こ
と

か
ら
，

対
象
外
と
し
た
。
（

別
紙
3
.1
.1
.2
-
2）

使
用
済

燃
料
プ
ー
ル
に
お
け

る
燃
料
集
合
体

の
取
扱
い
作
業
中
に

，
燃
料
集
合

体
が
落
下
し
た
場
合

で
も
原
子
炉
の

運
転
状
態
に
影
響

す
る
こ
と
は
な

い
こ
と
か
ら
，
対
象

外
と

し
た
。

継
続
可
能
（
機

能
低
下
）

継
続
可
能

（
注
３
）

原
子
炉
緊
急
停

止
系
誤
信
号

設 計 基 準 事 故

(
I)

(
C)

(
G)

給
水
制
御
系
の

故
障

原
子
炉
圧
力
制

御
系
の
故
障

給
水
流
量
の
全

喪
失

－

タ
ー
ビ
ン
側
で
隔

離

主
蒸
気
隔

離
弁
で
隔
離

4.
タ
－
ビ
ン
ト
リ

ッ
プ
バ
イ
パ
ス

弁
不
作
動

5.
主
蒸
気
隔
離
弁

の
閉
鎖

7.
主
蒸
気
隔
離
弁

の
部
分
閉
鎖

6.
主
蒸
気
隔
離
弁

の
１
弁
閉
鎖

20
.給

水
制

御
系
の
故
障

（
流
量
増
加
，
出
力

運
転
時
）

26
.給

水
制

御
系
の
故
障

（
流
量
増
加
，
起
動

・
停
止
時
）

9.
圧
力
制
御
装
置

の
故
障
（
蒸
気

流
量
増
加
）

12
.タ

－
ビ

ン
バ
イ
パ
ス

弁
誤
開
放

22
.全

給
水

流
量
喪
失

23
.給

水
又

は
復
水
ポ
ン

プ
１
台
ト
リ
ッ
プ

(
H2
)

可
／
継

続
に
障
害

（
ホ
ッ
ト
ウ
ェ
ル
水

位
低
下
）

外
部
電
源

な
し

不
可

（
電
源
な
し

）

主
蒸
気
隔

離
弁
閉

原
子
炉
水
位

低
（
レ
ベ
ル

3）

蒸
気
加

減
弁
急
速
閉
又

は
主
蒸
気
止

め
弁
閉

継
続
可
能

主
蒸
気
止

め
弁
閉

主
蒸
気
隔

離
弁
で
隔
離

可
／
継

続
に
障
害

（
ホ
ッ
ト
ウ
ェ
ル
水

位
低
下
）

主
蒸
気
隔

離
弁
閉

事
象
分

類

原
子
炉
冷
却
材

流
量
の
部
分

喪
失

外
部
電
源
喪
失

負
荷
の
喪
失

主
蒸
気
隔
離
弁

の
誤
閉
止

可
／
継

続
に
障
害

（
ホ
ッ
ト
ウ
ェ
ル
水

位
低
下
）

炉
心
流

量
が
急
速
に
減
少
し

，
ボ
イ
ド
が
急

増
す
る
。
ボ
イ
ド
の

増
加
に
よ
っ

て
原
子
炉
水
位
は
上

昇
す
る
が
，
原

子
炉
水
位
高
（
レ

ベ
ル
8）

に
よ
る
タ
ー

ビ
ン
ト

リ
ッ
プ
に
は

至
ら
ず

，
ま
た
，
原
子
炉
ス

ク
ラ
ム
に
も
至

ら
な
い
。

起
因

事
象
対
象
外

18
.再

循
環

停
止
ル
－
プ

誤
起
動

8.
復
水
器
真
空
度

喪
失

21
.給

水
加

熱
喪
失

14
.再

循
環

流
量
制
御
系

の
誤
動
作
（
再
循
環

流
量
増
加
）

東
海
第
二

発
電
所

原
子
炉

設
置
変
更
許
可
申
請

書

添
付
書
類
十

に
お
け
る
過
渡

事
象
及
び
設
計
基
準

事
故

過 渡 事 象

EP
R
I 
NP
-
22
30
に
よ
る

過
渡
事
象

（
注
１
）

28
.起

動
時

に
お
け
る
制

御
棒
引
き
抜
き

27
.出

力
運

転
中
の
制
御

棒
引
き
抜
き

16
.再

循
環

ポ
ン
プ
１
台

ト
リ
ッ
プ

15
.再

循
環

流
量
制
御
系

の
誤
動
作
（
再
循
環

流
量
減
少
）

緩
和

設
備
の
状
況

起
因
事
象
の
状
況

継
続
可
能

炉
心
流

量
が
急
激
に
増
加
す

る
。
こ
の
た
め

，
ボ
イ
ド
が
減
少
し

中
性
子
束
が

増
加
す
る
が
，
中
性

子
束
高
信
号
発

信
に
は
至
ら
ず
，

原
子
炉
ス
ク
ラ

ム
に
は
至
ら
な
い
。

蒸
気
加

減
弁
急
速
閉
又

は
主
蒸
気
止

め
弁
閉

タ
ー
ビ
ン
側
・
主
蒸
気

隔
離
弁

共
隔
離

蒸
気
加
減
弁
急
速

閉

制
御
棒

を
引
き
抜
い
て
い
く

と
，
引
抜
制
御

棒
近
傍
の
出
力
が
上

昇
す
る
が
，

定
格
出
力
の
1
05
％
の
と
こ

ろ
で
制
御
棒
引
抜
阻

止
信
号
が
出
さ

れ
，
制
御
棒

の
引
き

抜
き
は
阻
止

さ
れ
る

。
そ
の
結
果
，
原
子

炉
ス
ク
ラ
ム
に

は
至
ら
な
い
。

30
.原

子
炉

保
護
系
故
障

に
よ
る
ス
ク
ラ
ム

1.
発
電
機
負
荷
遮

断

3.
タ
－
ビ
ン
ト
リ

ッ
プ

10
.圧

力
制

御
装
置
の
故

障
（
蒸
気
流
量
減
少

）

13
.バ

イ
パ

ス
弁
又
は
主

蒸
気
加
減
弁
の
誤
閉

鎖

2.
発
電
機
負
荷
遮

断
バ
イ
パ
ス
弁

不
作
動

24
.給

水
制

御
系
の
故
障

（
流
量
減
少
，
出
力

運
転
時
）

25
.給

水
制

御
系
の
故
障

（
流
量
減
少
，
起
動

・
停
止
時
）

33
.Ｈ

Ｐ
Ｃ

Ｉ
／
Ｈ
Ｐ
Ｃ

Ｓ
の
誤
起
動

11
.逃

が
し

安
全
弁
誤
開

放
／
開
固
着 － － － －

17
.全

再
循

環
ポ
ン
プ
ト

リ
ッ
プ

19
.再

循
環

ポ
ン
プ
軸
固

着

34
.プ

ラ
ン

ト
異
常
に
よ

る
ス
ク
ラ
ム

35
.原

子
炉

保
護
系
計
装

の
故
障
に
よ
る
ス
ク

ラ
ム

－ － －
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2
 

従
属

性
を

有
す

る
起

因
事

象
の

同
定

（
1
／

4
）

 

 

 
 

項
目

（
添
付

書
類
八
）

設
備
(添

付
書
類
八
)

設
備
概
要

（
添
付
書
類
八

等
）

機
能
喪

失
時
の
影
響

従
属
性

を
有
す
る
起

因
事
象

及
び
計
画
外

停
止
の
同
定

燃
料

燃
料

棒
・
燃
料
集

合
体

こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

は
，
異
常
徴

候
を
検
知
し

て
原
子
炉
を

ス
ク
ラ
ム
す

る
可
能
性
は

あ
る
も
の

の
，
緩
和

設
備
へ
の
影

響
は
考
え
難

い
。

-

制
御
棒
及
び
駆
動
機
構

制
御

棒
・
制
御
棒

駆
動
機
構
・

制
御
棒
駆
動

水
圧
系
（
制

御
棒
駆
動
水

ポ
ン
プ
・
ス

ク
ラ

ム
デ
ィ
ス
チ

ャ
ー
ジ
ボ
リ

ュ
ー
ム
）
・

水
圧
制
御
ユ

ニ
ッ
ト

こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

，
直
接
原
子

炉
ス
ク
ラ
ム

に
至
る
こ
と

は
な
い
。
な

お
，
他
の
要

因
に
よ
る
起

因
事
象
が

発
生
し
た
場

合
に
は
，
原

子
炉
ス
ク
ラ

ム
に
失
敗
す

る
可
能
性
が

あ
る
。

一
方
，
誤

動
作
等
が
発

生
し
た
場
合

に
は
，
原
子

炉
ス
ク
ラ
ム

に
至
る
可
能

性
は
あ
る
が

，
緩
和
設
備

へ
の
影
響
は

考
え
難
い

。

-

圧
力
容
器
内
部
支
持
構

造
物

炉
心

シ
ュ
ラ
ウ
ド

・
上
部
炉
心

格
子
・
制
御

棒
案
内
管
・

炉
心
支
持
板

・
給
水
ス

パ
ー

ジ
ャ
・
炉
心

ス
プ
レ
イ
用

ノ
ズ
ル
（
高

圧
・
低
圧
）

・
炉
心
ス
プ

レ
イ
ス
パ
ー

ジ
ャ

・
頂
部
冷
却

ス
プ
レ
イ
ノ

ズ
ル
・
計
装

用
ノ
ズ
ル
・

核
計
装
検
出

器

こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

は
，
異
常
徴

候
を
検
知
し

て
原
子
炉
を

ス
ク
ラ
ム
す

る
可
能
性
は

あ
る
も
の

の
，
緩
和

設
備
へ
の
影

響
は
考
え
難

い
。

-

原
子
炉
圧
力
容
器

原
子

炉
圧
力
容
器

こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

は
，
原
子
炉

冷
却
材
喪
失

と
な
る
。

-

気
水
分
離
器
及
び
乾
燥

器
気
水

分
離
器
・
乾

燥
器

ジ
ェ
ッ
ト
・
ポ
ン
プ

ジ
ェ

ッ
ト
・
ポ
ン

プ

燃
料
取
替
機

ブ
リ

ッ
ジ
・
ト
ロ

リ
・
燃
料
つ

か
み
具
・
イ

ン
タ
ー
ロ
ッ

ク

原
子
炉
建
屋
ク
レ
ー
ン

ク
レ

ー
ン
・
イ
ン

タ
ー
ロ
ッ
ク

新
燃
料
貯
蔵
庫

新
燃

料
貯
蔵
ラ
ッ

ク

使
用
済
燃
料
プ
ー
ル

使
用

済
燃
料
貯
蔵

ラ
ッ
ク
・
キ

ャ
ス
ク
ピ
ッ

ト

キ
ャ
ス
ク
洗
浄
ピ
ッ
ト

キ
ャ

ス
ク
洗
浄
ピ

ッ
ト

燃
料
プ
ー
ル
浄
化
冷
却

系
ポ
ン

プ
・
ろ
過
脱

塩
装
置
・
熱

交
換
器
・
ス

キ
マ
サ
ー
ジ

タ
ン
ク
・
配

管
弁

破
損
燃
料
検
出
装
置

シ
ッ

ピ
ン
グ

再
循
環
系

ポ
ン

プ
・
配
管
・

弁
再
循
環
系

の
運
転
状
態

に
異
常
が
発

生
し
た
場
合

に
は
，
原
子

炉
ス
ク
ラ
ム

す
る
可
能
性

が
あ
る
。
配

管
破
損
等
の

原
子
炉
冷

却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ
異

常
の
場
合
に

は
，
原
子
炉

冷
却
材
喪
失

の
起
因
事
象

の
同
定
に
て

検
討
す
る
。

-

主
蒸
気
系

主
蒸

気
管
・
主
蒸

気
隔
離
弁
・

逃
が
し
安
全

弁
・
主
蒸
気

隔
離
弁
漏
え

い
抑
制
系

こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

は
，
原
子
炉

ス
ク
ラ
ム
に

至
る
可
能
性

が
あ
る
。
主

蒸
気
隔
離
弁

の
閉
止
の
場

合
は
隔
離

事
象
，
逃
が

し
安
全
弁
の

誤
動
作
等
の

場
合
に
は
逃

が
し
安
全
弁

誤
開
放
と
し

て
考
慮
す
る

。
-

原
子
炉
冷
却
材
浄
化
系

ポ
ン

プ
・
熱
交
換

器
・
フ
ィ
ル

タ
脱
塩
装
置

・
配
管
・
弁

こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

，
直
ち
に
原

子
炉
ス
ク
ラ

ム
に
至
る
こ

と
は
な
い
。

-

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系

ポ
ン

プ
・
蒸
気
駆

動
タ
ー
ビ
ン

・
配
管
・
弁

原
子

炉
停
止
時
冷

却
系
，
低
圧

注
水
系
，
格

納
容
器
ス
プ

レ
イ
冷
却
系

（
ポ
ン
プ
・

熱
交

換
器
・
配
管

・
弁
）

残
留

熱
除
去
系
海

水
系

こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

は
，
被
冷
却

設
備
も
機
能

喪
失
し
た
状

態
と
な
る
た

め
，
従
属
性

を
有
す
る
起

因
事
象
と

す
る
。

従
属
性

を
有
す
る
起

因
事
象

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

ポ
ン

プ
・
配
管
・

弁

低
圧
注
水
系

残
留

熱
除
去
系
に

同
じ

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

ポ
ン

プ
・
配
管
・

弁

自
動
減
圧
系

逃
が

し
安
全
弁

ほ
う
酸
水
注
入
系

ほ
う

酸
水
貯
蔵
タ

ン
ク
・
ポ
ン

プ
・
配
管
・

弁
こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

，
直
接
原
子

炉
ス
ク
ラ
ム

に
至
る
こ
と

は
な
い
。
ま

た
，
機
能
喪

失
に
伴
い
原

子
炉
停
止

操
作
を
行
う

場
合
は
，
計

画
外
停
止
と

し
て
扱
う
が

，
注
水
機
能

及
び
除
熱
機

能
へ
の
影
響

は
な
い
。

一
方
，
誤

動
作
し
た
場

合
に
は
，
原

子
炉
が
停
止

す
る
た
め
，

計
画
外
停
止

に
含
ま
れ
る

。
計
画
外
停
止

原
子

炉
補
機
冷
却

系
こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

は
，
復
水
器

か
ら
の
排
ガ

ス
系
が
機
能

喪
失
す
る
た

め
，
原
子
炉

ス
ク
ラ
ム
に

至
る
可
能

性
が
あ
る
。

こ
の
た
め
，

従
属
性
を
有

す
る
起
因
事

象
と
し
て
考

慮
す
る
。

従
属
性

を
有
す
る
起

因
事
象

補
機

冷
却
海
水
系

（
タ
ー
ビ
ン

補
機
冷
却
系

と
共
用
の
設

備
）

こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

は
，
タ
ー
ビ

ン
補
機
冷
却

系
が
機
能
喪

失
す
る
。
こ

の
た
め
，
従

属
性
を
有
す

る
起
因
事

象
と
し
て
考

慮
す
る
。

従
属
性

を
有
す
る
起

因
事
象

試
料
採
取
系

試
料

採
取
系

こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

，
直
ち
に
原

子
炉
ス
ク
ラ

ム
に
至
る
こ

と
は
な
い
。

-

原
子
炉
及
び
炉

心

こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

は
，
異
常
徴

候
を
検
知
し

て
原
子
炉
を

ス
ク
ラ
ム
す

る
可
能
性
は

あ
る
も
の

の
，
緩
和

設
備
へ
の
影

響
は
考
え
難

い
。

燃
料
の
貯
蔵
設

備
及
び
取
扱

設

備

こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

は
，
使
用
済

燃
料
の
貯
蔵

等
に
支
障
が

発
生
す
る
可

能
性
が
あ
る

が
，
直
接
原

子
炉
の
運

転
状
態
に
影

響
を
与
え
る

も
の
で
は
な

い
こ
と
か
ら

，
炉
心
損
傷

頻
度
を
評
価

す
た
め
の
起

因
事
象
と
し

て
は
対
象

外
と
す
る
。

--

計
画
外
停
止

計
画
外
停
止

再
循
環
系
及
び

主
蒸
気
系

原
子
炉
補
助
系

こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

，
直
ち
に
原

子
炉
ス
ク
ラ

ム
に
至
る
こ

と
は
な
い
。

一
方
，
機
能

喪
失
に
伴
い

原
子
炉
停

止
操
作
を
行

う
場
合
は
，

計
画
外
停
止

と
し
て
扱
う

。
な
お
，
当

該
設
備
に
期

待
で
き
な
い

こ
と
を
，
ア

ン
ア
ベ
イ

ラ
ビ
リ
テ
ィ

と
し
て
分
岐

確
率
（
F
T）

で
考
慮
し
て

い
る
。

原
子
炉
隔

離
時
冷
却
系

の
誤
動
作
に

つ
い
て
は
非

隔
離
事
象
と

し
て
考
慮
す

る
。

残
留
熱
除
去
系

こ
の
設
備

が
機
能
喪
失

す
る
場
合
に

は
，
直
ち
に

原
子
炉
ス
ク

ラ
ム
に
至
る

可
能
性
は
な

い
。
一
方
，

機
能
喪
失
に

伴
い
原
子

炉
停
止
操
作

を
行
う
場
合

は
，
計
画
外

停
止
と
し
て

扱
う
。
な
お

，
当
該
設
備

に
期
待
で
き

な
い
こ
と

を
，
ア
ン

ア
ベ
イ
ラ
ビ

リ
テ
ィ
と
し

て
分
岐
確
率

（
FT
）
で
考

慮
し
て
い
る

。

高
圧
炉
心

ス
プ
レ
イ
系

の
誤
動
作
に

つ
い
て
は
非

隔
離
事
象
で

，
自
動
減
圧

系
の
誤
動
作

に
つ
い
て
は

，
冷
却
材
喪

失
の
起
因

事
象
の
同
定

に
て
検
討
す

る
。

原
子
炉
補
機
冷
却
系
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従
属

性
を

有
す

る
起

因
事

象
の

同
定

（
2
／

4
）

 

 

 
 

項
目

（
添
付
書

類
八
）

設
備

(添
付

書
類
八

)
設
備

概
要

（
添
付
書

類
八
等

）
機
能

喪
失
時

の
影
響

従
属

性
を
有

す
る
起

因
事
象

及
び
計

画
外
停

止
の
同

定

タ
ー
ビ

ン
蒸

気
タ
ー

ビ
ン
・

湿
分
分

離
器
・

タ
ー
ビ

ン
グ
ラ

ン
ド
シ

ー
ル
・

タ
ー
ビ

ン
バ
イ

パ

ス
系

復
水
器

お
よ
び

空
気
抽
出

器
復

水
器
・

空
気
抽

出
器

復
水
ポ

ン
プ

低
圧
復
水

ポ
ン
プ

・
高
圧

復
水
ポ

ン
プ

復
水
脱

塩
装
置

復
水
脱
塩

装
置

給
水
加

熱
器

給
水
加
熱

器

給
水
ポ

ン
プ

給
水
ポ
ン

プ

循
環
水

系
循

環
水
系

冷
却
水
ポ

ン
プ
・

熱
交
換

器
・
配

管
弁

補
機
冷
却

海
水
系

（
原
子

炉
補
機

冷
却
系

と
共
用

の
設
備

）

中
央
制

御
室

制
御
盤
・

計
測
制

御
装
置

・
通
信

連
絡
設

備
及
び

照
明
設

備
・
中

央
制
御

室
外
原

子
炉

停
止
装

置
-

原
子
炉

出
力
制

御
系

反
応
度
制

御
系
・

タ
ー
ビ

ン
制
御

系
従
属

性
を
有

す
る
起

因
事
象

安
全
保

護
系

原
子
炉
緊

急
停
止

系
・
後

備
緊
急

停
止
系

核
計
装

起
動
領
域

計
装
・

出
力
領

域
計
装

・
制
御

棒
引
き

抜
き
監

視
装
置

・
中
性

子
計
装

電

源
回
路

原
子
炉

プ
ラ
ン

ト
・
プ
ロ

セ
ス
系

統
原

子
炉
圧

力
容
器

計
装
・

再
循
環

回
路
計

装
・
原

子
炉
給

水
系
お

よ
び
蒸

気
系
計

装
・
制
御

棒
駆
動

系
計
装

運
転
監

視
補
助

装
置

制
御
棒
引

き
抜
き

阻
止
回

路
・
監

視
計
算

装
置
・

制
御
棒

価
値
ミ

ニ
マ
イ

ザ

（
RW
M
）

こ
の
設
備

が
機
能

喪
失
す

る
場
合

に
，
直

ち
に
原

子
炉
ス

ク
ラ
ム

に
至
る

こ
と
は

な
い
。

-

送
電
線

2
7
5k
V
送
電
線

2回
線
，
1
5
4k
V
送
電
線

発
電
機

及
び
励

磁
装
置

横
軸
円
筒

回
転
界

磁
3
相
同
期

発
電
機

固
定
子
（

水
及
び

水
素
冷

却
）
・

回
転
子

（
水
素

冷
却
）

変
圧
器

主
要
変
圧

器
・
所

内
変
圧

器
・
起

動
変
圧

器

開
閉
所

2
7
5k
V
超
高
圧

開
閉
所

所
内
高

圧
母
線

常
用
母
線

6・
非
常
用

母
線
2
・
H
PC
S
母
線

1
こ

の
設
備

（
母
線

下
流
の

低
圧
母

線
を
含

む
。
）

が
機
能

喪
失
す

る
場
合

に
は
，

当
該
区

分
の
母

線
に
接

続
す
る

設
備

が
機
能

喪
失
し

，
原
子

炉
ス
ク

ラ
ム
又

は
計
画

外
停
止

等
に
至

る
。
こ

の
た
め

，
従
属

性
を
有

す
る
起

因
事
象

と

し
て
考
慮

す
る
。

区
分
Ⅰ
の

非
常
用

母
線
喪

失
の
場

合
，
直

ち
に
原

子
炉
ス

ク
ラ
ム

に
至
る

こ
と
は

な
い
が

，
区
分

Ⅰ
の
設

備
が
機

能

喪
失
し
た

状
態
で

手
動
停

止
に
至

る
。

区
分
Ⅱ
の

非
常
用

母
線
喪

失
の
場

合
，
計

装
用
の

共
通
母

線
の
電

源
が
喪

失
す
る

た
め
，

給
復
水

系
の
制

御
弁
が

全

開
と
な
り

，
給
復

水
ポ
ン

プ
が
ト

リ
ッ
プ

す
る
こ

と
に
よ

り
原
子

炉
ス
ク

ラ
ム
に

至
る
。

HP
CS
母
線

喪
失
の

場
合
，

直
ち
に

原
子
炉

ス
ク
ラ

ム
に
至

る
こ
と

は
な
い

が
，
計

画
外
停

止
に
至

る
可
能

性
が
あ

る
。

従
属

性
を
有

す
る
起

因
事
象

計
画

外
停
止

デ
ィ
ー

ゼ
ル
発

電
機
設
備

非
常
用
デ

ィ
ー
ゼ

ル
発
電

機
2

H
P
CS
デ
ィ

ー
ゼ
ル

発
電
機

1

こ
の
設
備

が
機
能

喪
失
す

る
場
合

に
，
直

ち
に
原

子
炉
ス

ク
ラ
ム

に
至
る

可
能
性

は
な
い

。
一
方

，
機
能

喪
失
に

伴

い
原
子
炉

停
止
操

作
を
行

う
場
合

は
，
計

画
外
停

止
と
し

て
扱
い

，
こ
の

場
合
，

当
該
設

備
に
期

待
で
き

な
い
こ

と

を
，
ア
ン

ア
ベ
イ

ラ
ビ
リ

テ
ィ
と

し
て
分

岐
確
率

（
F
T
）

で
考
慮

し
て
い

る
。

計
画

外
停
止

直
流
母

線
1
2
5V
非
常

用
電
源

母
線
2
・
1
2
5V
H
PC
S
用
母
線

1

2
5
0V
常
用

電
源
母

線
1
・
±
2
4
V中

性
子
モ

ニ
タ
用

母
線
2

こ
の
設
備

（
母
線

下
流
の

低
圧
母

線
を
含

む
。
）

が
機
能

喪
失
す

る
場
合

に
は
，

当
該
区

分
の
母

線
に
接

続
す
る

設

備
が
機
能

喪
失
し

，
原
子

炉
ス
ク

ラ
ム
又

は
計
画

外
停
止

に
至
る

。
こ
の

た
め
，

従
属
性

を
有
す

る
起
因

事
象
と

し

て
考
慮
す

る
。

区
分
Ⅰ
の

直
流
電

源
喪
失

の
場
合

，
高
圧

復
水
ポ

ン
プ
－

Ｂ
及
び

Ｃ
が
ト

リ
ッ
プ

す
る
た

め
給
水

流
量
が

低
下
し

，

原
子
炉
水

位
が
低

下
す
る

こ
と
に

よ
り
原

子
炉
ス

ク
ラ
ム

に
至
る

。
ま
た

，
所
内

電
源
自

動
切
替

信
号
が

発
信
し

な
い

た
め
，

外
部
電

源
喪
失

に
も
至

る
。

区
分
Ⅱ
の

直
流
電

源
喪
失

の
場
合

，
タ
ー

ビ
ン
が

自
動
ト

リ
ッ
プ

し
，
タ

ー
ビ
ン

主
蒸
気

止
め
弁

等
が
閉

止
す
る

こ

と
に
よ
り

原
子
炉

ス
ク
ラ

ム
に
至

る
。
ま

た
，
外

部
電
源

か
ら
の

受
電
し

ゃ
断
器

が
操
作

不
能
と

な
り
，

外
部
電

源

喪
失
に
も

至
る
。

HP
CS
母
線

喪
失
時

に
は
，

直
ち
に

原
子
炉

ス
ク
ラ

ム
に
至

る
こ
と

は
な
い

が
，
計

画
外
停

止
に
至

る
可
能

性
が
あ

る
。

従
属

性
を
有

す
る
起

因
事
象

計
画

外
停
止

安
全
保

護
系
母

線
原

子
炉
保

護
系
母

線
2・

バ
イ

タ
ル
交

流
電
源

母
線
1・

計
装
用
母

線
2

こ
の
設
備

が
機
能

喪
失
す

る
場
合

に
は
，

過
渡
事

象
が
発

生
し
原

子
炉
ス

ク
ラ
ム

に
至
る

。
こ
の

た
め
，

非
隔
離

事

象
等
の
起

因
事
象

と
し
て

考
慮
す

る
。

-

通
信
連

絡
設
備

及
び
照
明

設
備

所
内
通
話

設
備
・

加
入
電

話
・
電

力
保
安

通
信
用

電
話
・

所
内
非

常
灯

こ
の
設
備

が
機
能

喪
失
す

る
場
合

に
，
直

ち
に
原

子
炉
ス

ク
ラ
ム

に
至
る

こ
と
は

な
い
。

-

タ
ー
ビ
ン

設
備

こ
の
設
備

が
機
能

喪
失
す

る
場
合

に
は
，

タ
ー
ビ

ン
ト
リ

ッ
プ
，

復
水
器

真
空
度

喪
失
，

給
水
喪

失
等
の

過
渡
事

象

が
発
生
し

，
原
子

炉
ス
ク

ラ
ム
に

至
る
。

こ
の
た

め
，
非

隔
離
事

象
等
の

起
因
事

象
と
し

て
考
慮

す
る
。

-

タ
ー
ビ

ン
補
機

冷
却
系

こ
の
設
備

が
機
能

喪
失
す

る
場
合

に
は
，

主
要
な

タ
ー
ビ

ン
設
備

が
機
能

喪
失
し

，
原
子

炉
ス
ク

ラ
ム
に

至
る
。

こ

の
た
め
，

従
属
性

を
有
す

る
起
因

事
象
と

し
て
考

慮
す
る

。
従
属

性
を
有

す
る
起

因
事
象

計
装
及
び

制
御

通
信
連
絡

設
備
等

を
除
き

，
計
測

制
御
設

備
の
機

能
喪
失

に
よ
り

，
過
渡

事
象
が

発
生
し

原
子
炉

ス
ク
ラ

ム
に
至

る
。
こ
の

た
め
，

原
子
炉

緊
急
停

止
系
誤

動
作
等

の
起
因

事
象
と

し
て
考

慮
す
る

。

な
お
，
タ

ー
ビ
ン

制
御
系

に
つ
い

て
は
，

故
障
等

に
よ
り

タ
ー
ビ

ン
関
係

機
器
の

制
御
に

支
障
を

き
た
す

可
能
性

が

あ
る
。
こ

の
た
め

，
従
属

性
を
有

す
る
起

因
事
象

と
し
て

考
慮
す

る
。

-

電
気
系

発
電
機
故

障
な
ど

単
体
故

障
に
つ

い
て
は

，
負
荷

遮
断
等

に
よ
っ

て
，
原

子
炉
ス

ク
ラ
ム

に
至
る

。
こ
の

た
め
，

非

隔
離
事
象

等
と
し

て
考
慮

す
る
。

な
お
，
外

部
電
源

が
喪
失

す
る
場

合
に
は

，
外
部

電
源
喪

失
と
し

て
考
慮

す
る
。

-
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従
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性
を

有
す

る
起

因
事

象
の

同
定

（
3
／

4
）

 

 

 
 

項
目

（
添
付

書
類

八
）

設
備
(添

付
書
類
八

)
設

備
概
要

（
添
付

書
類

八
等

）
機

能
喪

失
時
の

影
響

従
属

性
を
有

す
る

起
因

事
象

及
び
計

画
外

停
止
の

同
定

気
体
廃

棄
物

処
理
施

設
排
ガ

ス
予

熱
器
・

排
ガ

ス
再
結

合
器

・
排
ガ

ス
復

水
器

・
空
気

抽
出

器
排
ガ

ス
減

衰
管
・

空
気

抽
出
器

排
ガ

ス
系
フ

イ
ル

タ
ー
・

活
性

炭
式

希
ガ
ス

ホ
ー

ル
ド
ア

ッ
プ

装
置
・

真
空

ポ
ン
プ

・
排

気
筒

液
体
廃

棄
物

処
理
系

機
器

ド
レ

ン
処
理

系
・

床
ド
レ

ン
処

理
系
・

再
生

廃
液

処
理
系

・
洗

濯
廃
液

処
理

系
・

排
ガ

ス
洗
浄

廃
液

処
理
系

等

固
体
廃

棄
物

処
理
系

濃
縮

廃
液

系
・
使

用
済

樹
脂
系

・
雑

固
体
系

・
固

体
廃

棄
物
貯

蔵
所

遮
蔽
設

備
1次

遮
蔽

・
2次

遮
蔽
・

燃
料
取

扱
遮

蔽
・
補

助
遮

蔽

放
射
線

管
理

施
設

出
入

管
理

室
・
汚

染
管

理
関
係

施
設

・
試
料

分
析

関
係

設
備

放
射
線

計
測

器
発
電

所
内

の
放
射

線
監

視
設
備

及
び

測
定
機

器
・

放
出

放
射
性

廃
棄

物
及
び

系
統

内
の
放

射
線

監
視
設

備
並

び
に
測

定
機

器
・
発

電
所

外
の

放
射
線

監
視

設
備
・

個
人

管
理
用

測
定

設
備
及

び
測

定
機
器

こ
の
設

備
が

機
能
喪

失
す

る
場
合

に
，

直
ち
に

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

に
至
る

こ
と

は
な
い

。
た

だ
し

，
プ

ロ
セ
ス

放
射

線
モ
ニ

タ
の

主
蒸
気

管
放

射
能
高

信
号

に
つ
い

て
は

，
誤
信

号
に

よ
り

原
子
炉

ス
ク

ラ
ム

及
び
主

蒸
気

隔
離
弁

閉
鎖

に
至
る

こ
と

か
ら
，

隔
離

事
象
と

し
て

考
慮
し

て
い

る
。

-

圧
力
抑

制
形

格
納
容

器
（

1次
格
納

施
設
）

原
子

炉
格

納
容
器

本
体

・
ベ
ン

ト
管

・
ベ
ン

ト
ヘ

ッ
ダ

及
び
ダ

ウ
ン

カ
マ

圧
力
抑

制
形

格
納
容

器
貫

通
部

格
納

容
器

貫
通
部

・
エ

ア
ロ
ッ

ク
・

機
器
搬

入
ハ

ッ
チ

隔
離
弁

隔
離

弁

真
空
破

壊
装

置
真
空

破
壊

装
置

格
納
容

器
内

ガ
ス
濃

度
制

御
系

可
燃

性
ガ

ス
濃
度

制
御

系
・
原

子
炉

格
納
容

器
調

気
系

こ
の
設

備
が

機
能
喪

失
す

る
場
合

に
，

直
ち
に

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

に
至
る

可
能

性
は
な

い
。

-

ド
ラ
イ

ウ
ェ

ル
内
ガ

ス
冷

却
装
置

フ
ァ

ン
・

冷
却
コ

イ
ル

こ
の
設

備
が

機
能
喪

失
す

る
場
合

に
は

，
ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル
内

の
空

間
温
度

が
上

昇
す
る

こ
と

か
ら

，
原
子

炉
再

循
環

ポ
ン
プ

な
ど

の
機
器

へ
の

影
響
が

考
え

ら
れ
る

が
，

温
度
上

昇
は

比
較
的

緩
や

か
で
あ

り
，

影
響

が
生
じ

る
前

に
手

動
停
止

等
の

対
応
が

可
能

で
あ
る

。
-

格
納
容

器
ス

プ
レ
イ

冷
却

系
残
留

熱
除

去
系
に

同
じ

残
留
熱

除
去

系
に
同

じ
計

画
外
停

止

原
子
炉

建
屋

(2
次
格

納
施

設
)

建
物

・
扉

・
エ
ア

ロ
ッ

ク
こ

の
設

備
が

機
能
喪

失
す

る
場
合

に
，

直
ち
に

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

に
至
る

可
能

性
は
な

い
。

-

常
用
換

気
系

及
び
空

気
冷

却
装
置

常
用

換
気

系
・
空

気
冷

却
装
置

こ
の
設

備
が

機
能
喪

失
す

る
場
合

に
は

，
空
間

温
度

が
上
昇

し
，

冷
却
対

象
機

器
へ
の

影
響

が
考

え
ら
れ

る
が

，
温

度
上
昇

は
比

較
的
緩

や
か

で
あ
り

，
影

響
が
生

じ
る

前
に
手

動
停

止
等
の

対
応

が
可
能

で
あ

る
。

-

原
子
炉

建
屋

ガ
ス
処

理
系

湿
分

除
去

装
置
・

排
気

フ
ァ
ン

・
フ

ィ
ル
タ

装
置

（
高

性
能
粒

子
フ

ィ
ル
タ

・
チ

ャ
コ
ー

ル
フ

ィ
ル
タ

等
）

・
排
気

筒
こ

の
設

備
が

機
能
喪

失
す

る
場
合

に
，

直
ち
に

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

に
至
る

可
能

性
は
な

い
。

-

給
水
処

理
系

給
水

処
理

系
(前

処
理

装
置

・
ろ

過
水
タ

ン
ク

・
純
水

造
水
装
置
・

純
水

タ
ン
ク

)
こ

の
設

備
が

機
能
喪

失
す

る
場
合

に
，

直
ち
に

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

に
至
る

可
能

性
は
な

い
。

-

補
給
水

系
補
給

水
系

(復
水
貯

蔵
タ
ン

ク
等

)
こ

の
設

備
が

機
能
喪

失
す

る
場
合

に
，

直
ち
に

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

に
至
る

可
能

性
は
な

い
。

-

換
気
系

換
気

空
調

設
備

消
火
装

置
消
火

栓
設

備
（
ろ

過
水

タ
ン
ク

・
消

火
ポ
ン

プ
）

圧
縮
空

気
系

計
装

用
圧

縮
空
気

系
・

所
内
用

圧
縮

空
気
系

計
装
用

圧
縮

空
気
系

が
機

能
喪
失

す
る

場
合
に

は
，

計
装
用

圧
縮

空
気
系

の
圧

力
が
規

定
値

ま
で

低
下
す

る
と

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

に
至
る

が
，

緩
和
機

能
へ

の
影
響

は
な

い
。

一
方
，

タ
ー

ビ
ン
設

備
で

は
計
装

用
圧

縮
空
気

系
に

依
存
し

て
い

る
機
器

が
あ

る
た
め

，
ス

ク
ラ

ム
に
至

ら
な

い
ま

で
も
重

大
な

支
障
が

生
じ

た
場
合

を
想

定
し
，

従
属

性
を
有

す
る

起
因
事

象
と

し
て
考

慮
す

る
。

従
属

性
を
有

す
る

起
因

事
象

所
内
ボ

イ
ラ

所
内

用
ボ

イ
ラ

こ
の
設

備
が

機
能
喪

失
す

る
場
合

に
は

，
プ
ラ

ン
ト

起
動
停

止
時

に
復
水

器
か

ら
の
空

気
抽

出
が

で
き
な

く
な

る
場

合
が
あ

る
。

こ
の
た

め
，

非
隔
離

事
象

等
と
し

て
考

慮
し
て

い
る

。
--

放
射
性

廃
棄
物

の
廃

棄
施

設
こ

の
設

備
が

機
能
喪

失
す

る
場
合

に
は

，
放
射

性
廃

棄
物
の

処
理

等
に
支

障
が

発
生
す

る
可

能
性

が
あ
る

が
，

直
接

原
子
炉

の
運

転
状
態

に
影

響
を
与

え
る

も
の
で

は
な

い
こ
と

か
ら

，
炉
心

損
傷

頻
度
を

評
価

す
る

た
め
の

起
因

事
象

と
し
て

は
対

象
外
と

す
る

。
-

放
射
線

管
理
施

設
こ

の
設

備
が

機
能
喪

失
す

る
場
合

に
，

直
ち
に

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

に
至
る

こ
と

は
な
い

。
-

原
子
炉

格
納
施

設
こ

の
設

備
が

機
能
喪

失
す

る
場
合

に
，

直
ち
に

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

に
至
る

可
能

性
は
な

い
。

一
方

，
機
能

喪
失

に
伴

い
原
子

炉
停

止
操
作

を
行

う
場
合

は
，

計
画
外

停
止

と
し
て

考
慮

す
る
。

計
画
外
停

止

発
電
所

補
助
系

こ
の
設

備
が

機
能
喪

失
す

る
場
合

に
，

直
ち
に

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

に
至
る

可
能

性
は
な

い
。
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評
価

の
ま

と
め

 

同
定
結
果

起
因

事
象
グ

ル
ー
プ

事
象
の

概
要

事
象
の

定
義

起
因
事
象

区
分

計
画
外
停

止
計
画
外

停
止

緩
和
設

備
の
機

能
異
常

が
原
因

で
原
子

炉
を
計

画
外
に

停
止
す

る
事
象

原
子

炉
停
止

機
能
，

炉
心
冷

却
機
能

又
は
格

納
容
器

か
ら
の

除
熱
機

能
を
有

す
る
緩

和
設
備

の
機
能

異
常
に

よ
る
計

画
外

の
手
動

停
止

残
留
熱

除
去
系

海
水
系

故
障
（

区
分
Ⅰ

）
残
留
熱

除
去
系

海
水
系

（
区
分

Ⅰ
）
機

能
喪
失

時
の
手

動
停
止

残
留

熱
除
去

系
海
水

系
の
1区

分
が
機
能

喪
失
し

，
当
該

安
全
区

分
の
設

備
に
期

待
で
き
な
い
状

態
で
の

原
子
炉

手

動
停

止

残
留
熱

除
去
系

海
水
系

故
障
（

区
分
Ⅱ

）
残
留
熱

除
去
系

海
水
系

（
区
分

Ⅱ
）
機

能
喪
失

時
の
手

動
停
止

残
留

熱
除
去

系
海
水

系
の
1区

分
が
機
能

喪
失
し

，
当
該

安
全
区

分
の
設

備
に
期

待
で
き
な
い
状

態
で
の

原
子
炉

手

動
停

止

交
流
電

源
故
障

（
区
分

Ⅰ
）

交
流
電

源
機
能

喪
失
時

（
区
分

Ⅰ
）
の

手
動
停

止
交
流

母
線
や

下
流
の

電
源
設

備
（
非

常
用
デ

ィ
ー
ゼ

ル
発
電

機
を
除

く
）
が

機
能
喪

失
し
，

当
該
安

全
区
分

の
設
備

に
期

待
で
き

な
い
状

態
で
の

原
子
炉

手
動
停

止

交
流
電

源
故
障

（
区
分

Ⅱ
）

交
流
電

源
機
能

喪
失
時

（
区
分

Ⅱ
）
の

自
動
停

止
交
流

母
線
や

下
流
の

電
源
設

備
（
非

常
用
デ

ィ
ー
ゼ

ル
発
電

機
を
除

く
）
が

機
能
喪

失
し
，

当
該
安

全
区
分

の
設
備

に
期

待
で
き

な
い
状

態
で
の

原
子
炉

自
動
停

止

タ
ー
ビ

ン
・
サ

ポ
ー
ト

系
故
障

タ
ー
ビ

ン
・
サ

ポ
ー
ト

系
（
E
H
C，

IA
，
補

機
冷
却

海
水
系

）
機
能

喪
失
時

の
手

動
ス
ク
ラ

ム
タ
ー

ビ
ン
設

備
の
サ

ポ
ー
ト

系
が
機

能
喪
失

し
，
タ

ー
ビ
ン

設
備
に

期
待
で

き
な
い

状
態
で

の
原
子

炉
手
動

ス
ク
ラ

ム

直
流
電

源
故
障

（
区
分

Ⅰ
）

直
流
電

源
機
能

喪
失
時

（
区
分

Ⅰ
）
の

自
動
停

止
直
流

母
線
や

下
流
の

電
源
設

備
が
機

能
喪
失

し
，
当

該
安
全

区
分
の

設
備
に

期
待
で

き
な
い

状
態
で

の
原
子

炉
自
動

停
止

直
流
電

源
故
障

（
区
分

Ⅱ
）

直
流
電

源
機
能

喪
失
時

（
区
分

Ⅱ
）
の

自
動
停

止
直
流

母
線
や

下
流
の

電
源
設

備
が
機

能
喪
失

し
，
当

該
安
全

区
分
の

設
備
に

期
待
で

き
な
い

状
態
で

の
原
子

炉
自
動

停
止

従
属
性
を

有
す
る

起
因
事

象

手
動
停
止

／
サ
ポ

ー
ト
系

喪
失
（

手
動
停

止
）

サ
ポ
ー

ト
系
喪

失
（
自

動
停
止

）

サ
ポ
ー
ト

系
喪
失

（
直
流

電
源
故

障
）
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別紙 3.1.1.2-2 

別紙 3.1.1.2-2-1 

主蒸気管破断の分類の考え方について 

 

 主蒸気管破断後に主蒸気隔離弁閉鎖に失敗した場合，「格納容器バイパス」

が発生するが，発生頻度が極めて小さい値となることから，評価対象外として

いる。 

 以下に主蒸気管破断による格納容器バイパスの発生頻度について，評価した

結果を示す。 

 

(1) 主蒸気管破断の発生頻度 

隔離を伴う主蒸気管破断事例はないため，国内ＢＷＲの運転実績約 490

炉年（平成 21 年 3 月末までのＢＷＲ全 32 基の発電時間の合計値）におい

て 0.5 件を仮定し，発生頻度が約 1×10－３／炉年と考える。ただし，各発

電所における主蒸気管は 4 本と仮定し，主蒸気管 1 本当たりとしては全頻

度の 1／4 を用いることとする。 

 

(2) 主蒸気管破断の隔離失敗確率 

主蒸気管には漏えい検出（主蒸気管トンネル温度，主蒸気管流量等）に

よる自動隔離機能がある。また，運転員の手動隔離操作にも期待できるこ

とから，隔離弁の隔離信号故障による機能喪失は十分小さいと考えられる。

よって，主蒸気管破断の隔離失敗確率は隔離弁の「閉失敗」の機械故障率

（3.2×10－４／要求時）のみを考慮する。なお，隔離弁は 2 弁あるが，「閉

失敗」の共通要因故障は考慮していない。これは，各々の隔離弁が格納容

器内外の異なる環境に設置されているためである。 
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(3) 主蒸気管破断による格納容器バイパスの発生頻度 

主蒸気管破断による格納容器バイパスの発生頻度は，隔離弁 2 弁の隔離

失敗及び主蒸気管 4 本について発生が考えられることから，以下のとおり

評価した。 

（1×10－３）／炉年×（1／4）×（3.2×10－４）×（3.2×10－４）×4 

＝1×10－１０／炉年 

 

評価の結果，主蒸気管破断による格納容器バイパスの発生頻度は， 

1×10－１０／炉年となり，発生頻度が極めて低い値となるため，評価対象外とし

た。 
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別紙 3.1.1.2-3-1 

手動による原子炉停止事象のモデル化について 

 

1. はじめに 

本ＰＲＡでは，外乱事象そのものではない「手動による原子炉停止事象」

を起因事象として取り扱っている。この事象の取扱いについて以下に説明す

る。 

 

2. 手動による原子炉停止事象の定義と考慮すべき期間 

手動による原子炉停止事象の定義は以下のとおりである。 

・通常停止：定期検査のための計画停止及び緩和設備に影響しない軽微な

事象発生による計画外の停止 

・計画外停止：緩和設備に影響する事象発生による計画外の停止 

・サポート系故障（手動停止）：緩和設備のサポート系に影響する事象発生

による計画外の停止 

出力運転時ＰＲＡの対象範囲において，これらの事象を考慮すべき期間は

図 1 のとおり，期間ＡとＢに区分される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 手動による原子炉停止事象を考慮すべき期間 

定格出力状態 

期間Ｂ 期間Ａ 

全制御棒
全挿入 

復水器 
真空破壊
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 (1) 期間Ａ（出力降下開始～全制御棒全挿入） 

この期間に発生する緩和設備の作動を必要とする外乱事象（自動スクラ

ム事象）は，以下の理由により自動スクラムとなる過渡事象として取り扱

う。 

・この期間に発生する自動スクラム事象は，過渡事象等の発生頻度の算出

に含めている（表 1）こと（実績による発生頻度の算出は，出力運転状

態を対象） 

・出力が低下していることにより，外乱の影響の程度は，定格出力運転状

態より緩和されること（定格出力運転状態を仮定した緩和設備の成功基

準より緩和される） 

・過渡事象等のモデルにおいて，緩和設備及びそのサポート系の待機除外

確率が考慮されていること（非常用電源系の待機除外確率はモデル化さ

れていないが，非常用電源系の許容待機除外時間は保安規定により短時

間に制限されていること，その待機除外確率が小さいことから，過渡事

象等との重畳は考慮していない。） 

(2) 期間Ｂ（全制御棒全挿入～復水器真空破壊） 

この期間に発生する緩和設備の作動を必要とする外乱事象は，自動スク

ラムとなる過渡事象等の発生頻度の算出に含まれない。したがって，この

期間に発生する緩和設備の作動を必要とする外乱事象を，原則，評価対象

事象とする必要があり，以下のとおり取り扱う。 

・外乱事象としては，給復水系の機器故障に起因した給復水系機能喪失

を考慮する。 

・起因事象として手動による原子炉停止事象を考慮し，その発生頻度と

して年当たりの停止回数を与える。 

・給復水系機能喪失はイベントツリーのヘディングとしてモデル化し，
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上記の起因事象の発生頻度と給復水系の機能喪失確率をもって，外乱

事象の発生頻度を表現する。 

・ここで，計画外停止及びサポート系故障（手動停止）については，緩

和設備との依存性があるため，従属性を有する起因事象として選定し

ているが，通常停止については，緩和設備との依存性がないことを考

慮し，起因事象から除外する。 

 

以上のとおり，手動による原子炉停止事象は外乱事象そのものではないが，

緩和設備との依存性を有する計画外停止／サポート系故障（手動停止）につ

いて，炉心損傷頻度に有意な影響を与える可能性を考慮して起因事象として

選定し，全制御棒全挿入から復水器真空破壊までの期間で発生する外乱事象

をモデル化している。 

 

3. 通常停止を起因事象として選定した場合の炉心損傷頻度への影響 

上記 2.のとおり，通常停止は外乱事象そのものではなく，期間Ａ（出力降

下開始から全制御棒全挿入まで）に緩和設備の作動が必要とする外乱事象（自

動スクラム事象）が発生した場合は過渡事象として取り扱われる。 

このため，期間Ｂを対象に，給復水系の機能喪失確率を考慮して感度解析

を実施し，通常停止を起因事象として選定した場合の炉心損傷頻度への影響

を確認した。 

その結果，全炉心損傷頻度は 3.9E-5／炉年となり，ベースケースの 3.7E-5

／炉年に対して同程度となることを確認した。感度解析結果を表 2 及び表 3

に示す。 
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表 1 出力降下中のスクラム事象 

プラント名 発生日時 スクラムの理由 起因事象の分類 

東京電力 

福島第一原子力 

発電所 2 号機 

1984 年 10 月 21 日 
中間領域モニタ高高による 

原子炉スクラム 

原子炉緊急停止系

誤動作等 

東京電力 

福島第二原子力 

発電所 1 号機 

1985 年 11 月 21 日 
中間領域モニタ高高による 

原子炉スクラム 

原子炉緊急停止系

誤動作等 

東京電力 

柏崎刈羽原子力 

発電所 1 号機 

1992 年 2 月 28 日 

タービンバイパス弁急閉後の給

水ポンプトリップによる 

原子炉水位低スクラム 

非隔離事象 

東北電力 

女川原子力 

発電所 1 号機 

1998 年 6 月 11 日 
中間領域モニタ高高による 

原子炉スクラム 

原子炉緊急停止系

誤動作等 

 

表 2 通常停止を考慮した場合の炉心損傷頻度評価結果 

解析ケース 
通常停止の起因事象

発生頻度（／炉年）

通常停止の炉心損傷

頻度（／炉年） 

全炉心損傷頻度 

（／炉年） 

ベースケース － － 3.7E-5 

感度解析 1.6※１ 4.8E-6 3.9E-5 

※１：通常停止の発生件数（786 件）を国内ＢＷＲ全 32 基の総運転炉年（488.1 年）で除

して算出。 
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表 3 通常停止を考慮した場合の事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度 

事故シーケンスグループ 
炉心損傷頻度（／炉年） 

ベースケース 感度解析 

高圧・低圧注水機能喪失 ＴＱＵＶ 3.0E-9 3.1E-9 

高圧注水・減圧機能喪失 ＴＱＵＸ 1.2E-8 1.2E-8 

全交流動力電源喪失 

長期ＴＢ 7.6E-8 7.6E-8 

ＴＢＵ 2.0E-8 2.0E-8 

ＴＢＰ 5.1E-10 5.1E-10 

ＴＢＤ 5.7E-12 5.7E-12 

崩壊熱除去機能喪失 
ＴＷ 3.3E-5 3.4E-5 

ＴＢＷ 4.6E-6 4.6E-6 

原子炉停止機能喪失 ＴＣ 2.5E-8 2.5E-8 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

ＡＥ 1.3E-12 1.3E-12 

Ｓ１Ｅ 1.8E-11 1.8E-11 

Ｓ２Ｅ 1.2E-13 1.2E-13 

格納容器バイパス（インター

フェイスシステムＬＯＣＡ）
ＩＳＬＯＣＡ 4.1E-10 4.1E-10 

合計 3.7E-5 3.9E-5 
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別紙 3.1.1.2-4-1 

 

起因事象の発生頻度評価に用いるデータベースの適用性について  

 

 起因事象発生頻度のデータベースは，メーカ及びエンジニアリング

会社によって，以下の情報を対象に起因事象発生件数を調査し，その

結果を事業者が確認する枠組みで，定期的に更新している。 

 原子力施設運転管理年報（独立行政法人 原子力安全基盤機構） 

 ＮＵＣＩＡで公開されているトラブル情報 

 電気事業者によるプレスリリース 

 平成20年度末までの起因事象発生頻度データは上記の枠組みによる

データベースの更新が完了している。一方，現在は平成21年度から平

成23年度末までの実績を反映したデータベースの更新を実施中である。 

 以上の状況を踏まえ，本ＰＲＡ評価時において利用可能な最新デー

タとして，平成20年度末までの原子力プラントの運転状況を反映した

起因事象発生頻度のデータを使用した。 
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別紙 3.1.1.2-5-1 

外部電源喪失の発生頻度について  

 

 本評価においては，「外部電源喪失」を含む，過渡事象及び従属性を

有する起因事象の発生頻度は，国内ＢＷＲの運転実績に基づいて設定

しており，運転実績には，利用可能なデータである平成 20 年度（平成

21 年 3 月）までのデータを用い，発生した事象を各起因事象に分類し，

その件数を運転炉年で除して発生頻度を算出している。 

 なお，外部電源喪失の発生頻度について，ＢＷＲ，ＰＷＲ，ＢＷＲ

及びＰＷＲの各ケースで計算した結果を表 1 に示すが，ほぼ同等の値

となっている。 

 

表 1 出力運転時ＰＲＡ「外部電源喪失」の発生頻度 

計算ケース ＢＷＲ ＰＷＲ※ ＢＷＲ＋ＰＷＲ

発生件数 3 3 6 

暦年 706.1 炉年 621 炉年 1327.1 炉年 

発生頻度 

（／炉年） 
4.2E-03 4.8E-03 4.5E-03 

※平成 25 年 10 月 11 日「川内原子力発電所 1 号炉及び 2 号炉ＰＲＡに

ついて」参照 

 

 東海第二発電所のＰＲＡにおける，外部電源喪失を起因とした場合

の炉心損傷頻度（ＣＤＦ）は 1.2E-6／炉年であるため，ＢＷＲとＰＷ

Ｒの運転実績を合計した場合，ＣＤＦは，1.2E-6×(4.5E-3／4.2E-3)

＝1.3E-6／炉年となり，ＣＤＦの増加分は 1E-7／炉年となる。 
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 これにより，外部電源喪失を起因としたシーケンスのＣＤＦが一様

に 1 割程度増加するものの，起因事象別のＣＤＦにおける外部電源喪

失の割合は全体（全ＣＤＦ:3.6E-5／炉年）の約 3.3％であることから，

全体の結果に与える影響は極めて小さい。 
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別紙 3.1.1.2-6-1 

ＬＯＣＡの起因事象発生頻度について 

 

(1) 事象の分類定義 

ＬＯＣＡでは，原子炉冷却材圧力バウンダリからの冷却材の流出規模に

よりプラント応答や成功基準が異なるため，流出規模に応じて事象分類を

定義する。ＮＵＲＥＧ－１１５０の定義と同様に「漏えい」，「小ＬＯＣＡ」，

「中ＬＯＣＡ」，「大ＬＯＣＡ」及び「設計基準事故（ＤＢＡ）超過ＬＯＣ

Ａ」に事象を分類した。各事象の分類定義や等価破断径，流出流量を表 1

に示す。 

「漏えい」については常用系のポンプによる冷却材の補給可能範囲であ

り，事象が発生しても重大な原子炉への外乱に発展する可能性は小さいこ

とから，起因事象から除外した。 

「ＤＢＡ超過ＬＯＣＡ」については，ＮＵＲＥＧ－１８２９によると，

原子炉圧力容器破損の発生頻度は 1E-8／炉年以下となっており，他の起因

事象に比べて十分に低い発生頻度となっている。そのため，本評価では起

因事象から除外した。 
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段階 

・経年変化（Trend）は一定とし，プラント間の相違もないとの位置づ

け 

・配管以外の寄与については評価対象外 

ｂ．ＮＵＲＥＧ－１８２９（Draft Report for Comment） 

Estimating Loss of Coolant Accident（LOCA）Frequencies Through the 

Elicitation Process/June 2005 

・リスク情報活用規制の一環としての設計基準ＬＯＣＡ見直しのため，

ＮＲＣがＬＯＣＡ発生頻度を評価したもの 

・専門家パネル（Expert Elicitation）により不確定性を含めた検討

を実施 

・配管からの寄与のほか，非配管からの寄与として，原子炉圧力容器

や蒸気発生器などの機器も考慮 

・ＬＯＣＡ時の流出流量（等価破断径）により 6 段階に分類 

・25 年運転想定での発生頻度と 40 年運転想定での発生頻度の評価を

実施し，ＢＷＲでは両者にほとんど差はない結果 

・原子炉圧力容器については，確率論的破壊力学（ＰＦＭ）による評

価も参照しつつ，破損頻度を検討 

・ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－５７５０との比較結果あり，中ＬＯＣＡ部分を

除き概ね一致 

 

 以上の両文献より，プラント間や経年変化での差異は小さいと考えられる

ことから，これらのデータはプラントによらず使用できると考えられる。な

お，不確実さが比較的大きいデータであることから，基本的に有効数字 1 桁

として扱う。以下の算出方法に従い，ＬＯＣＡの発生頻度を検討したものを
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別紙 3.1.1.2-7-1 

ＥＣＣＳ配管破断を考慮したＬＯＣＡの炉心損傷頻度評価について 

 

 本ＰＲＡで評価しているＬＯＣＡは，具体的な破断箇所は設定して

いない。また，ＬＯＣＡの発生頻度は，海外の文献を参考に，大ＬＯ

ＣＡ，中ＬＯＣＡ，小ＬＯＣＡそれぞれに相当する大きさの破断の発

生頻度を設定している。 

 これに対して，本評価では，原子炉冷却材圧力バウンダリを構成す

る配管のうち，ＥＣＣＳ等の配管が破断してＬＯＣＡが発生すること

を想定し，当該系統が緩和設備として期待できない場合の炉心損傷頻

度を評価した。その結果，本評価の炉心損傷頻度は，ベースケースに

おけるＬＯＣＡの炉心損傷頻度と比較して同程度であることを確認し

た。 

 

(1) ＥＣＣＳ及びその他の系統でのＬＯＣＡ発生頻度の算出 

本ＰＲＡにおいて期待している緩和設備のうち，高圧炉心スプ

レイ系（ＨＰＣＳ），原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ），低圧炉心

スプレイ系（ＬＰＣＳ）及び低圧注水系（ＬＰＣＩ－Ａ／Ｂ／Ｃ）

を対象に，原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の溶接線

でＬＯＣＡが発生すると仮定した。また，本ＰＲＡでは，破断口

径が 125A 以上を大ＬＯＣＡ，25A 以上 100A 未満を中ＬＯＣＡ，25A

未満を小ＬＯＣＡとしているが，本評価では，配管口径が 100A 以

上を大ＬＯＣＡ，100A 未満を中ＬＯＣＡとし，ＲＣＩＣは緩和設

備として期待しないものとした。 

系統別のＬＯＣＡの発生頻度は，下記の①式に基づき算出した。

各系統の配管口径別の溶接線数と配管破断の頻度の算出結果を表
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1 に示す。 

ＬＯＣＡ発生頻度
ンダリでの全溶接線数原子炉冷却材圧力バウ

数着目する系統の溶接線

断発生頻度着目する系統の配管破

 

・・・①式 

(2) ＬＯＣＡ発生時の炉心損傷頻度  

ＥＣＣＳ等の配管破断を想定した場合のＬＯＣＡの炉心損傷頻

度は下記の②式で算出した。算出に用いた値と算出結果を表 2 に

示す。  

炉心損傷確率

条件付に期待できない場合の系統

ＬＯＣＡ発生頻度

での系統

頻度ＬＯＣＡ時の炉心損傷

i

i

i  

・・・②式 

本評価とベースケースにおけるＬＯＣＡの炉心損傷頻度の評価

結果の比較を表 3 に示す。評価結果の比較から，ベースケースで

のＬＯＣＡの炉心損傷頻度に大きな相違が無いことを確認した。  
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表 1  各系統の配管口径別の溶接線数と系統当たりのＬＯＣＡ発生頻度  

  溶接線数 ※ １   配管破断発生頻度  

（／炉年）  

100A 以上 100A 未満 大ＬＯＣＡ  中ＬＯＣＡ  

ＲＣＩＣ  33 0 9.5E-07 0 

ＨＰＣＳ  19 0 5.4E-07 0 

ＬＰＣＳ  19 0 5.4E-07 0 

ＲＨＲ－Ａ  21 0 6.0E-07 0 

ＲＨＲ－Ｂ  21 0 6.0E-07 0 

ＲＨＲ－Ｃ  21 0 6.0E-07 0 

その他の原子炉冷却

材圧力バウンダリ  
564 89 1.6E-05 2.0E-04 

合計  698 89 2.0E-05 2.0E-04 

※１：溶接線数は，クラス 1 機器の検査カテゴリＢ－Ｆ及びＢ－Ｊから抽出  

 

表 2  各系統でのＬＯＣＡ発生時の条件付炉心損傷確率と炉心損傷頻度  

 条件付炉心損傷確率  炉心損傷頻度（／炉年）  

大ＬＯＣＡ 中ＬＯＣＡ 大ＬＯＣＡ  中ＬＯＣＡ  

ＲＣＩＣ  8.2E-05 8.9E-05 7.8E-11 0 

ＨＰＣＳ  8.2E-05 8.2E-05 4.5E-11 0 

ＬＰＣＳ  8.2E-05 8.2E-05 4.5E-11 0 

ＲＨＲ－Ａ  2.0E-03 2.0E-03 1.2E-09 0 

ＲＨＲ－Ｂ  2.0E-03 2.0E-03 1.2E-09 0 

ＲＨＲ－Ｃ  8.2E-05 8.2E-05 5.0E-11 0 

その他の原子炉冷却

材圧力バウンダリ  
8.2E-05 8.2E-05 1.3E-09 1.6E-08 

合計    4.0E-09 1.6E-08 
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表 3 本評価結果と本ＰＲＡ評価結果の比較  

起因事象 事故シーケンス 
本評価 

（／炉年） 

ベースケース

（／炉年） 

大ＬＯＣＡ

原子炉停止機能喪失 2.2E-12 2.2E-12 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.4E-11 1.3E-12 

崩壊熱除去機能喪失 4.0E-09 1.6E-09 

合計 4.0E-09 1.6E-09 

中ＬＯＣＡ

原子炉停止機能喪失 2.2E-11 2.2E-11 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.8E-11 1.8E-11 

崩壊熱除去機能喪失 1.6E-08 1.6E-08 

合計 1.6E-08 1.6E-08 

 

 

 

 

 

173



別紙 3.1.1.2-8 

別紙 3.1.1.2-8-1 

インターフェイスシステムＬＯＣＡの起因事象発生頻度について 

 

(1) はじめに 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ（以下「ＩＳＬＯＣＡ」と

いう。）の発生頻度は，フォールトツリーを用いたシステム信頼

性解析により評価した。システム信頼性解析の実施に当たっては，

ＩＳＬＯＣＡの発生の可能性がある系統及びシナリオを選定する

とともに，機器故障率，人的過誤及び配管破損確率を用いて定量

化した。 

(2) 評価対象系統及び発生シナリオの選定 

ＩＳＬＯＣＡの評価を行う系統は以下の条件を基に選定した。 

○原子炉に接続されている配管を有する系統 

○出力運転中に隔離弁が常時閉状態の系統 

○常時閉状態の弁が 4 弁以上ある系統は除外 

以上を踏まえて選定した系統及びシナリオを表 1 に示す。 

(3) 発生頻度の評価 

ａ．モデル化の仮定 

本評価における主な仮定を以下に示す。 

○ＩＳＬＯＣＡ発生後の隔離操作には期待しない。 

○ＩＳＬＯＣＡの発生箇所は配管（熱交換器含む）とする。 

○ドレン・ベントラインは，配管径が小さいため除外する。 

ｂ．評価に用いたパラメータ 

(a) 機器故障率 

電動弁の誤開及び内部リークなどの機器故障率には，国内

故障率データ（「故障件数の不確実さを考慮した国内一般機
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器故障率の推定」，2009 年 5 月 日本原子力技術協会）を使

用した。 

(b) 人的過誤確率 

  人的過誤は，弁の誤操作及び試験後の通常状態復旧失敗を

モデル化しており，弁の誤操作は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－５９

２８と同様に 1.0E-3／d を使用し，試験後の通常状態復旧失

敗はＮＵＲＥＧ／ＣＲ－１２７８（ＴＨＥＲＰ手法）を基に

1.6E-3／d と評価した。 

(c) 配管破損確率 

  配管破損確率は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－５９２８が参照して

いるＮＵＲＥＧ／ＣＲ－５８６２に基づく破損確率算出方法

を用い，配管の口径や肉厚などを考慮し,各評価対象配管に対

し表 2 のとおり設定した。また，熱交換器の破損確率は，Ｎ

ＵＲＥＧ／ＣＲ－５９２８より表 3 のとおり設定した。 

ｃ．評価結果 

フォールトツリーを用いたシステム信頼性解析により評価し

た結果，ＩＳＬＯＣＡの発生頻度は約 4.1E-10／炉年（エラー

ファクタ：約 24.6）となった。ＩＳＬＯＣＡのカットセット

（上位 20 位）を表 4 に示す。 

ＩＳＬＯＣＡの発生頻度が最も高いと評価された系統はＲＨ

Ｒであり，テスタブル逆止弁の定期試験時に電動弁の定期試験

終了後の通常状態への復旧失敗及びテスタブル逆止弁の閉失敗

によりＲＨＲポンプの吐出圧で設計された配管が破損する場合

となった。 

(4) ＩＳＬＯＣＡ発生頻度の評価結果における海外との差について 
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上記(3)のとおり，本プラントにおけるＩＳＬＯＣＡ発生頻度

は約 4.1E-10／炉年と評価した。一方，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－５１

２４に記載されている海外プラントにおけるＩＳＬＯＣＡ発生頻

度は，本プラントと比較して 10３～10４倍程度高い（表 5）。これ

について，海外プラントとの評価方法の違いを以下に整理する。 

a. 比較方法 

海外プラントは，いずれもＢＷＲプラントであり評価結果は

それぞれ異なるが，本プラントと同じ型式（ＢＷＲ－５ Ｍａｒ

ｋ－Ⅱ）の Nine Mile Point-2（以下「ＮＭＰ２」という。）

を比較対象に選定した。 

b. 比較結果 

ＮＭＰ２及び本プラントにおける系統別のＩＳＬＯＣＡ発生

頻度の評価結果を表 6 に示す。表 6 から，ＮＭＰ２と本プラン

トとの差は，ＮＭＰ２が発生頻度の高い Steam Condensing のＩ

Ｓ Ｌ Ｏ Ｃ Ａ 発 生 を 考 慮 し て い る た め で あ る （ 本 プ ラ ン ト は

Steam Condensing を撤去済み）。 

一方，ＮＭＰ２の評価において評価対象としており，本プラ

ントのドミナントとなるＬＰＣＩのＩＳＬＯＣＡに対する評価

内容の比較について，表 7 のとおり行った。表７の結果は以下

のとおりである。 

・ 本プラントは人的過誤として定期試験時の電動弁の通常状

態復旧失敗，機器故障として定期試験時の逆止弁の閉失敗

を想定し，これらの同時発生によりＩＳＬＯＣＡが起こる

事象がドミナントシナリオとなる。 

・ ＮＭＰ２は運転時にＬＰＣＩの定期試験を行わないため，
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複数の機器故障の同時発生のみを想定しており，ドミナン

トシナリオとなる。 

 

上記のとおり，ＩＳＬＯＣＡのドミナントシナリオの想定は

異なるが，発生頻度の評価に用いている機器故障率の違いによ

り，ＮＭＰ２は本プラントの      発生頻度となっている

ことを確認した。 
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表 1 ＩＳＬＯＣＡの発生を想定する系統及びシナリオの一覧表 

系統 ケース 発生シナリオ 

ＨＰＣＳ 

（図 1） 
－ 

電動弁 F004，逆止弁 F005，F024 の故障，誤

動作及び定期試験の組合せによって同時に開

状態となり，ポンプ吸込部の低圧設計配管が

破損 

ＲＣＩＣ 

（図 2） 
－ 

電動弁 F013，逆止弁 F065，F066 の故障，誤

動作及び定期試験の組合せによって同時に開

状態となり，ポンプ吸込部の低圧設計配管が

破損 

ＬＰＣＳ 

（図 3） 

① 

電動弁 F005，逆止弁 F006 の故障，誤動作及

び定期試験の組合せによって同時に開状態と

なり，ポンプ吐出圧設計配管が破損 

② 

電動弁 F005，逆止弁 F003，F006 の故障，誤

動作及び定期試験の組合せによって同時に開

状態となり，ポンプ吸込部の低圧設計配管が

破損 

ＲＨＲ－Ａ

／Ｂ 

（図 4） 

① 

電動弁 F042A/B，逆止弁 F041A/B の故障，誤

動作及び定期試験の組合せによって同時に開

状態となり，ポンプ吐出圧設計配管又は熱交

換器が破損 

② 

電動弁 F042A/B，逆止弁 F031A/B，F041A/B の

故障，誤動作及び定期試験の組合せによって

同時に開状態となり，ポンプ吸込部の低圧設

計配管が破損 

③ 
電動弁 F008，F009 の故障の組合せによって同

時に開状態となり，低圧設計配管が破損 

ＲＨＲ－Ｃ

（図 5） 

① 

電動弁 F042C，逆止弁 F041C の故障，誤動作

及び定期試験の組合せによって同時に開状態

となり，ポンプ吐出圧設計配管が破損 

② 

電 動 弁 F042C， 逆 止 弁 F031C， F0041C の 故

障，誤動作及び定期試験の組合せによって同

時に開状態となり，ポンプ吸込部の低圧設計

配管が破損 
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表 2 各系統の配管破損確率 

対象 配管破損確率（／d）

ＲＨＲ－Ａ／Ｂ吐出圧配管  

ＲＨＲ－Ｃ吐出圧配管  

ＬＰＣＳ吐出圧配管  

ＨＰＣＳ低圧配管 

 ＬＰＣＳ低圧配管 

ＲＨＲ低圧配管 

ＲＣＩＣ低圧配管  

 

 

表 3 熱交換器破損確率 

対象 配管破損確率（／d）

ＲＨＲ熱交換器  
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表 5 海外プラント及び東海第二発電所における 

ＩＳＬＯＣＡ発生頻度の評価結果 

 

海外 

プラント 

ＩＳＬＯＣＡ 

発生頻度 

（／炉年） 

東海第二発電所

との比較※１，２ 

ＩＳＬＯＣＡに

よる炉心損傷頻

度（／炉年） 

東海第二発電所

との比較※１，２ 

Peach 

Bottom 
4.8E-06 1.2E+04 1.0E-06 2.4E+03 

Nine Mile 

Point-2 
9.8E-06 2.4E+04 8.8E-06 2.2E+04 

Quad 

Cities 
1.1E-05 2.7E+04 9.3E-07 2.3E+03 

※1 海外プラント／東海第二発電所 

※2 東海第二発電所はＩＳＬＯＣＡ発生＝炉心損傷と定義している。海外プラントは

系統によってはＩＳＬＯＣＡ発生後の隔離操作を考慮するため結果が異なる。 
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表 7 Nine Mile Point-2 及び東海第二発電所における 

ＬＰＣＩのＩＳＬＯＣＡ発生頻度の評価内容 

 

評価項目 Nine Mile Point-2 東海第二発電所 

ドミナントシナリオ

・ＲＨＲ－Ａ／Ｂのバウンダリ弁

（電動弁及び逆止弁）の内部リー

ク又は破損が重なることにより，

バウンダリ弁が同時に開状態とな

り，ポンプ吐出圧設計配管が破損 

・ＲＨＲ－Ａ／Ｂのバウンダリ弁

（逆止弁）の定期試験時に，バウ

ンダリ弁（電動弁）の閉状態復旧

失敗と，逆止弁の閉失敗が重なる

ことにより，バウンダリ弁が同時

に開状態となり，ポンプ吐出圧設

計配管が破損 

モデル化の仮定 

・ＩＳＬＯＣＡ発生後の隔離操作に

期待しない 

・ＩＳＬＯＣＡの発生箇所は配管 

・ドレンライン及びベントラインは

配管径が小さいため除外 

・ＩＳＬＯＣＡ発生後の隔離操作に

期待しない 

・ＩＳＬＯＣＡの発生箇所は配管 

・ドレンライン及びベントラインは

配管径が小さいため除外 

パ  

ラ  

メ  
ー  
タ 

機器故障率 

逆止弁内部リーク ：①約7.3E-04 逆止弁の閉失敗 ：⑤約2.5E-05 

電動弁内部リーク ：②約6.0E-04 

電動弁誤操作   ：③約4.0E-04 

人的過誤確率 

－ 

（ＬＰＣＩでの人的過誤は発生しな

いとし，人的過誤確率は設定無し） 

⑥約1.6E-03 

（定期試験時の電動弁の閉状態への

復旧失敗 ） 

配管破損確率 
④約 4.0E-03（ＬＰＣＩ－Ａ／Ｂ／

Ｃ） 

⑦約3.1E-03（ＬＰＣＩ－Ａ／Ｂ） 

⑧約1.2E-03（ＬＰＣＩ－Ｃ） 

評価結果 

約8.8E-09／炉年 

｛ ①×（②＋③）×④ ｝×3 

約3.1E-10／炉年 

{ ⑤×⑥×⑦ ｝×2 

＋{ ⑤×⑥×⑧ } 
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図 1 ＨＰＣＳのＩＳＬＯＣＡ発生箇所 
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図 2 ＲＣＩＣのＩＳＬＯＣＡ発生箇所 
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図 3 ＬＰＣＳのＩＳＬＯＣＡ発生箇所 
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図 4 ＲＨＲ－Ａ(Ｂ)のＩＳＬＯＣＡ発生箇所 

（  ：ＬＰＣＩ配管破損ケース） 
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図 5 ＲＨＲ－ＣのＩＳＬＯＣＡ発生箇所 
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別紙 3.1.1.2-9-1 

起因事象発生頻度のエラーファクタの設定について 

 

  エラーファクタ（ＥＦ）を設定するパラメータは，起因事象発生頻度，機器故障

率，ヒューマンエラー発生頻度などがある。そのうち，ＬＯＣＡとＩＳＬＯＣＡを

除いた起因事象の発生頻度については，先行ＰＲＡの知見を参考に一律でＥＦ＝3

と設定している。本ＰＲＡにおける起因事象発生頻度のＥＦの設定の考え方を以下

に示す。 

 

(1) 先行ＰＲＡの知見 

 ① ＷＡＳＨ－１４００ 

   ＷＡＳＨ－１４００では，起因事象発生頻度のＥＦの考え方については言及さ

れていないが，機器故障率に対する不確かさの因子（上限値と下限値のバラツキ

の桁数）として10（ＥＦ＝3相当）又は100（ＥＦ＝10相当），特に不確実さの大

きいと考えられるものについては 1,000（ＥＦ＝30相当）を使用すると記載され

ている。 

 ② ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－４５５０ 

   ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－４５５０［１］では，起因事象の種別や発生頻度の大きさに

係らず，全ての起因事象についてＥＦ＝3と設定されている（表1）。 

 

(2) 感度解析の実施 

  上記のとおり，本ＰＲＡにおいては基本的にＥＦ＝3 と設定しているが，発生実

績の無い起因事象については，不確実さが大きいことも考えられることから，ＥＦ

を変更した場合の感度解析を実施し，影響を確認した。 

 ① 対象とした起因事象 

   発生実績が無く，発生件数を 0.5件と仮定している以下の起因事象を対象とす
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る。 

・ 逃がし安全弁誤開放 

・ 残留熱除去系海水系故障 

・ 交流電源故障 

・ タービン・サポート系故障 

・ 直流電源故障 

 ② 感度解析結果 

ＥＦ＝10 とした場合の感度解析結果を表 2 に示す。ＥＦを変更した起因

事象についてＣＤＦ平均値に大きな変化はなく，結果として全ＣＤＦの平

均値について変化はない。また，全ＣＤＦのＥＦについても大きな変化は

ない。 

この結果は，今回のＰＲＡでは発生実績のある発生頻度が高い非隔離事

象の寄与が支配的になっていることによるものである。 

 

参考文献 

 [1] Analysis of Core Damage Frequency From Internal Events: Methodology 

Guidelines（NUREG/CR-4550） 
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表1 NUREG/CR-4550 TableⅧ.1-1抜粋 

起因事象 
起因事象 

発生頻度(／年) 

ASEP※の 

平均値(／年) 
ＥＦ 

直流母線喪失による過渡事象 5E-4 to 6E-2 5E-3 3 

交流母線喪失による過渡事象 9E-4 to 6E-2 5E-3 3 

オフサイト電源喪失による過渡事象 0.1 to 0.3 0.1 3 

電力変換系の喪失以外を起因とする 

過渡事象 
3.7 to 7.1 

4.77(FW有) 

0.56(FW無) 
3 

電力変換系の喪失を起因とする 

過渡事象 
1.8 to 5.2 1.56 3 

極小ＬＯＣＡ 2E-2 3E-2 3 

小ＬＯＣＡ 1.4E-3 3E-3 3 

中ＬＯＣＡ 6.7E-4 3E-4 3 

大ＬＯＣＡ 2.1E-3 1E-4 3 

不注意による逃がし弁の開操作 0.21 1.4E-1 3 

※ASEP：Accident Sequence Evaluation Program 

表 2 感度解析結果 
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別紙 3.1.1.3-1-1 

成功基準解析及び事故進展解析について 

 

(1) 成功基準解析及び事故進展解析の解析条件 

成功基準解析の要件として，一般社団法人 日本原子力学会が発行した

「原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的安全評価に関する実

施基準（レベル 1PSA 編）：2008」（以下「レベル 1 標準」という。）におい

て，次のとおり記載されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本ＰＲＡでは，炉心冷却機能に係る成功基準は，ＳＡＦＥＲコードを用

いて実施した成功基準解析結果を踏まえて設定している。この成功基準解

析条件と，原子炉設置変更許可申請書の添付書類十において同コードを用

いて実施している原子炉冷却材喪失に関する解析条件との比較を表 1 に示

す。 

表 1 に示すとおり，成功基準解析では，プラント初期パラメータについ

ては定格値又は定格値の 105％，ＥＣＣＳ等の流量については安全解析使

用値を用いており，レベル 1 標準の要件を満足している。 

6.1.4 熱水力解析・構造解析による成功基準の同定 

起因事象のグループ化と事故シーケンスのモデル化との詳細さのバラ

ンスを考慮し，熱水力解析又は構造解析を用いて成功基準を同定する。

成功基準の設定に用いる熱水力解析や構造解析では，対象とする事故シ

ナリオを精度よく解析することが確証・検証されている解析コードによ

って，当該プラントの状態に対応したモデルや入力データを用いて実施

する。熱水力解析又は構造解析は最確推定を原則とする。ただし，ＰＳ

Ａの目的によっては保守的なモデルやデータを用いた解析を用いるこ

ともできる。原子炉設置許可申請書や同型プラントに関するＰＳＡにお

いて，当該プラントに適用することが可能な成功基準がある場合にはこ

れを用いてもよい。 
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また，事故進展解析については，表 2 に示すとおり，最確値の解析条件

によりＭＡＡＰコードを用いて解析を行っており，レベル 1 標準の要件を

満足している。 

(2) 成功基準解析結果 

ＬＯＣＡ時の炉心冷却機能に係る成功基準解析結果を表 3～5 に示す。な

お，小ＬＯＣＡを対象とした成功基準解析については，ＥＣＣＳについて

は中ＬＯＣＡの解析結果で包含できるため，原子炉隔離時冷却系に対して

のみ実施している。 

成功基準解析の結果，大ＬＯＣＡ及び中ＬＯＣＡについては，ＥＣＣＳ

が自動起動して炉心を冷却することにより，燃料被覆管の最高温度が

1,200℃未満であり，かつ燃料被覆管の酸化割合は 15％を下回っているこ

とを確認した。 

小ＬＯＣＡについては，原子炉水位の低下により原子炉隔離時冷却系が

自動起動し，燃料は冠水が維持されることから，燃料被覆管の最高温度は

初期温度，かつ燃料被覆管の酸化割合は増加しないことを確認した。また，

事象発生後 30 分で原子炉隔離時冷却系を手動起動した場合においては，燃

料被覆管の最高温度が 1,200℃未満であり，かつ燃料被覆管の酸化割合は

15％を下回っていることを確認した。 

過渡事象については，原子炉水位低下の観点から事象進展が厳しくなる

「給水流量の全喪失」を起因とし，事象発生後 30 分で逃がし安全弁数 1

弁を手動開とした場合に，低圧炉心スプレイ系又は低圧注水系のいずれか

1 系統による原子炉注水を実施した場合の成功基準解析を実施した。その

結果を表 6 及び図 1 に示す。成功基準解析の結果，燃料被覆管の最高温度

が 1,200℃未満であり，かつ燃料被覆管の酸化割合は 15％を下回っている

ことを確認した。 
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表 1 成功基準解析条件と申請書添付資料十の解析条件の比較 

項 目 成功基準解析条件 
申請書添付書類十における原子

炉冷却材喪失に関する解析条件

原子炉熱出力 
3,458MW 

（定格出力の約 105％） 

3,440MW 

（主蒸気流量約 105％時の出力）

原子炉ドーム圧力 
6.93MPa[gage] （定格出力時の

原子炉ドーム圧力） 

7.17MPa[gage] （主蒸気流量約

105％時の原子炉ドーム圧力） 

炉心流量 
48.3×10３t／h 

（定格流量） 

50.7×10３t／h 

（定格流量の約 105％） 

原子炉初期水位 通常運転水位 スクラム水位 

スクラム信号 原子炉水位低（L3）スクラム 同左 

崩壊熱 ANSI/ANS-5.1-1979（平均） ＧＥ（平均）＋3σ 

燃料 9×9 燃料（A 型） 同左 

燃料棒最大線出力

密度 

44.0kW／m 

（通常運転時の制限値） 
44.0kW／m×1.02 

逃がし安全弁設定

圧 

逃がし弁機能を仮定 

第 1 段 7.37MPa[gage]×2 個 

第 2 段 7.44MPa[gage]×4 個 

第 3 段 7.51MPa[gage]×4 個 

第 4 段 7.58MPa[gage]×4 個 

第 5 段 7.65MPa[gage]×4 個 

安全弁機能を仮定 

第 1 段 7.87MPa[gage]×2 個 

第 2 段 8.18MPa[gage]×4 個 

第 3 段 8.25MPa[gage]×4 個 

第 4 段 8.32MPa[gage]×4 個 

第 5 段 8.39MPa[gage]×4 個 

逃がし安全弁，自動

減圧系容量 

390t／h／個 

（7.37MPa[gage]において） 

430.0t／h／個 

（7.87MPa[gage]において） 

高圧炉心スプレイ

系流量 

1,419m３／h（1.38MPa[gage]に

おいて） 
同左 

低圧炉心スプレイ

系流量 

1,419m３／h（0.84MPa[gage]に

おいて） 
同左 

低圧注水系流量 
1,605m３／h（ポンプ 1 台当た

り，0.14MPa[gage]において） 
同左 

原子炉隔離時冷却

系流量 

136m３／h（7.86 MPa[gage]～

1.04MPa[gage]において） 
考慮していない 
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表 2 事故進展解析の主要解析条件 

項 目 解析条件 備 考 

原子炉熱出力 3,293MW 定格出力 

原子炉ドーム圧力 6.93MPa[gage]  定格圧力 

原子炉初期水位 通常運転水位  

格納容器空間容積 
ドライウェル：5,700m３ 

ウェットウェル：4,100m３ 
 

サプレッション・プー

ル水量 
3,400m３  

コンクリート組成 珪酸系コンクリート 融点は 1,500K 

崩壊熱 ANSI/ANS-5.1-1979（平均）  

炉心損傷温度 1,500K  

炉心溶融温度 2,500K  

格納容器破損圧力 0.62MPa[gage] 最高使用圧力の 2 倍 
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表 3 大ＬＯＣＡ時の成功基準解析結果（破断面積：約 0.29m２） 

炉心冷却機能に係る緩和設備※１ 
燃料被覆管の 

表面温度 

燃料被覆管の 

酸化割合 

高圧炉心スプレイ系 532℃ 0.1％ 

低圧炉心スプレイ系 530℃ 0.1％ 

低圧注水系 599℃ 0.1％ 

※１：自動起動を仮定 

 

表 4 中ＬＯＣＡ時の成功基準解析結果（破断面積：約 93cm２） 

炉心冷却機能に係る緩和設備※１ 
燃料被覆管の 

表面温度 

燃料被覆管の 

酸化割合 

高圧炉心スプレイ系 402℃ 0.1％ 

自動減圧系＋低圧炉心スプレイ系 421℃ 0.1％ 

自動減圧系＋低圧注水系 525℃ 0.1％ 

※１：自動起動を仮定 

 

表 5 小ＬＯＣＡ時の成功基準解析結果（破断面積：約 9.3cm２） 

炉心冷却機能に係る緩和設備 
燃料被覆管の 

表面温度 

燃料被覆管の 

酸化割合 

原子炉隔離時冷却系※１ 初期温度 増加なし 

原子炉隔離時冷却系※２ 1,038℃ 3％ 

※１：自動起動を仮定  ※２：事象発生後 30 分での手動起動を仮定 

 

表 6 過渡事象に対する成功基準解析結果（給水流量の全喪失） 

炉心冷却機能に係る緩和設備※１ 
燃料被覆管の 

表面温度 

燃料被覆管の 

酸化割合 

逃がし安全弁（1 弁） 

＋低圧炉心スプレイ系 
1,032℃ 8％ 

逃がし安全弁（1 弁） 

＋低圧注水系 
1,149℃ 11％ 

※１：事象発生後 30 分での手動起動を仮定
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別紙 3.1.1.3-2-1 

成功基準における余裕時間の設定について 

 

(1) 本ＰＲＡで使用する解析コードについて 

本ＰＲＡでは，ＭＡＡＰコード及びＳＡＦＥＲコードを用いた事故進展

解析及び成功基準解析を実施している。 

ＭＡＡＰコードは，格納容器応答も含めたシビアアクシデント時の事故

進展を総合的に評価することができる解析コードである。一方，ＳＡＦＥ

Ｒコードは，従来から許認可において使用実績のある保守的な解析コード

であるが，燃料被覆管温度，酸化量等の評価に特化したコードであり，格

納容器応答を評価する機能を持たない。 

(2) ＭＡＡＰコードとＳＡＦＥＲコードの使い分けについて 

今回のＰＲＡにおいてはレベル１．５ＰＲＡも含めた評価を実施するた

め，格納容器応答も含めた事故進展解析をＭＡＡＰコードにより実施して

いる。一方，それぞれのコードの特徴を踏まえ，炉心冷却に対する成功基

準における余裕時間は，ＭＡＡＰコードによる事故進展解析における炉心

損傷時間に余裕をみた時間で設定し，その時間で原子炉注水を実施した場

合に炉心損傷を防止できることをＳＡＦＥＲコードにより確認している。

炉心冷却に対する成功基準における余裕時間設定の流れを図１に示す。 
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図１ 炉心冷却に対する成功基準における余裕時間設定の流れ 

ＭＡＡＰコードによる炉心損傷時間の評価（余裕を考慮）

ＳＡＦＥＲコードによる確認解析 

炉心冷却に対する余裕時間の設定 
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別紙 3.1.1.4-1-1 

サプレッション・プール水温が上昇した場合の  

ＨＰＣＳの機能維持の考え方について  

 

  本ＰＲＡにおけるＳ／Ｐ水温が上昇した場合のＨＰＣＳ機能維持

の考え方について以下に示す。  

 

 (1) 事故シーケンスグループ上の整理 

   ＨＰＣＳを用いた原子炉注水には成功するが，格納容器除熱に

失敗し，Ｓ／Ｐ水温の上昇が考えられるシーケンスとしては，Ｔ

Ｗ（ＨＰＣＳ成功時）及びＴＢＷがある。本ＰＲＡでは，どちら

のシーケンスについても崩壊熱除去機能喪失の事故シーケンスグ

ループとして整理している。 

 (2) 格納容器除熱失敗時におけるＨＰＣＳの機能維持 

   格納容器除熱に失敗するシーケンスであるＴＢＷにおけるＳ／

Ｐ水位及び水温を図 1 に示す。図 1 のとおり，ＴＢＷにおいては，

事象発生後約 12 分後にＳ／Ｐ水位高により，ＨＰＣＳの水源がＣ

ＳＴからＳ／Ｐ水に切り替わる。その後，Ｓ／Ｐ水温が上昇する

が，最高使用温度の 104℃に到達する約 8.9 時間後までに水源を切

り替えるため，ＨＰＣＳの機能は維持される。このＳ／Ｐ水位高

によるＣＳＴからＳ／Ｐ水への水源切り替えは，ＬＯＣＡ時のＳ

／Ｐ空間体積を確保するためのインターロックであるが，ＬＯＣ

Ａではない本シーケンスにおいてはＷ／Ｗベント水没回避のため

の外部水源注水制限に対して余裕があるので，ＣＳＴに切り替え

ることは問題ない（ＣＳＴ水源に切り替えた後に注水を継続した

場合，外部水源注水制限に達するまでの時間は約 24 時間以降とな
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る。）。 

 (3) 事故シーケンスグループの整理を変更した場合の感度解析 

   (2)のとおり格納容器除熱失敗時には，Ｓ／Ｐの水温が最高使用

温度に到達する前に水源をＣＳＴへ切り替えるため，ＨＰＣＳが

機能喪失することはないが，参考に格納容器除熱失敗時はＨＰＣ

Ｓが機能喪失すると仮定し，ＴＢＷを全交流動力電源喪失に変更

した結果を表 1 及び図 2 に示す。なお，ＴＷについてはＨＰＣＳ

による原子炉注水に失敗した場合においても，後段のＲＣＩＣ及

び低圧ＥＣＣＳによる原子炉注水に期待できるため，事故シーケ

ンスとしてはほぼ変わらず崩壊熱除去機能喪失のシーケンスに整

理されることを確認している。 

   感度解析の結果，Ｓ／Ｐ水温の上昇によるＨＰＣＳ機能喪失に

より，ＴＢＷの事故シーケンスグループが崩壊熱除去機能喪失か

ら全交流動力電源喪失に変わるため，全交流動力電源喪失による

炉心損傷頻度は 2 桁程度増加し，事故シーケンスグループ別の炉

心損傷割合も増加することを確認した。 

 

表 1 ＴＢＷを全交流動力電源喪失に変更した場合の炉心損傷頻度 

事故シーケンス 

グループ 

炉心損傷頻度（／炉年） 

ＴＢＷを崩壊熱除去機

能喪失に含める場合 

ＴＢＷを全交流動力電源

喪失に含める場合 

崩壊熱除去機能喪失 3.7E-05 3.3E-05 

全交流動力電源喪失 9.6E-08 4.7E-06 
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図 1 ＴＢＷにおけるＳ／Ｐ水位及びＳ／Ｐ水温  

  

①   ②   

①   ②

①ＨＰＣＳ水源切替 

②Ｓ／Ｐ水温 104℃到達  

①ＨＰＣＳ水源切替 

②Ｓ／Ｐ水温 104℃到達  

水位高（ＣＳＴ→Ｓ／Ｐ水源切替）

事故後の時間（ｈ） 

Ｓ
／

Ｐ
水

位
（

ｍ
）

 

事故後の時間（ｈ） 

Ｓ
／

Ｐ
水

温
（

℃
）
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図 2 ＴＢＷを全交流動力電源喪失に変更した場合の事故シーケンス

ループ別の炉心損傷割合  

 

 

 

 

 

 

ＴＢＷを崩壊熱除去機能喪失に含めた場合  

（ベースケース）  

ＴＢＷを全交流動力電源喪失に含めた場合  
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別紙 3.1.1.4-2-1 

原子炉隔離時冷却系の運転継続時間 8 時間の妥当性について 

 

本ＰＲＡでは，全交流動力電源喪失時においても，原子炉隔離時冷却系（以

下「ＲＣＩＣ」という。サポート系を含めたＲＣＩＣの系統概略図を図 1 に示

す。）は直流電源が枯渇するまでの 8 時間は運転継続が可能であると想定して

いる。 

全交流動力電源喪失時には，残留熱除去系が機能喪失するため，格納容器内

の温度，圧力が上昇することにより，ＲＣＩＣポンプの有効吸込み水頭圧（Ｎ

ＰＳＨ）が確保できなくなる可能性，及びＲＣＩＣが排気圧高によりトリップ

する可能性がある。また，ＲＣＩＣポンプ室や中央制御室の換気空調系も機能

喪失するため，ＲＣＩＣポンプ室や中央制御室の室温が上昇することにより，

ＲＣＩＣが機能維持できない可能性がある。このため，全交流動力電源喪失時

を対象に，次の観点からＲＣＩＣの8時間運転継続への影響について整理した。 

・サプレッション・プールの温度上昇 

・サプレッション・プールの圧力上昇 

・ＲＣＩＣポンプ室の室温上昇（添付資料参照） 

・中央制御室の室温上昇（添付資料参照） 

上記 4 点の評価結果を表 1 に示す。表 1 のとおり，上記のいずれについても

ＲＣＩＣの 8 時間運転継続の妨げにならないことを確認した。 

また，全交流動力電源喪失時のＲＣＩＣの運転制御に必要な設備への電源を

供給する 125V Ａ系蓄電池の負荷内訳を表 2 に示す。表 2 では 10 時間までの負

荷を考慮しているが，その場合においても必要となる電源容量は 1,836Ah であ

り，125V Ａ系蓄電池の電源容量 2,000Ah を下回る。これにより，ＲＣＩＣの 8

時間運転継続に必要な直流電源を蓄電池から給電できることを確認した。なお，

必要な電源容量は，電池工業会規格 SBA S 0601「据置蓄電池の容量算出法」に
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従い，以下の式を用いて評価した。 

 Ｃ = １

Ｌ
 Ｋ Ｉ + Ｋ (Ｉ  Ｉ ) + Ｋ (Ｉ  Ｉ ) + ・・・Ｋ (Ｉ  Ｉ   )  

Ｃ：＋１０℃における定格放電率換算容量（Ah） 

Ｌ：保守率（0.8） 

Ｋ：放電時間，蓄電池の最低温度（＋10℃）及び許容できる最低電圧（1.75V

／セル）によって決められる容量換算時間 

Ｉ：放電電流（A） 

サフィックス１，２，３，・・・，ｎ：放電電流の変化の順に付番 

 

以上により，全交流動力電源喪失時においても，ＲＣＩＣの運転制御に必要

な直流電源を蓄電池から給電可能な 8 時間は，ＲＣＩＣを運転継続することが

可能である。 
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図 1 ＲＣＩＣの系統概略図 
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表
1
 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
の

運
転

継
続

に
係

る
評

価
結

果
 

評
価

項
目

 
概

 
要

 
評

 
価

 
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

の
温

度
上

昇
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
水

の
温

度
が

上
昇

す
る

と
，
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
ポ

ン
プ

の
キ

ャ
ビ

テ
ー

シ
ョ

ン
や

ポ
ン

プ
軸

受
潤

滑
油

冷
却

機
能

を
阻

害
す

る
場

合
，
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
ポ

ン
プ

の
運

転
に

影
響

を
与

え
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ

ポ
ン

プ
の

第
一

水
源

は
復

水
貯

蔵
タ

ン
ク

で
あ

り
，
自

動
で

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・
プ

ー
ル

に
水

源
が

切
り

替
わ

る
こ

と
は

な
い

た
め

，
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・
プ

ー
ル

の
温

度
上

昇
が

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ

ポ
ン

プ
の

運
転

に
影

響
を

与
え

る
こ

と
は

な
い

。
ま

た
，

第
二

水
源

で
あ

る
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・
プ

ー
ル

を
水

源
と

し
た

場
合

，
事

象
発

生
後

8
時

間
で

の
水

温
は

約
1
0
0
℃

と
な

る
。

こ
の

時
の

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ

ポ
ン

プ
の

有
効

Ｎ
Ｐ

Ｓ
Ｈ

は
約

6
.
4
m

ま
で

低
下

す
る

が
，

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ

ポ
ン

プ
の

必
要

Ｎ
Ｐ

Ｓ
Ｈ

で
あ

る
約

5
.
8
m
に

対
し

て
十

分
余

裕
が

あ
る

た
め

，
キ

ャ
ビ

テ
ー

シ
ョ

ン
は

発
生

し
な

い
。
ま

た
，
ポ

ン
プ

軸
受

の
潤

滑
油

温
度

は
，
冷

却
器

の
設

計
上

，
潤

滑
油

の
冷

却
に

使
用

し
て

い
る

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・
プ

ー
ル

水
温

よ
り

 
 

高
く

な
る

が
，
潤

滑
油

の
許

容
温

度
で

あ
る

 
 

 
未

満
と

な
る

た
め

，
軸

受
の

冷
却

が
阻

害
さ

れ
る

こ
と

は
な

い
。
し

た
が

っ
て

，
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・
プ

ー
ル

の
温

度
上

昇
に

よ
る

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ

の
8
時

間
運

転
継

続
へ

の
影

響
は

な
い

。
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
の

圧
力

上
昇

 

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ

タ
ー

ビ
ン

排
気

圧
高

ト
リ

ッ
プ

イ
ン

タ
ー

ロ
ッ

ク
の

設
定

圧
力

は
0
.
1
7
2
M
P
a
[
g
a
g
e
]
で

あ
る

。
全

交
流

動
力

電
源

喪
失

時
は

残
留

熱
除

去
系

に
よ

る
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・
プ

ー
ル

の
冷

却
が

で
き

な
い

た
め

，
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

の
圧

力
が

上
昇

し
，
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
タ

ー
ビ

ン
排

気
圧

高
ト

リ
ッ

プ
イ

ン
タ

ー
ロ

ッ
ク

が
動

作
し

て
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
が

停
止

す
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
時

に
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
に

よ
る

原
子

炉
注

水
を

継
続

し
た

場
合

の
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・
プ

ー
ル

圧
力

を
評

価
し

た
結

果
，
事

象
発

生
か

ら
8

時
間

後
の

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
の

圧
力

は
約

0
.
0
7
M
P
a
[
g
a
g
e
]
で

あ
り

，
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
タ

ー
ビ

ン
排

気
圧

高
ト

リ
ッ

プ
イ

ン
タ

ー
ロ

ッ
ク

設
定

圧
力

を
下

回
っ

て
い

る
。
し

た
が

っ
て

，
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・
プ

ー
ル

の
圧

力
上

昇
に

よ
る

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ

の
8
時

間
運

転
継

続
へ

の
影

響
は

な
い

。
 

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ

ポ
ン

プ
室

の
室

温
上

昇
 

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ

の
機

器
設

計
に

お
い

て
，
ポ

ン
プ

構
成

部
品

の
許

容
温

度
と

，
部

品
同

士
の

材
質

の
違

い
か

ら
く

る
金

属
熱

膨
張

差
に

よ
る

干
渉

を
考

慮
し

て
，

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ

ポ
ン

プ
の

最
大

周
囲

温
度

を
6
6
℃

と
設

定
し

て
い

る
。
全

交
流

動
力

電
源

喪
失

時
は

換
気

空
調

系
が

停
止

し
て

い
る

た
め

，
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
ポ

ン
プ

室
の

室
温

が
最

高
温

度
を

超
過

し
て

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ

が
停

止
す

る
可

能
性

が
あ

る
。

 

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
時

の
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
ポ

ン
プ

室
の

室
温

を
評

価
し

た
結

果
，

8
時

間
後

の
室

温
は

約
6
3
.
5
℃

（
初

期
温

度
4
0
℃

）
で

あ
り

，
設

計
上

考
慮

し
て

い
る

最
高

周
囲

温
度

6
6
℃

を
下

回
る

。
し

た
が

っ
て

，
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
ポ

ン
プ

室
の

室
温

上
昇

に
よ

る
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
の

8
時

間
運

転
継

続
へ

の
影

響
は

な
い

。
 

中
央

制
御

室
の

室
温

上
昇

 
中

央
制

御
室

の
環

境
条

件
と

し
て

想
定

し
て

い
る

最
高

温
度

は
，

制
御

盤
の

設
計

上
の

最
高

温
度

か
ら

，
4
0
℃

と
設

定
し

て
い

る
。

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
時

は
換

気
空

調
系

が
停

止
し

て
い

る
た

め
，
中

央
制

御
室

の
室

温
が

最
高

温
度

を
超

過
し

て
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
が

停
止

す
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
時

の
中

央
制

御
室

の
室

温
を

評
価

し
た

結
果

，
8

時
間

後
の

室
温

は
約

3
7
.
3
℃

（
初

期
温

度
2
6
℃

）
で

あ
り

，
設

計
上

考
慮

し
て

い
る

最
高

温
度

4
0
℃

を
下

回
る

。
し

た
が

っ
て

，
中

央
制

御
室

の
室

温
上

昇
に

よ
る

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ

の
8
時

間
運

転
継

続
へ

の
影

響
は

な
い

。
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表
2
 

1
2
5
V
 
Ａ

系
蓄

電
池

の
負

荷
内

訳
 

N
o
.
 

負
荷

名
称

 

負
荷

電
流

と
運

転
時

間
 

備
考

 
1
分

以
内

 
4
8
0
分

 
6
0
0
分

 

1 

バ
キ

ュ
ー

ム
タ

ン
ク

復
水

ポ
ン

プ
 

6
9
A
 

2
3
A
 

－
 

 

2 

バ
ロ

メ
ト

リ
ッ

ク
コ

ン
デ

ン
サ

真
空

ポ
ン

プ
 

6
6
A
 

2
2
A
 

－
 

 

3
 

Ｍ
／

Ｃ
，

Ｐ
／

Ｃ
遮

断
器

引
外

し
 

2
7
1
A
 

－
 

－
 

N
o
.
3
，
4
に

つ
い

て
は

，
同

時
運

転
は

し
な

い
た

め
，

負
荷

電
流

が
大

き
い

方
で

積
上

げ
る

こ
と

と
す

る
。

 

よ
っ

て
，

N
o
.
4
の

（
）

内
は

積
算

し
な

い
。

 
4
 

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

初
期

励
磁

 
（

2
0
0
A
）

 
－

 
－

 

5
 

そ
の

他
の

負
荷
（

電
動

弁
，
計

装
制

御
設

備
等

）
 

1
,
3
4
4
A
 

1
1
1
A
 
 

1
1
1
A
 
 

 

合
 

計
 

1
,
7
5
0
A
 

1
5
6
A
 

1
1
1
A
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別紙 3.1.1.4-2 添付資料 

別紙 3.1.1.4-2-6 

全交流動力電源喪失時における原子炉隔離時冷却系ポンプ室 

及び中央制御室の室温評価について 

 

1. 原子炉隔離時冷却系ポンプ室の温度上昇の評価方法 

(1) 評価の流れ 

全交流動力電源喪失時には換気空調系による除熱が行われないた

め，評価対象室の温度変化は，盤や照明などの室内の熱源から受け

る熱量（室内熱負荷）と隣室や躯体への放熱（躯体放熱）のバラン

スによって決定される（図 1 参照）。評価手順としては，まず定常計

算により定常時（全交流動力電源喪失発生前）の躯体コンクリート

壁の温度分布を求め，全交流動力電源喪失発生時刻を 0 秒とした過

渡計算を行う。過渡計算では，評価対象のエリアと隣接室とのコン

クリート熱容量を考慮し，室温とコンクリート内温度分布の過渡変

化から室温を求める。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図 1 評価モデルの概要 

  

評価対象の部屋（高温側） 隣接する部屋（低温側）コンクリート壁  

隣接する部屋の温度  

評価する部屋の温度  

熱の移動  

壁や照明  
による発熱

空 気 → コ ン ク リ ー ト 間

における熱伝達  

コ ン ク リ ー ト 内 部

における熱伝導  

コ ン ク リ ー ト → 空 気 間

における熱伝達  

位置（m）

温
度

（
℃

）
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(2) 評価条件 

評価条件を以下にまとめる。 

・評価対象室の評価条件 

 原子炉隔離時冷却系

ポンプ室 

容 積[m３ ]  

空気熱容量[kJ／K]  

初期温度[℃] 40 

発熱負荷 

時間 

(h) 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 

発熱量

(kW) 
14.6 14.6 14.6 14.7 15.7 16.7 17.7 18.4 19.5

 

・評価対象の部屋に隣接する部屋の温度 

周辺エリア    40℃（夏期設計室温の最大値） 

地中 15℃（夏期設計外気温度（35℃）と冬期設計外気

温度（-8℃）の平均（13.5℃）を丸めて設定） 

サプレッション・チェンバ 

時間 

(h) 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 

温度 

(℃) 
32 48 59 67 74 81 88 93 100 

 

・コンクリート壁－空気の熱伝達率 

評価壁面 
熱伝達率 

（W/m2・℃）※ １  

鉛直壁面 2 

水平壁面（上向き） 3 

水平壁面（下向き） 0.5 

※１：伝熱工学資料第 5 版に基づき，温度差 5℃，代表長さ 5m

にて算出した値 
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・コンクリートの物性値 

評価壁面 物性値※ ２  

熱伝導率 1.6（W/m・℃） 

熱拡散率 5.3E-07（m2/s） 

※２：伝熱工学資料第 5 版に基づく 

 

(3) 評価結果 

全交流動力電源喪失時において，事象発生 8 時後の原子炉隔離

時冷却系ポンプ室の温度は約 63.5℃となり，設計上考慮している

温度（66℃）を超過しないため，原子炉隔離時冷却系の運転継続

に与える影響はない。 

 

2. 中央制御室の温度上昇の評価方法 

(1) 評価の流れ 

原子炉隔離時冷却系ポンプ室の評価と同様の流れで評価を行っ

た。 

 

(2) 評価条件 

評価条件を以下にまとめる。 

・評価対象室の評価条件 

 中央制御室 

発熱負荷[W] 
 

 

容 積[m３ ]  

空気熱容量[kJ／K]  

初期温度[℃] 26 
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・評価対象の部屋に隣接する部屋の温度 

周辺エリア     40℃（夏期設計室温） 

ＭＳトンネル室 60℃（同上） 

空調機械室   35℃（夏期設計温度） 

ケーブル処置室 35℃（同上） 

屋外           35℃（外気設計温度 夏期） 

 

・コンクリート壁－空気の熱伝達率 

評価壁面 
熱伝達率 

（W/m2・℃） 

鉛直壁面 2※ ３  

水平壁面（上向き） 3※ ３  

水平壁面（下向き） 0.5※ ３  

屋外 23※ ４  

※３：伝熱工学資料第 5 版に基づき，温度差 5℃，代表長さ 5m に

て算出した値 

※４：空気調和衛生工学便覧第 14 版に基づく 

 

・コンクリートの物性値 

評価壁面 物性値※ ５  

熱伝導率 1.6（W/m・℃） 

熱拡散率 5.3E-07（m2/s） 

※５：伝熱工学資料第 5 版に基づき，温度差 5℃，代表長さ 5m に

て算出した値 

 

(3) 評価結果 

全交流動力電源喪失時において，事象発生 8 時後の中央制御室の

温度は約 37.3℃となり，設計上考慮している温度（40℃）を超過し

ないため，原子炉隔離時冷却系の運転継続に与える影響はない。 
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別紙 3.1.1.4-3-1 

事故シーケンスの分類について 

 

 

事故シーケンスの最終状態を，喪失する基本的安全機能（停止機能，

炉心冷却機能，格納容器からの除熱機能）及び「実用発電用原子炉及

びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（以

下「規則解釈」という。）の第 37 条に記載されている事故シーケンス

グループに従い，表 1 のとおり分類している。 

規則解釈にて与えられた事故シーケンスグループは，表 1 のとおり 3

つの基本的安全機能のいずれかが喪失するカテゴリとして整理し，全

交流動力電源喪失の事故シーケンスグループについては，炉心冷却機

能喪失のカテゴリに位置付けることとした。したがって，全交流動力

電源喪失後に炉心冷却に失敗する長期ＴＢ，ＴＢＵ，ＴＢＰ及びＴＢ

Ｄについては，炉心冷却機能喪失に分類される全交流動力電源喪失と

して整理する。ただし，ＴＢＷについては，除熱機能喪失により格納

容器先行破損に至るシーケンスであることから，格納容器からの除熱

機能喪失に分類される崩壊熱除去機能喪失として整理する。 

211



 

 

別紙 3.1.1.4-3-2 

表
1
 

事
故

シ
ー

ケ
ン

ス
の

分
類

 

喪
失

す
る

基
本

的
安

全
機

能
 

事
故

シ
ー

ケ
ン

ス
グ

ル
ー

プ
 

原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
 

原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
 

・
Ｔ

Ｃ
 

炉
心

冷
却

機
能

喪
失

 

高
圧

・
低

圧
注

水
機

能
喪

失
 

・
Ｔ

Ｑ
Ｕ

Ｖ
 

高
圧

注
水

・
減

圧
機

能
喪

失
 

・
Ｔ

Ｑ
Ｕ

Ｘ
 

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
 

・
長

期
Ｔ

Ｂ
 

・
Ｔ

Ｂ
Ｕ

 

・
Ｔ

Ｂ
Ｐ

 

・
Ｔ

Ｂ
Ｄ

 

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

時
注

水
機

能
喪

失
 

・
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
 

（
Ａ

Ｅ
，

Ｓ
１

Ｅ
，

Ｓ
２

Ｅ
）

 

格
納

容
器

バ
イ

パ
ス

 

（
イ

ン
タ

ー
フ

ェ
イ

ス
シ

ス
テ

ム

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

）
 

・
Ｉ

Ｓ
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
 

格
納

容
器

か
ら

の
除

熱
機

能
喪

失
 

崩
壊

熱
除

去
機

能
喪

失
 

・
Ｔ

Ｗ
 

・
Ｔ

Ｂ
Ｗ

 

 

212



別紙 3.1.1.5-1 

別紙 3.1.1.5-1-1 

 

サポート系が一部故障している場合の評価について 

 

 フロントライン系とサポート系の依存性を表 1 に示す。また，サポート系が

一部故障した場合にフロントライン系へ与える影響について，以下に例示する。 

 

(1) サポート系の一部故障により機能喪失する例 

高圧炉心スプレイ系（ＨＰＣＳ）機能喪失に係るフォールトツリーの概

略図を図 1 に示す。ＨＰＣＳの動作には，サポート系として駆動電源の区

分Ⅲ交流電源，制御用電源の区分Ⅲ直流電源，及び非常用補機冷却系とし

てＨＰＣＳディーゼル発電機海水系（ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ）を必要とする。 

ＨＰＣＳは，これらのサポート系のうち１つでも機能喪失すると機能喪

失に至る。 

(2) サポート系の一部故障により機能喪失しない例 

自動減圧系（ＡＤＳ）の機能喪失に係るフォールトツリーの概略図を図

2 に示す。自動減圧系の動作には，サポート系として区分Ⅰ直流電源，区

分Ⅱ直流電源のいずれかの電源を必要とする。 

ＡＤＳは，両区分の直流電源が機能喪失した場合には機能喪失するが，

いずれか一方が機能維持していれば動作可能である。 
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別紙 3.1.1.6-1 

別紙 3.1.1.6-1-1 

熱交換器の故障率における淡水／海水の考慮について 

 

  東海第二発電所の非常用の補機冷却系である残留熱除去系海水系は，海水を直接

残留熱除去系の熱交換器に通水する設計となっている。 

  淡水と海水の違いによる熱交換器の故障率の取扱いについて，国内一般機器故障

率（以下「国内21ヵ年データ」という）では，淡水と海水の区別はなく，国内で発

生した全ての故障件数を基に算出されている。また，海外故障率［１］においても，

国内21ヵ年データと同様に，淡水と海水の区別がなされていない。 

  国内 21 ヵ年データで故障件数に挙げられている国内プラントの熱交換器の故障

実績を表１に示す。熱交換器の故障モードとして最も支配的となるのは伝熱管閉塞

であり，海水系の故障モードとなることから，適用性に問題はない。 

 

表１ 国内プラントの熱交換器の故障実績 

故障 

モード 
事象の概要 

淡水／

海水 

国内21ヵ年デ

ータ平均値 

（1／h） 

伝熱管 

破損 

東海第二発電所 第 5給水加熱器（C）の伝熱

管の破断（2000年 02月 23日） 

原因：施工不完全による化学腐食 

淡水 2.6E-8 

伝熱管 

閉塞 

福島第一原子力発電所１号機 格納容器スプ

レイ熱交換器（A）点検（1982年 04月 22日）

原因：自然劣化 

海水 

7.1E-8 
福島第一原子力発電所１号機 格納容器スプ

レイ熱交換器（B）点検（1982年 04月 22日）

原因：自然劣化 

海水 

外部 

リーク 
－（実績なし） － 8.8E-9※ 

※ベイズ統計に基づく 
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別紙 3.1.1.6-2 

別紙 3.1.1.6-2-1 

故障率データがない機器の既存データの代用について 

 

本ＰＲＡでモデル化している機器のうち，国内 21 カ年データ「故障件数の不

確実さを考慮した国内一般機器故障率の推定」において故障率が整備されてい

ない機器については，別の機器の故障率で代用している。国内 21 ヵ年データか

ら代用した理由は，国内原子力発電所における運転・保守に依存する機器の運

転期間，点検頻度等の違い等の特殊性から，他のデータベースの適用が困難と

考えているためである。 

 

 (1) 国内 21 ヵ年データ以外のデータベース 

   国内一般機器故障率から故障率を代用した機器について，他のデータベ

ースを調査し，故障率の有無及び故障率が掲載されている場合は，その代

用の可能性について検討した。代用している機器に関する他のデータベー

スにおける記載について表 1 に示す。 

   本ＰＲＡにおいて代用した機器故障率と他のデータベースにおける該当

機器の故障率を比較すると，他のデータベースの方が数桁高い値となって

いる。また，同じ機器を比較した場合においても，該当する機器の故障率

は他のデータベースの方が高い傾向があることから，国内 21 ヵ年データに

故障率データがない機器のみ，他のデータベースの値を使用することは，

全体的なリスクの傾向を把握する上でバランスを欠いた評価となる可能性

があることから，適切ではないと考えられる。 

   機器故障率を代用しているものについては，本来，他の機器故障率デー

タと同様に，国内プラントの実績に基づくデータを使用することが適切で

ある。現在，機器故障率が整備されていないデータの収集・評価について

は，機器故障率データを公開しているＪＡＮＳＩにおいて，検討がなされ
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ていることから，その結果について適応性を検討していく。 

 

(2) 機器故障率を代用した機器 

   本ＰＲＡにおいて機器故障率を代用している機器及び代用機器の選定理

由を表 2 に示す。 

  ａ．制御弁 

    制御弁については，図 1 に示すとおり，系統圧力で弁開度を調整する

機器構造の類似性により「空気作動弁」を代用し，「制御弁誤閉」の故障

率を，故障モードの類似性により「空気作動弁誤開又は誤閉」の故障率

で代用している。 

  ｂ．冷却器 

    冷却器については，図 2 に示すとおり，熱エネルギー差のある流体間

で細管による熱交換を行う機器構造の類似性により「熱交換器」で代用

し，「冷却器故障」及び「冷却器閉塞」の故障率を，それぞれ故障モード

の類似性により「熱交換器伝熱管破損」及び「熱交換器伝熱管閉塞」の

故障率で代用している。 

  ｃ．速度検出器 

    速度検出器については，検出した情報を電気信号に変換する機器構造

の類似性により「水位トランスミッタ」及び「圧力トランスミッタ」で

代用し，「速度検出器作動失敗」及び「速度検出器誤高出力／誤低出力」

の故障率を，それぞれ故障モードの類似性により「水位トランスミッタ

不動作」及び「圧力トランスミッタ高出力／低出力」のそれぞれ高い方

の故障率で代用している。 

  ｄ．中性子束検出器 

    中性子束検出器については，放射線によるガスの電離作用を電気信号
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として検出する機器構造の類似性により「放射線検出器」を代用し，「中

性子束検出器不動作」及び「中性子束検出器誤低出力」の故障率を，そ

れぞれ故障モードの類似性により「放射線検出器不動作」及び「放射線

検出器高出力／低出力」の故障率で代用している（別紙 3.1.1.6-5）。 
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別紙 3.1.1.6-3 

別紙 3.1.1.6-3-1 

メンテナンスによる待機除外確率の実績データとの比較について 

 

(1) メンテナンスによる待機除外確率の算出方法 

   メンテナンスによる待機除外確率は，本評価でモデル化対象とした系統

毎にメンテナンスによる待機除外の可能性のある機器を選定し，機器の故

障率と平均修復時間を用いて，次の式により算出している。 

 
ｉ

ｉｉＳＹＳ ＴｒλＰ )(  

λｉ：定期試験等によって異常の発見可能な機器 i の異常発

生率（／時間） 

Ｔｒｉ：機器 i の平均修復時間（時間） 

   ここで，λｉは，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－２８１５を参考に，対象機器の異

常が検知されれば機器が機能喪失する前に予防保全として保守作業を実

施することを考慮して，定期試験等によって異常の発見が可能な機器の故

障モードの機器故障率の10倍としている。 

   また，平均修復時間Ｔｒｉについては，表1に示す時間を使用している。 

 

表1 平均修復時間データ 

機器 平均修復時間 出典 備考 

ポンプ，ファン 19時間 WASH-1400 
残留熱除去系など 

安全系に対する値 

弁 7時間 WASH-1400 
残留熱除去系など 

安全系に対する値 

ディーゼル 

発電機 
20時間 国内実績 

1979年6月から1986年

3月までのデータに基

づく 
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 (2) 待機除外の評価対象機器の考え方 

   メンテナンスによる待機除外確率を考慮する機器については，以下の条

件を満たすものを評価対象とした。 

 サーベランス試験等により故障が発見可能であること 

 プラント停止することなくメンテナンスを行えること 

 メンテナンスにより系統が機能喪失に至ること 

   メンテナンスによる待機除外確率の評価例として，低圧炉心スプレイ系

の待機除外確率の評価を表 2 に示す。低圧炉心スプレイ系の構成機器のう

ち，上記の条件を満たすものとして，電動ポンプ 1 台，電動弁 2 弁，逆止

弁 1 弁，手動弁 5 弁，ファン 1 台を抽出した。これらの機器の故障モード

については，各機器の考慮すべき故障モードのうち，最も寄与が大きいと

考えられる故障モードを代表して適用している。 

 

表 2 メンテナンス確率算出例（低圧炉心スプレイ系） 

機器タイプ 故障モード 機器数 
故障率 

（／h） 

平均修復時間 

（h） 
計算値※ 

電動ポンプ 起動失敗 1 1.3E-07 19 2.5E-05 

電動弁 作動失敗 2 4.8E-08 7 6.7E-06 

逆止弁 開失敗 1 7.1E-09 7 5.0E-07 

手動弁 閉塞 5 8.5E-09 7 3.0E-06 

ファン 起動失敗 1 1.3E-07 19 2.5E-05 

合計 6.0E-05 

※：計算値＝10×機器数×故障率×平均修復時間 
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 (3) メンテナンスによる待機除外確率と実績データの比較 

   (1)の方法により算出した，系統ごとのメンテナンスによる待機除外確

率と，国内ＢＷＲプラントの待機除外実績データを用いて評価した待機除

外確率（以下「国内ＢＷＲプラントの待機除外確率」という。）を表 3 に

示す。国内ＢＷＲプラントの待機除外確率は，ＮＵＣＩＡに登録されてい

る 1998 年～2007 年までの国内ＢＷＲプラントの系統の待機除外の回数，

総待機除外時間，延べプラント運転時間から算出されている。なお，非常

用ディーゼル発電機については，国内ＰＷＲプラントの実績を含んでいる。 

   表 3 に示すとおり，本ＰＲＡで用いた待機除外確率は，国内ＢＷＲプラ

ントの待機除外確率と同程度であることから，本ＰＲＡで用いた待機除外

確率は妥当であると考えられる。 

 

 表 3 メンテナンスによる待機除外確率の比較 

系統 
本ＰＲＡで用いた 

待機除外確率 

国内ＢＷＲプラントの 

待機除外確率※ 

高圧炉心スプレイ系 9.7E-05 － 

原子炉隔離時冷却系 9.5E-04 7.4E-04 

低圧炉心スプレイ系 6.0E-05 1.5E-04 

残留熱除去系－Ａ／Ｂ 1.2E-04 3.1E-05 

残留熱除去系－Ｃ 5.4E-05 3.8E-05 

残留熱除去系海水系 3.8E-04 － 

非常用ディーゼル発電機 9.9E-04 5.6E-04 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 
9.9E-04 － 

非常用ディーゼル発電機

海水系 
2.7E-04 － 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機海水系 
2.7E-04 － 

※：「ベイズ統計学に基づくアンアベイラビリティ推定方法の開発－新しい推定理

論と国内ＢＷＲ待機除外データを用いた推定例－研究報告：L08009」（平成 21

年 5 月，（財）電力中央研究所） 
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 (4) 非常用ディーゼル発電機の平均修復時間に係る最新のデータについて 

   ＮＵＣＩＡに登録されている 1998 年～2007 年までの国内データから整

理された非常用ディーゼル発電機の待機除外データは，延べプラント運転

時間（国内ＰＷＲとＢＷＲの合計値）2,740,393.4h に対し，待機除外回数

32 回，総待機除外時間 1,525.1h とされている。ここから計算される待機

除外 1 回あたりの待機除外時間は約 48h となり，本ＰＲＡで用いた平均修

復時間 20h の 2 倍以上となっている。しかし，本ＰＲＡでは，(1)で述べた

とおり予防保全を考慮して 10 倍した値を待機除外確率と使用しているた

め，本ＰＲＡで用いている非常用ディーゼル発電機の待機除外確率 9.9E-4

は，国内ＢＷＲプラントの待機除外確率 5.6E-4 より大きい値となり，保守

性を有していると考えられる。 
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別紙 3.1.1.6-4-1 

共通要因故障に関するＭＧＬパラメータ適用の考え方  

 

(1) 共通要因故障を考慮する機器の同定 

   本ＰＲＡでは同一又は異なるシステムにおいて，多重性を持た

せるために用いられる機器については，共通要因故障を考慮して

いる。共通要因故障を考慮する機器の同定フローを図 1 に示す。 

  ａ．共通要因故障を考慮する機器の候補の同定 

    以下の 3 つの条件を同時に満たす機器について，共通要因故

障を考慮する機器の候補として同定し， 

    (a)冗長の機能を有する同種機器 

    (b)起因事象発生前の運転状態が同一 

    (c)同一故障モード 

    共通要因故障を考慮する機器については上記の条件に基づき

分類しており，製作メーカの異なる機器についても同様の方法

で同定することになる。なお，本ＰＲＡでは共通要因故障を考

慮する機器としてメーカの相違する機器は抽出されていない。 

  ｂ．動的機器，静的機器及びそれらの故障モード 

    動的機器と静的機器及びそれらの故障モードによって，共通

要因故障の起こりやすさの程度は異なると考えられる。したが

って，これらを区別して共通要因故障の適用性を検討した。 

    ポンプの起動失敗，弁の開失敗等の動的機器の動的故障モー

ドについては，上記ａ．の条件を満たすものに対しては共通要

因故障を考慮する。 

    動的機器の静的故障モード及び静的機器の各故障モードにつ

いては，上記ａ．の条件を満たし，動的機器の動的故障モード
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と同程度の故障率であるものに対して共通要因故障を考慮する

こととし，ストレーナの閉塞（内部破損含む）を抽出した。 

 

(2) 本ＰＲＡで用いた共通要因故障パラメータ 

   本ＰＲＡでは，共通要因故障のモデル化はＭＧＬモデルとして

いる。ＭＧＬモデルは，冗長性が高い系の解析に対応しており，

原子力プラントにおいて広く使用実績がある。 

   本ＰＲＡに用いた共通要因故障パラメータを表1に示す。これら

のパラメータはＮＵＲＥＧ等の文献を基に設定している。なお，

ファン，ダンパ等の一部の機器については，機器の構造を考慮し

たうえで，他の機器で代用している。 

   共通要因故障パラメータは，機器故障率と同様に，本来は国内

プラント実績に基づくべきと考えられるが，現時点では，データ

ベースが整備されていない状況にある。そのため，本ＰＲＡでは

国内外で使用実績のある海外文献等のデータを使用しており，故

障モードに依らず機器の共通要因故障パラメータを設定している。 

   例としてポンプのβファクタの算出方法を示す。ポンプにおけ

る機能喪失の要因分析結果は表 2 のとおりである。コマンドに関

する失敗事例を除く機器の故障 259 件のうち，共通要因による故

障が 10 件であるため，共通要因による故障件数を機器の故障件数

で除して 0.039 と設定した。 

   なお，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－１２０５（Rev.1）で共通要因故障に

分類されている事例は，故障要因から判断したものであり，実際

に多重故障が発生したものとは限らない。したがって，このβフ

ァクタは保守的な値である。 
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(3) 共通要因故障パラメータの適用における故障モードの考慮 

   共通要因故障パラメータについて，本ＰＲＡでは従前より適用

実績のある海外文献に基づくデータを用いた。一方で故障モード

毎の共通要因故障パラメータをまとめた文献としては，ＮＵＲＥ

Ｇ／ＣＲ－５４９７の改訂版である CCF Parameter Estimations 

2010 がある。 

   本 Ｐ Ｒ Ａ で 使 用 し て い る 共 通 要 因 故 障 パ ラ メ ー タ と CCF 

Parameter Estimations 2010 の共通要因故障パラメータを表 3 に

示す。表 3 のとおり，ポンプの継続運転失敗の共通要因故障のパ

ラメータについては，CCF Parameter Estimations 2010 と本ＰＲ

Ａで用いた値がほぼ同等であるものの，他のパラメータは CCF 

Parameter Estimations 2010 の方が低い値を示している。これら

のパラメータを用いた場合の感度解析結果を表 4 及び図 2 に示す。 

   感度解析の結果，全炉心損傷頻度は約 2.6E-5／炉年となり，ベ

ースケースの全炉心損傷頻度約 3.7E-5／炉年と比較して約 0.7 倍

となった。これは，崩壊熱除去機能喪失における上位のカットセ

ットに，ＦＶ重要度 2 位である「ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレー

ナ閉塞の共通要因故障」があり，その共通要因故障パラメータが，

感度解析ケースでは 3.9E-3 となり，ベースケース（1.3E-1）の約

1／30 に低下したことに起因する。  
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別紙 3.1.1.6-4-5 

表 2 イベントごとのポンプ故障件数（NUREG/CR-1205 Table10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポンプのβファクタ＝（9+1）/（187+62+9+1）

         ＝10/259 

         ≒0.039 
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別紙 3.1.1.6-4-7 

表 4 事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度比較 

事故シーケンスグループ 
炉心損傷頻度（／炉年） 

ベースケース 感度解析ケース 

高圧・低圧注水機能喪失 3.0E-09 2.8E-09 

高圧注水・減圧機能喪失 1.2E-08 1.2E-08 

全交流動力電源喪失 9.6E-08 9.3E-08 

崩壊熱除去機能喪失 3.7E-05 2.6E-05 

原子炉停止機能喪失 2.5E-08 2.5E-08 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.9E-11 5.3E-12 

格納容器バイパス 

（インターフェイス 

システムＬＯＣＡ） 

4.1E-10 4.1E-10 

合計 3.7E-05 2.6E-05 
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別紙 3.1.1.6-4-8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 共通要因故障同定のフロー
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別紙 3.1.1.6-5 

 

別紙 3.1.1.6-5-1 

 

中性子束検出器のモデル化について 

 

スクラム信号を発信する信号の一つとして，図 1 に示す中性子束高高信号に

よるトリップロジックの信号があり，局部出力領域計装（以下「ＬＰＲＭ」と

いう。）検出器，カード及び演算装置から構成される平均出力領域計装（以下「Ａ

ＰＲＭ」という。），中性子計装系リレー並びにスクラムコンタクタから構成さ

れている。 

図 1 に示すＡＰＲＭの範囲については，21 個又は 22 個のＬＰＲＭ検出器及

びカード，並びに演算装置で構成されており，本ＰＲＡでは 1 つの中性子束検

出器としてモデル化している。また，その故障率及び故障モードは以下のとお

りとしている（別紙 3.1.1.6-2）。 

・中性子束検出器の故障率については，放射線によるガスの電離作用を電気

信号として検出する機器構造の類似性により「放射線検出器」を代用 

・故障モードとしては，「中性子束検出器不動作」及び「中性子束検出器誤低

出力」を，それぞれ故障モードの類似性により「放射線検出器不動作」及

び「放射線検出器高出力／低出力」で代用 
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別紙 3.1.1.7-1 

別紙 3.1.1.7-1-1 

人的過誤率の評価方法について 

 

 本ＰＲＡにてモデル化した人的過誤「事象発生前の弁の開け忘れ・

閉め忘れ」及び「事象発生後の格納容器除熱操作失敗」を代表例とし，

ＨＲＡ（Human Reliability Analysis）イベントツリーによる人的過

誤確率の算出について以下に説明する。 

 

1. 事象発生前の人的過誤（弁の開け忘れ・閉め忘れ） 

  人的過誤の内容，ＨＲＡイベントツリーを図 1 に示す。また，過

誤確率計算シートを表 1-1～1-3 に示す。 

2. 事象発生後の人的過誤（格納容器除熱操作失敗） 

  人的過誤の内容，ＨＲＡイベントツリーを図 2 に示す。また，過

誤確率計算シートを表 2-1～2-3 に示す。評価に当たって，想定した

人的過誤の内容について以下に示す。 

 (1) 操作内容 

   原子炉への注水に成功した後のＲＨＲによる格納容器からの除

熱操作に失敗する。 

   操作に使用するＲＨＲの系統構成を図 3 に示す。 

 (2) 操作に使用する手順書及び操作手順 

   非常時運転手順書（徴候ベース）及び原子炉設備運転手順書に

基づき，以下の認知・操作を実施する。 
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別紙 3.1.1.7-1-2 

  認知（ＲＨＲによる格納容器除熱の認知_表 2-１） 

    ①格納容器圧力高（ＬＯＣＡ信号） 

    ②ドライウェル空間温度 

  操作（ＲＨＲによる格納容器除熱操作_表 2-2） 

    ①ＲＨＲＳポンプを（2 台）起動 

    ②ＲＨＲポンプ室空調機を起動 

    ③ＲＨＲポンプを起動 

    ④ＲＨＲ熱交バイパス弁を全閉 

    ⑤格納容器スプレイ弁を（2 弁）全開 

    ⑥サプレッション・プールスプレイ弁を全開 

 (3) 余裕時間 

   余裕時間はＴＷ時の事象進展解析結果より 1 時間とする。格納

容器除熱操作において考慮している格納容器スプレイ冷却モード

及びサプレッション・プール冷却モードは 15 分程度で実施できる

ことから比較的短時間で完了できる。 

 (4) 追加の指示や過誤回復の可能性 

   業務の連携は良好であり，担当運転員以外にも指導的な立場等

の他の運転員からの指示や過誤回復に期待できる。また，事象進

展に伴い後段に発報される複数の警報により，認知失敗の過誤回

復に期待できる。 

3. 評価に使用したデータベース 

  人的過誤確率の算出にあたっては，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－１２７８

に記載されている人的過誤確率データを使用した。人的過誤確率デ

ータの例を表 3-1～3-7 に示す。 
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別紙 3.1.1.7-1-3 

 

図 1 ＨＲＡイベントツリー（弁の開け忘れ・閉め忘れ） 

人的過誤の定義（事象発生前）：

操　作：

１．操作内容：

２．該当手順書：

　定期試験手順書等

３．人的過誤のモード：

　待機状態への復旧失敗や設定点の回復失敗等

４．過誤回復の可能性：

定量評価

人的過誤確率＝（ａ＋ｂ）×ｃ

ＨＲＡイベントツリー

分岐 ＥＦ

ａ 1.2E-03 3

ｂ 2.0E-05 5

ｃ 5.1E-02 －

平均値（点推定値）： （過誤回復あり）

確率分布： （NUREG/CR-1278 Table7-2(1)）

事象発生前に操作・試験の復旧に失敗する

弁の開け忘れ・閉め忘れ　等

計算シート１－ａ

計算シート１－ｂ

　操作や試験に伴い待機状態や通常の設定点を変更する場合に，当該操作後や試験実施後の復旧操作に失敗
する。

　担当運転員以外にも指導的な立場等の他の運転員からの指示や過誤回復に期待できる。

計算シート１－ｃ

人的過誤の種類（認知／動作）と内容 過誤確率値（平均値）

対数正規分布　EF：10

機器の状態復旧の手順遵守に失敗する

機器の状態復旧のための動作に失敗する

上記認知及び動作の過誤回復
認知及び操作自体は上記と同じため，失敗確率も同じとし
従属性を考慮する

6.5E-05

状態復旧成功

成功

成功

失敗ａ

失敗ｂ

失敗ｃ
動作

手順

過誤回復
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別紙 3.1.1.7-1-4 

表 1-1 過誤確率計算シート（弁の開け忘れ・閉め忘れ：分岐 a） 

 

 

  

過誤確率計算シート　　１－ａ

動作に失敗する確率： 機器の状態復旧の手順遵守に失敗する

１．利用可能な時間

２．ストレス要因

３．操作の複雑さ

４．訓練と経験

５．操作の手順

６．人間工学要因

７．健康状態

８．業務の連携

当該過誤確率値（平均値） ＝オミッションエラー×ストレス要因
＝0.0012×1
0.0012

　対数正規分布 EF3

運転員間・運転直間の業務の連携は十分実施されていることから，影響
は小さい

行動形成因子及び過誤確率 当該過誤確率での設定

コミッションエラーの
場合に，個別状況によ
る過誤確率値で考慮
学会標準解説表23-2等

２．ストレス要因で考慮

解説表23-4No.2
定例の操作であり，特に高いストレスには至らな
いため，ファクタ１とする

２．ストレス要因で考慮

解説表23-3No.1
該当手順は特段長くはなく，記載も明確である
（中央値0.001 EF3／平均値0.0012）

コミッションエラーで考慮

利用可能な時間による
ストレス要因として考
慮
学会標準解説表23-4

作業負荷と運転員の熟
練度によるストレスの
影響
学会標準解説表23-4

運転員の熟練度による
ストレスの相違
学会標準解説表23-4

オミッションエラーの
場合に，手順数の影響
等による過誤確率値で
考慮
学会標準解説表23-3

運転員の健康管理は十分なされていることから，影響は小さい

５．操作の手順で考慮
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別紙 3.1.1.7-1-5 

表 1-2 過誤確率計算シート（弁の開け忘れ・閉め忘れ：分岐 b） 

 

   

過誤確率計算シート　　１－ｂ

動作に失敗する確率： 機器の状態復旧のための動作に失敗する

１．利用可能な時間

２．ストレス要因

３．操作の複雑さ

４．訓練と経験

５．操作の手順

６．人間工学要因

７．健康状態

８．業務の連携

当該過誤確率値（平均値） ＝コミッションエラー×ストレス要因
＝0.0012×1

0.0012
　対数正規分布 EF3

操作に対する確認・回復

当該過誤確率値（平均値） ＝コミッションエラー×ストレス要因×確認・回復
＝0.0012×1×0.016
0.000020

　対数正規分布 EF5

行動形成因子及び過誤確率 当該過誤確率での設定

コミッションエラーの場
合に，個別状況による過
誤確率値で考慮
学会標準解説表23-2等

２．ストレス要因で考慮

解説表23-4No.2
定例の操作であり，特に高いストレスには至らな
いため，ファクタ１とする

２．ストレス要因で考慮

オミッションエラーで考慮

本操作では，十分な時間
余裕があるため，担当運
転員による再チェックに
期待できるとし，運転員
による操作に対しての確
認・回復を考慮する

NUREG/CR-1278(THERP)表20-22No.4
計測・操作等の活動に対する確認の失敗確率を用
いる
（中央値0.01 EF5／平均値0.016）

解説表23-2No.3
復旧の失敗であり，同様なコントロールを持つパ
ネルで選択誤りの過誤確率で代表する
（中央値0.001 EF3／平均値0.0012）

利用可能な時間によるス
トレス要因として考慮
学会標準解説表23-4

作業負荷と運転員の熟練
度によるストレスの影響
学会標準解説表23-4

運転員の熟練度によるス
トレスの相違
学会標準解説表23-4

オミッションエラーの場
合に，手順数の影響等に
よる過誤確率値で考慮
学会標準解説表23-3

運転員の健康管理は十分なされていることから，影響は小さい

６．人間工学要因で考慮

運転員間・運転直間の業務の連携は十分実施されていることから，影響は
小さい
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表 1-3 過誤確率計算シート（弁の開け忘れ・閉め忘れ：分岐 c） 

 

 

  

過誤確率計算シート　　１－ｃ

手順遵守又は動作に失敗する確率 （計算シート１－ａ）
従属性を考慮する動作失敗確率 （計算シート１－ｂ）

合　計 （従属考慮前値）

従属性の設定（学会標準解説表24）：
事象発生前であり，時間余裕は十分長く，担当運転員以外の当直長等の
上位の運転員による過誤回復に期待できる。十分大きな余裕を有するため
低従属とする。

（学会標準解説表23-5）

完全従属 当該過誤確率値 ＝ 1.0E+00

高従属 当該過誤確率値 ＝ （１＋従属考慮前値）／２
5.0E-01

中従属 当該過誤確率値 ＝ （１＋６×従属考慮前値）／７
1.4E-01

○ 低従属 当該過誤確率値 ＝ （１＋１９×従属考慮前値）／２０
5.1E-02

従属性なし 当該過誤確率値 ＝ 従属考慮前値
1.3E-03

1.2E-03
2.0E-05
1.3E-03

従属性を有する場合の過誤確率
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図 2 ＨＲＡイベントツリー（格納容器除熱操作失敗）

人的過誤の定義（事象発生後）：

１．操作内容：

　原子炉への注水に成功した後のＲＨＲによる格納容器から除熱操作に失敗する

　本操作の具体的な手順は以下のとおり（ただし，ＲＨＲが既にＬＰＣＩモードで起動している場合は，Ｌ

　ＰＣＩモードから格納容器スプレイ冷却モードへの切替のための弁操作のみを行う）

　 (1) ＲＨＲＳポンプの起動

　 (2) ＲＨＲポンプ室空調機起動

　 (3) ＲＨＲポンプ起動

　 (4) ＲＨＲ熱交バイパス弁閉操作

　 (5) 格納容器スプレイ弁開操作

　 (6) サプレッションプールスプレイ弁の開操作

２．該当手順書：

　非常時運転手順書（徴候ベース），設備別運転手順書

３．余裕時間

　余裕時間は格納容器除熱に対する余裕時間1時間とする

　格納容器スプレイ冷却モード等は15分程度で実施できることから比較的短時間で完了できる

４．追加の指示や過誤回復の可能性：

定量評価

人的過誤確率＝（ａ＋ｂ）×ｃ

ＨＲＡイベントツリー

分岐 ＥＦ

ａ 8.5E-04 30

ｂ 2.0E-05 5

ｃ 5.1E-02 －

平均値（点推定値）：

確率分布： （NUREG/CR-1278 Table7-2(4)）

計算シート７－ｃ

人的過誤の種類（認知／動作）と内容 過誤確率値（平均値）

原子炉注水後のＲＨＲによる格納容器除熱操作に失敗する

計算シート７－ａ

計算シート７－ｂ

　担当運転員以外にも指導的な立場等の他の運転員からの指示や過誤回復に期待できる

対数正規分布　EF：10

RHRによる格納容器除熱の認知に失敗する

RHRによる格納容器除熱の操作に失敗する

上記認知及び動作の過誤回復
認知及び操作自体は上記と同じため，失敗確率も同じとし
従属性を考慮する

4.4E-05

操作成功

成功

成功

失敗ａ

失敗ｂ

失敗ｃ

ＲＨＲによる

格納容器除熱操作

ＲＨＲによる

格納容器除熱の認知

過誤回復
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表 2-1 過誤確率計算シート（格納容器除熱操作失敗：分岐 a） 

 

 

 

  

過誤確率計算シート　　７－ａ

認知に失敗する確率： RHRによる格納容器除熱の認知に失敗する

１．利用可能な時間

２．ストレス要因

３．操作の複雑さ

４．訓練と経験

５．操作の手順

６．人間工学要因

７．健康状態

８．業務の連携

当該過誤確率値（平均値） ＝認知失敗確率×ストレス要因
＝0.00085×1
8.5E-04

　対数正規分布 EF30

運転員間・運転直間の業務の連携は十分実施されていることから，影響
は小さい

行動形成因子及び過誤確率 当該過誤確率での設定

コミッションエラーの
場合に，個別状況によ
る過誤確率値で考慮
学会標準解説表23-2等

解説表23-1No.5
余裕時間1時間での初基事象の運転員による認知
失敗確率で代表する
（中央値0.0001 EF30／平均値0.00085）

解説表23-4No.2
訓練内容と同等レベルであり，特に高いストレス
には至らないため，ファクタ１とする

２．ストレス要因で考慮

認知に失敗する確率であり，対象外

認知に失敗する確率であり，対象外

利用可能な時間による
認知の過誤確率で考慮
学会標準解説表23-1

作業負荷と運転員の熟
練度によるストレスの
影響
学会標準解説表23-4

運転員の熟練度による
ストレスの相違
学会標準解説表23-4

オミッションエラーの
場合に，手順数の影響
等による過誤確率値で
考慮
学会標準解説表23-3

運転員の健康管理は十分なされていることから，影響は小さい

認知に失敗する確率であり，対象外
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表 2-2 過誤確率計算シート（格納容器除熱操作失敗：分岐 b） 

 
  

過誤確率計算シート　　７－ｂ

動作に失敗する確率： RHRによる格納容器除熱の操作に失敗する

１．利用可能な時間

２．ストレス要因

３．操作の複雑さ

４．訓練と経験

５．操作の手順

６．人間工学要因

７．健康状態

８．業務の連携

操作に対する確認・回復

当該過誤確率値（平均値） ＝コミッションエラー×ストレス要因
＝0.0012×1×0.016

2.0E-05
　対数正規分布 EF5

利用可能な時間によるス
トレス要因として考慮
学会標準解説表23-4

作業負荷と運転員の熟練
度によるストレスの影響
学会標準解説表23-4

６．人間工学要因で考慮

行動形成因子及び過誤確率 当該過誤確率での設定

２．ストレス要因で考慮

解説表23-4No.2
訓練内容と同等レベルであり，特に高いストレス
には至らないため，ファクタ１とする

２．ストレス要因で考慮

該当手順書から明確に理解できること，また，操
作手順は複雑でなく，訓練されている操作である
ことから，オミッションエラーの寄与は十分小さ
い

運転員間・運転直間の業務の連携は十分実施されていることから，影響は
小さい

本操作では，十分な時間
余裕があるため，担当運
転員の再チェックに期待
できるとし，運転員によ
る操作に対しての確認・
回復を考慮する

NUREG/CR-1278(THERP)表20-22No.4
計測・操作等の活動に対する確認の失敗確率を用
いる
（中央値0.01 EF5／平均値0.016）

運転員の熟練度によるス
トレスの相違
学会標準解説表23-4

オミッションエラーの場
合に，手順数の影響等に
よる過誤確率値で考慮
学会標準解説表23-3

運転員の健康管理は十分なされていることから，影響は小さい

コミッションエラーの場
合に，個別状況による過
誤確率値で考慮
学会標準解説表23-2等

解説表23-2No.3
操作方法は訓練さており，操作器具は機能別に分
類されるため，同様なコントロールを持つパネル
で選択誤り（機能別に良く分類された配置）の過
誤確率で代表する
（中央値0.001 EF3／平均値0.0012）
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表 2-3 過誤確率計算シート（格納容器除熱操作失敗：分岐 c） 

 

 

過誤確率計算シート　　７－ｃ

従属性を考慮する認知失敗確率 （計算シート７－ａ）
従属性を考慮する動作失敗確率 （計算シート７－ｂ）

合　計 （従属考慮前値）

従属性の設定（学会標準解説表24）：
事象発生からの時間余裕は十分長く，担当運転員以外の当直長等の上位の
運転員による過誤回復に期待できる。十分大きな余裕を有するため低従属
とする。

（学会標準解説表23-5）

完全従属 当該過誤確率値 ＝ 1.0E+00

高従属 当該過誤確率値 ＝ （１＋従属考慮前値）／２
5.0E-01

中従属 当該過誤確率値 ＝ （１＋６×従属考慮前値）／７
1.4E-01

○ 低従属 当該過誤確率値 ＝ （１＋１９×従属考慮前値）／２０
5.1E-02

従属性なし 当該過誤確率値 ＝ 従属考慮前値
8.7E-04

8.5E-04
2.0E-05
8.7E-04

従属性を有する場合の過誤確率
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表 3-2 手動操作のコミッションエラー確率の例（NUREG/CR-1278 から抜粋） 

  

(注) 項目 5，6，7 の対応する HEP，EF の 1/5 の値 
 
 
 
 
 
 
  

項目 エラーのポテンシャル HEP EF 

1. １個のコントロールの不注意な操作 プラントに完全依存 

2. 同様なコントロールを持つパネルで選択誤り 

(ラベルで区別) 

.003 3 

3. 同様なコントロールを持つパネルで選択誤り 

(機能別に良く分類された配置) 

.001 3 

4. 同様なコントロールを持つパネルで選択誤り 

(系統を模擬した表示) 

.0005 10 

5. スイッチの誤った方向への操作 

(固定観念に従う場合) 

.0005 10 

6. スイッチの誤った方向への操作 

(通常の運転状態で固定観念を損う場合) 

.05 5 

7. スイッチの誤った方向への操作 

(高ストレス状態で固定観念を損う場合) 

.5 5 

8. ２状態スイッチの誤った方向への操作，又は，誤った 

レベルへの設定 

(注) 

9. 回転式コントローラの誤った設定(２状態スイッチ) .001 10 

10. 完全な操作の完了に対する失敗 .003 3 

11. グループ内のサーキットブレーカ選択誤り 

(ラベルで区別) 

.005 3 

12. グループ内のサーキットブレーカ選択誤り .003 3 

13. 不適切なコネクタの配備 

(不完全な装着や，コネクタのロック機構のテスト失敗 

も含む) 

.003 3 

 

注：日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的安全評

価に関する実施基準（レベル 1PSA 編）：2008」の解説表 23-2 から転記 
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表 3-3 手順書を使うときのオミッションエラー確率の例 

（NUREG/CR-1278 から抜粋） 

 
 
 

 

表 3-4 ストレスと熟練度による人的過誤確率への補正係数 

（NUREG/CR-1278 から抜粋） 

 

 

  

項目 オミッションの項目 HEP EF 

 チェック表が正しく用いられている場合   

1. 短い操作（＜10 項目） .001 3 

2. 長い操作（＞10 項目） .003 3 

 チェック表を用いていないか，又は正しく用いられていない

場合 

  

3. 短い操作（＜10 項目） .003 3 

4. 長い操作（＞10 項目） .01 3 

5. 文書化した手順書を用いるべきであるが，用いていない場合 .05 5 

 

項目 ストレスレベル 
HEPs の増倍係数 

熟練者 熟練度の低い者 

1. 作業負荷が大変低い ×2 ×2 

2. 作業負荷が適度 

（段階的操作） 

×1 ×1 

3. 作業負荷が適度 

（動的操作） 

×1 ×2 

4. 作業負荷がやや高い 

（段階的操作） 

×2 ×4 

5. 作業負荷がやや高い 

（動的操作） 

×5 ×10 

6. 作業負荷が極度に高い 

（段階的操作） 

×5 ×10 

7. 作業負荷が極度に高い 

（動的操作又は診断操作） 

.25 ( EF = 5 ) .50 ( EF = 5 ) 

  極度にストレス・レベルが高い場合は，

増倍係数ではなく，複数のクルーを対

象とした固定値を用いる。 

 

注：日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的安全評

価に関する実施基準（レベル 1PSA 編）：2008」の解説表 23-3 から転記 

注：日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的安全評

価に関する実施基準（レベル 1PSA 編）：2008」の解説表 23-4 から転記 
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表 3-5 先行するサブタスク”N-1”が成功又は失敗したときの， 

サブタスク”N”の成功又は失敗の条件付き確率の求め方：従属レベルの関数 

（NUREG/CR-1278 から抜粋） 

 
(注)  n：サブタスクの成功確率 

  N：サブタスクの失敗確率 

ZD：Zero Dependence 従属度ゼロ 

LD：Low Dependence 従属度低 

MD：Moderate Dependence 従属度中 

HD：High Dependence 従属度高 

CD：Complete Dependence 完全従属 

 

  

従属性の 

レベル 
条件付き成功確率 条件付き失敗確率 

ZD n　｜ZD〕＝｜SPr〔S 1”-“N“N”  N　｜ZD〕＝｜FPr〔F 1”-“N“N”  

LD 
20

19ｎ1
｜LD〕＝｜SPr〔S 1”-“N“N”  

20

19N1
｜LD〕＝｜FPr〔F 1”-“N“N”  

MD 
7

6ｎ1
｜MD〕＝｜SPr〔S 1”-“N“N”  

7

6N1
｜MD〕＝｜FPr〔F 1”-“N“N”  

HD 
2

ｎ1
｜HD〕＝｜SPr〔S 1”-“N“N”  

2

N1
｜HD〕＝｜FPr〔F 1”-“N“N”  

CD 0.1　｜CD〕＝｜SPr〔S 1”-“N“N”  0.1　｜CD〕＝｜FPr〔F 1”-“N“N”  

 

注：日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的安全評

価に関する実施基準（レベル 1PSA 編）：2008」の解説表 23-5 から転記 
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表 3-6 エラーファクタ推定ガイドライン（NUREG/CR-1278 から抜粋） 

 

 

 

 

  

258



 

別紙 3.1.1.7-1-16 

表 3-7 計測・操作などの活動に対する確認の失敗（NUREG/CR-1278 から抜粋） 
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図 3 ＲＨＲによる格納容器

別紙 3.1.1.7-1-17 

 

器スプレイ冷却モード及びサプレッション

モードの系統構成 

 

 

 

・プール冷却 
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別紙 3.1.1.7-2-1 

起因事象発生前の人的過誤として評価した事象の抽出について 

 

 本ＰＲＡで評価対象とした起因事象発生前の人的過誤の抽出過程を以

下に示す。ここで，起因事象発生前の人的過誤は運転員よる試験・操作

及びその後の状態復旧を対象としており，保修員による保全作業時の人

的過誤（計装機器の校正エラーを含む。）については機器故障率に含まれ

ているとして，ここでは取り扱っていない。 

 (1) 操作・作業の同定 

フォールトツリーでモデル化している全ての機器を対象に，プラ

ント運転中及び停止中における操作・作業等を手順書類（定期試験

手順書，設備別運転手順書等）から抽出する。 

(2) スクリーニング 

抽出した操作・作業等に対し，日本原子力学会標準「原子力発電

所の出力運転状態を対象とした確率論的安全評価に関する実施基準

（レベル１ＰＳＡ編）：2008」（以下「学会標準」という。）に基づき，

以下に示すスクリーニング基準を設け，スクリーニングできない操

作・作業等について，起因事象発生前の人的過誤として定義する。 

ａ．系統の要求に対して機器の調整が自動的に行われるもの。 

ｂ．中央制御室にて機器の状態表示が確認でき，その状態が日常的

に確認されており，かつ調整が可能なもの。 

ｃ．実施されている保守後の機能試験により，誤調整が明らかにな

るもの。 

ｄ．当初の操作の後，チェックリストに基づく独立した機器の状態

確認があるもの（ＮＵＲＥＧ－１７９２を参考に設定※）。 

※：学会標準に本スクリーニング基準に関する記載はないが，

ＮＵＲＥＧ－１７９２を参考に，従属性のない独立した確
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認が別途実施されている場合においては，起因事象発生前

の人的過誤を除外できるものとして設定している。 

ｅ．機器の状態確認が頻繁に実施されているもの。 

 

本ＰＲＡで評価対象とした全ての系統について検討した結果，抽

出された起因事象発生前の人的過誤は以下のとおりである。なお，

スクリーニング基準ｄ．のみで除外した起因事象発生前の人的過誤

はなかった。 

・手動弁に対する開け忘れ／閉め忘れ  

・定期試験において非常用ディーゼル発電機を母線に並列させる

際に手動でガバナ類の調整を行うが，試験後の待機状態（自動

投入可能な設定）への復旧に失敗する。  

起因事象発生前の人的過誤の抽出結果のうち，非常用ディーゼル

発電機の例を表 1 に示す。 
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別紙 3.1.1.7-3-1 

校正ミスの取扱いについて  

 

  本ＰＲＡでは，保修員による機器の校正ミスについては，人的過

誤としてモデル化していない。その理由を以下に示す。 

 (1) 21 ヵ年データにおける校正ミスの取扱い 

   本ＰＲＡで使用している機器故障率データは，「故障件数の不

確実さを考慮した国内一般機器故障率の推定（平成 21 年 5 月公表）」

（以下「21 ヵ年データ」という。）に記載されているデータを使

用している。21 ヵ年データは国内プラントの機器の故障実績を基

に整備されたデータベースであるが，計装機器等の故障件数には，

機器の機械的故障以外に，保修員の校正ミスが原因で機器が故障

した場合が含まれている。21 ヵ年データに記載されているデータ

のうち，保修員の校正ミスを含む機器故障率の例を表 1 に示す。

また，表 1 に示す機器及び故障モードのうち，温度スイッチの誤

動作としてカウントされている事象の概要を表 2 に示す。表 1 及

び表 2 に示すとおり，21 ヵ年データには，保修員による校正ミス

が原因の故障事象が含まれているため，本ＰＲＡでは，校正ミス

を人的過誤としてはモデル化していない。 

 (2) 校正ミスに係る共通要因故障の取扱い 

   冗長化された検出器においては，同じ保修員が連続して校正作

業を実施すると考えられるため，校正ミスが共通の要因となり複

数の検出器が故障する可能性がある。しかし，この校正ミスによ

る共通要因故障についても，21 ヵ年データではそれぞれ単独の機

器故障として取り扱われているため，本ＰＲＡにおいては校正ミ

スに係る共通要因故障のみを独立して人的過誤としてはモデル化
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していない。 

   ここで，検出器の校正ミスに係る共通要因故障を人的過誤とし

てモデル化した場合の非信頼度と炉心損傷頻度への影響を検討し

た。校正ミスに係る人的過誤確率の評価結果を表 3 に示す。検出

器の校正ミスに係る共通要因故障の人的過誤確率は 10－ ６のオー

ダーとなり，表 4 に示すとおり，本ＰＲＡでモデル化している検

出器及びトリップユニットの機械的故障の共通要因故障と同程度

の非信頼度となった。ただし，本ＰＲＡでは，検出器の共通要因

故障の中でＦＶ重要度が最も高い，「原子炉水位（Ｌ－１）トラ

ンスミッタ作動失敗共通要因故障」の場合でも，ＦＶ重要度は約

4.1E-07 であり，この共通要因故障の炉心損傷頻度に対する寄与割

合（4.1E-05％）は十分小さいため，検出器の校正ミスに係る共通

要因故障の人的過誤をモデル化した場合でも，炉心損傷頻度への

影響は限定的である。 

 

表 1 保修員の校正ミスを含む機器故障率の例 

機器 故障モード 
故障件数 

（校正ミス件数）

機器故障率 

平均値[1／h] 

温度スイッチ 誤動作 
2 

（2） 
2.5E-08 

圧力トランスミッタ 高出力／低出力 
8 

（1） 
3.5E-08 

リミットスイッチ 不動作 
3 

（1） 
5.5E-09 
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表 2 温度スイッチに係る保修員の校正ミス事象の概要 

発生日時 
1988 年 12 月 15 日 16 時 10 分（Ｂ-ＣＵＷポンプ） 
1988 年 12 月 16 日 11 時 33 分（Ａ-ＣＵＷポンプ） 

事象発生時の状況 

定格出力（460MWe）で運転中のところ，昭和 63 年 12 月

15 日 16 時 10 分，「ポンプ出口温度高」警報発生と同時に

Ｂ－原子炉冷却材浄化系循環ポンプ（Ｂ－ＣＵＷポンプ）

がトリップした。原因調査の結果，Ｂ－ＣＵＷポンプ出口

温度スイッチに設定値のずれが確認されたため，当該温度

スイッチの校正を実施した。 

Ｂ－ＣＵＷポンプの試運転のため，12 月 16 日 11 時 33

分，同ポンプを起動したところ，「ポンプ出口温度高」警

報発生と同時にＡ－ＣＵＷポンプがトリップした。なお，

Ｂ－ＣＵＷポンプの運転状況に異常はなかった。 

Ａ－ＣＵＷポンプの原因調査の結果，Ｂ－ＣＵＷポンプ

と同様に，ポンプ出口温度スイッチに設定値のずれが確認

されたため，当該温度スイッチの校正を実施し，16 時 33

分にＡ－ＣＵＷポンプの試運転を行い運転状況に異常のな

いことを確認して，通常運転に復帰した。 

この間，発電機出力の変動はなかった。 

原因調査の概要 

ＣＵＷポンプ出口温度スイッチに設定値ずれが発生する

要因について検討した結果は，以下のとおりである。 

(1) ＣＵＷポンプ出口温度スイッチの不良 

当該温度スイッチの内部点検において，異常は認めら

れなかった。 

(2) 衝撃による設定値ずれ 

工場において当該温度スイッチの衝撃試験を実施した

結果，設定値ずれは発生しなかった。 

(3) 定期検査時の校正ミス 

設定値 60℃に対し，Ａ，Ｂ－ＣＵＷポンプとも約 53℃

とほぼ同様な設定値ずれであり，当該温度スイッチの点

検校正作業はＣＵＷ補助ポンプ冷却水温度スイッチ（設

定値 66℃）の点検校正に引き続いて同一メンバーで実施

していたことから，作業者の勘違いによる校正ミスの可

能性が大きいと考えられる。 

事象の原因 

調査結果から，事象の発生原因は，定期検査時の当該温

度スイッチの点検校正において，作業者が当該温度スイッ

チの設定値は，先に点検校正を行った同型の温度スイッチ

の設定値（66℃）と同じだと勘違いして設定指針を取り付

け，その後誤りに気付き，調整ネジにより設定指針を正規

の設定値に調整した結果，温度スイッチの設定値が約 53℃

となった可能性が大きいと考えられる。 
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表 3 検出器の校正ミスの共通要因故障に係る人的過誤確率評価結果 

No. 項目 
中央値 

（／要求時） 
EF 備考 

① 

チェックリストを適切

に使用した場合に手順

書中の作業項目を省く 

1.0E-03 3 
NUREG/CR-1278 表

20-7(1) 

② 管理者のチェック失敗 1.4E-01 － 
NUREG/CR-1278 表

20-17（中従属） 

③ 検出器単体の校正ミス 5.1E-05 3 ①×② 

④ 
複数の検出器の校正ミ

ス（共通要因故障） 
7.3E-06 3 

③に対して中従属

を仮定

NUREG/CR-1278 表

20-17（中従属） 

④の平均値：9.1E-06（／要求時） 
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表 4 検出器及びトリップユニットに係る共通要因故障の 

非信頼度及び重要度評価結果（ＦＶ重要度上位 10 位） 

関連系統 機器及び故障モード 
非信頼度 

（／要求時） 
ＦＶ重要度 

RCIC 

ADS 

LPCS 

LPCI-A/B/C 

原子炉水位（Ｌ－１）トラ

ンスミッタ作動失敗共通

要因故障 

4.8E-06 4.1E-07 

HPCS 

原子炉水位（Ｌ－２）トラ

ンスミッタ作動失敗共通

要因故障 

4.8E-06 1.6E-07 

ADS 

LPCS 

LPCI-A/B/C 

原子炉水位（Ｌ－１）トリ

ップユニット作動失敗共

通要因故障 

8.3E-07 5.0E-08 

ADS 

原子炉水位（Ｌ－３）トラ

ンスミッタ作動失敗共通

要因故障 

4.8E-06 3.8E-08 

ADS 

LPCS 

LPCI-A/B/C 

ドライウェル圧力高トラ

ンスミッタ作動失敗共通

要因故障 

1.1E-06 3.4E-08 

HPCS 

原子炉水位（Ｌ－２）トリ

ップユニット作動失敗共

通要因故障 

8.3E-07 2.8E-08 

ADS 

LPCS 

LPCI-A/B/C 

ドライウェルトリップユ

ニット作動失敗共通要因

故障 

8.3E-07 2.7E-08 

RCIC 

原子炉水位（Ｌ－２）トリ

ップユニット作動失敗共

通要因故障 

8.3E-07 1.4E-08 

LPCI-A/B/C 
弁間差圧力トランスミッ

タ作動失敗共通要因故障 
8.6E-08 6.9E-09 

ADS 

原子炉水位（Ｌ－３）トリ

ップユニット作動失敗共

通要因故障 

8.3E-07 6.5E-09 
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別紙 3.1.1.7-4-1 

人的過誤に係わるストレスレベル及びストレスファクタの  

考え方について  

 

  本ＰＲＡで用いている起因事象発生前後の人的過誤確率をストレ

スレベル，ストレスファクタ及び余裕時間とともに表 1 及び表 2 に

示す。  

  運転員のタスク遂行の成功又は失敗の確率は，運転員にとっての

外的環境（温度，照明等の作業環境，タスクの特性，マンマシンイ

ンターフェイス等），内的状態（経験，訓練等によって形成される

知識及びスキル）又はストレス等の行動形成因子によって大きく影

響される。 

  本ＰＲＡにおける人的過誤のストレスレベル及びストレスファク

タの設定の考え方について，以下に示す。 

 

 (1) ストレスレベルの分類 

   本ＰＲＡでは、ヒューマンエラーハンドブック（ＮＵＲＥＧ／

ＣＲ－１２７８）のＴＨＥＲＰ手法（Technique for Human Error 

Rate Prediction）を使用しており，作業負荷等に応じて 7 つのス

トレスレベルを分類し、それらに対応した補正係数（ストレスフ

ァクタ）を評価している。その詳細については，表 3 に示す。 

   作業負荷が低い場合は注意力が散漫になり，逆に作業負荷が高

い場合には人間の通常業務遂行能力の限界に近づいている又は超

えているため，タスク遂行の妨害となることから，その作業に対

する増倍係数を設定している。また，極端にストレスレベルが高

い場合は，情緒的反応が生じる等タスク遂行に非常に妨害となる
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ことから，固定値を用いて評価する。 

   なお，本ＰＲＡでは，運転員による異常時の事象の認知や操作

方法は訓練されているため，補正係数は「熟練者」の値を選択す

る。また、運転員の操作内容は手順書に従った段階的操作である

ことから，各ストレスレベルの「段階的操作」を選択する。 

 

 (2) ストレスファクタの設定の考え方 

  ａ．起因事象発生前（表 1，表 4） 

   ○認知失敗及び操作失敗 

    事故が発生していないときの操作であり，特に高いストレス

には至らないため，ストレスレベル「【No．2】作業負荷が適度

（段階的操作）」のストレスファクタ 1 を設定した。 

  ｂ．起因事象発生後（表 2～表 4） 

   ○認知失敗 

    訓練内容と同等レベルであり，一般に高いストレスには至ら

ないが，操作によっては事故進展の中で発生することも考えら

れることから，ストレスレベル「【No．4】作業負荷がやや高い

（段階的操作）」のストレスファクタ 2 を設定した。 

   ○操作失敗 

    認知に成功すれば特に高いストレスには至らないため，操作

失敗についてはストレスレベル「【No．2】作業負荷が適度（段

階的操作）」のストレスファクタ 1 を設定した。 

 

    基本的に上記の考え方に基づき，起因事象発生後の人的過誤

について，ストレスレベル及びストレスファクタを設定してい
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るが，以下の人的過誤については，別途ストレスレベル及びス

トレスファクタを設定した。 

 

 「水源切替操作失敗（ＣＳＴ→Ｓ／Ｐ，中ＬＯＣＡ）」，「注

水不能認知失敗（大中ＬＯＣＡ）」 

○認知失敗 

時間的余裕が極めて短い時間であり，操作員のストレス

が非常に高いと考えられるため，ストレスレベル「【No．7】

作業負荷が極度に高い（動的操作又は診断操作）」の固定

値を用いて評価した。 

 「ＲＨＲ系操作失敗」 

○認知失敗 

訓練内容と同レベルであり，特に高いストレスには至ら

ないため，ストレスレベル「【No．2】作業負荷が適度（段

階的操作）」のストレスファクタ 1 を設定した。 

 「高圧注水系起動操作失敗」，「原子炉手動減圧失敗（ＬＯ

ＣＡ）」 

○操作失敗 

起動信号の共通要因故障により，原子炉水位信号の情報

が不十分になることから，ストレスレベル「【No．4】作業

負荷がやや高い（段階的操作）」のストレスファクタ 2 を

設定した。 

 「低圧注水系起動操作失敗」 

○操作失敗 

起動信号の共通要因故障により，原子炉水位信号の情報
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が不十分になること，前段の高圧注水系の操作に失敗して

おり，時間進展により時間余裕が減少することから，スト

レスレベル「【No．6】作業負荷が極度に高い（段階的操作）」

のストレスファクタ 5 を設定した。 
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表
1
 

起
因

事
象

発
生

前
の

人
的

過
誤

の
ス

ト
レ

ス
レ

ベ
ル

及
び

ス
ト

レ
ス

フ
ァ

ク
タ

 

人
的

過
誤

 
ス

ト
レ

ス
レ

ベ
ル

 
（

ス
ト

レ
ス

フ
ァ

ク
タ

）
 

過
誤

確
率

 
(
平

均
値

)
 

E
F
 

ス
ト

レ
ス

レ
ベ

ル
，

ス
ト

レ
ス

フ
ァ

ク
タ

の

選
定

理
由

 

弁
の

開
け

忘
れ

・
閉

め
忘

れ
 

適
度

 
【

N
o
.
2
】

 
6
.
5
E
-
0
5
 

1
0
.
0
 

事
故

が
発

生
し

て
い

な
い

と
き

の
操

作
で

あ
り

，
特

に
高

い
ス

ト
レ

ス
に

は
至

ら
な

い

た
め

，
ス

ト
レ

ス
レ

ベ
ル

「
【

N
o
.
2
】

作
業

負
荷

が
適

度
（

段
階

的
操

作
）

」
の

ス
ト

レ

ス
フ

ァ
ク

タ
1
を

設
定

し
た

。
 

（
×

1
）

 

Ｄ
Ｇ

試
験

時
ガ

バ
ナ

操
作

後
の

 

復
旧

失
敗

 

適
度

 
【

N
o
.
2
】

 
3
.
9
E
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0
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3
.
0
 

（
×
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）
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Ｏ
Ｃ

Ａ
）
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【
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.
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】

 
1
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6
E
-
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3
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0
.
0
 

（
×

1
）
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表
2
 

起
因

事
象

発
生

後
の

人
的

過
誤

の
ス

ト
レ

ス
フ

ァ
ク

タ
と

余
裕

時
間

（
1
／

2
）

 

人
的
過
誤
 

ス
ト
レ
ス
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ス
ト
レ
ス
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誤
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F 
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ス
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ベ
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レ
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操
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敗
 

原
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水
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御
 

操
作
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敗
 

や
や
高
い
 

【
No
.4
】
 

適
度
 

【
No
.2
】
 

3
0
分
 

1
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4E
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3 

5
.
0 

○
認
知
失
敗
 

訓
練
内
容
と
同
等
レ
ベ
ル
で
あ
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，
一
般
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高
い
ス
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レ
ス
に
は
至
ら

な
い
が
，
操
作
に
よ
っ
て
は
事
故
進
展
の
中
で
発
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す
る
こ
と
も
考
え

ら
れ
る
こ
と
か
ら
，
ス
ト
レ
ス
レ
ベ
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「
【
N
o.
4】

作
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負
荷
が
や
や
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（
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2
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○
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，
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い
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】
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表
3
 

起
因

事
象

発
生

後
の

人
的

過
誤

の
ス

ト
レ

ス
フ

ァ
ク

タ
と

余
裕

時
間

（
2
／

2
）

 

人
的
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誤
 

ス
ト
レ
ス
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ベ
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（
ス
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ス
フ
ァ
ク
タ
）
 

余
裕
時
間
 

過
誤
確
率
 

(
平
均
値
) 

E
F 
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時
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敗
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大
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Ｏ
Ｃ
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ベ
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れ
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Ｏ
Ｃ
Ａ
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操
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操
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。
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表4 ストレス及び熟練度による人的過誤率（ＨＥＰ）への補正係数 

 

 

 

項目 ストレスレベル 
HEPs の増倍係数 

熟練者 熟練度の低い者 

1. 作業負荷が大変低い ×2 ×2 

2. 作業負荷が適度 

（段階的操作） 

×1 ×1 

3. 作業負荷が適度 

（動的操作） 

×1 ×2 

4. 作業負荷がやや高い 

（段階的操作） 

×2 ×4 

5. 作業負荷がやや高い 

（動的操作） 

×5 ×10 

6. 作業負荷が極度に高い 

（段階的操作） 

×5 ×10 

7. 作業負荷が極度に高い 

（動的操作又は診断操作） 

.25 ( EF = 5 ) .50 ( EF = 5 ) 

  極度にストレス・レベルが高い場合は，

増倍係数ではなく，複数のクルーを対

象とした固定値を用いる。 

 
注：日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的安全評

価に関する実施基準（レベル 1PSA 編）：2008」の解説表 23-4 から転記 
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別紙 3.1.1.7-5-1 

オミッションエラーを考慮していない理由について 

 

  本ＰＲＡでは，起因事象発生後の緩和操作に係る人的過誤の評価においてオミッ

ションエラーの寄与は十分小さいとして考慮していない。これは以下の理由による

ものである。 

 

 (1) オミッションエラーが発生する前提 

   ＰＲＡで考慮する緩和操作に係る人的過誤は，ＴＨＥＲＰ手法を定めるＮＵＲ

ＥＧ／ＣＲ－１２７８に従って認知失敗と操作失敗の２つに分類している。ＮＵ

ＲＥＧ／ＣＲ－１２７８では，認知失敗はＴＨＥＲＰ標準診断曲線に基づき評価

しており，一方，操作失敗は，オミッションエラーとコミッションエラーに分類

され， オミッションエラーの発生に際して，使用する手順書は「原子力発電所の

（1983年当時の）典型的な手順書」であることを前提としている。 

 

 (2) 典型的な手順書とコラム式の手順書 

  ａ．典型的な手順書 

    典型的な手順書とは以下のような特徴を持ち，図1に具体例を示す。 

 必要な情報を伝えるには過度の字数である物語調（narrative)の様式。 

 必要な情報量に比べて不要な情報量が多い。 

 一つの段落に複数の実施項目が含まれている。 

 操作者が手順書に従って「計器を見て設定値を確認する」等を実施し

た後，手順書を再度参照する際に誤った箇所を参照する事がある。 
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図１ 典型的な物語調の手順書の例（出典：ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－１２７８） 

 

  ｂ．コラム式の手順書 

    コラム式の手順書とは以下のような特徴を持ち，図2に具体例を示す。 

 表形式で手順及び確認事項（機器状態等）が記載されている。 

 必要な情報量に比べて不要な情報量が少ない 

 各項目が単一の手順に対応する。 

 各手順にチェック欄が有る。 

 チェック欄は手順の隣に記載されている。 

 

 

  

 

 

 

 

 

図 2 コラム式の手順書の例（出典：ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－１２７８） 

 

   

 FTM パネルの前面にて，DC 測定ボタンを下に押す。ランプが点灯する。

RMS測定ボタンを押し続ける。RMS VMを読み取り，Aから Cは 0.055と 0.056

の間であることを，D から G は 0.049 と 0.050 の間であることを読み取る。

読み取る記録計は A から C は 3.4A，D から G は 3.4B である。 

対象機器 手順 
チェ

ック
確認事項 備考 

 

FTM 

panel 

 

DC 測定ボタンを下に押す。 

□  

ランプが点灯する

事 

 

 RMS 測定ボタンを押し続け

る。 

□   

 RMS VM を読み取る。 □   

  A から C □ 0.055 から 0.056 の

間である事 

記録計 

3.4A 

  D から G □ 0.049 から 0.050 の

間である事 

記録計 

3.4B 
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別紙 3.1.1.7-5-3 

  ｃ．本ＰＲＡにおけるオミッションエラーの考慮について 

    ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－１２７８によれば，物語調の手順書を使い慣れている運

転員が簡単な訓練を行った後，コラム式の手順書を使用して試験をするという

実験を参照しており，その結果から運転員がコラム式の手順書を使い慣れてい

ないとしても，オミッションエラーの発生率が三分の一に減少すると評価され

ている［１］。 

    東海第二発電所の運転操作手順書は既にコラム式を採用しており，表１に示

す熟練度による人的過誤確率への補正係数の影響を考慮すると，熟練した

運転員が操作することにより過誤確率はさらに半減すると考えられる。 

    代表的なオミッションエラーとして表2の「1. 短い項目（10項目以内）」

を想定とした場合，その過誤確率はコラム式の手順書の採用及び熟練度を考慮

することにより，約1.7E-04まで低減できるものと考えられる。これは，本Ｐ

ＲＡにおいて起因事象発生後のコミッションエラーとして考慮している表3の

「3. 同様なコントロールを持つパネルで選択誤り」の人的過誤確率1.0E-03

と比較して一桁小さい。また，以下の東海第二発電所の手順書の記載内容を考

慮することにより，オミッションエラーによる寄与はコミッションエラーと比

較して十分に小さくなると考えられる。 

 発電長から副発電長への指示，副発電長から発電長への報告及び運

転員への指示，副発電長の指示による原子炉側操作員，タービン・

電気側操作員，現場操作員の運転操作及び確認事項が明確に記載さ

れている。 

 兆候ベースの非常時運転手順書中では，操作の流れが把握できるようフロ

ーチャートを記載しており，オミッションエラーの発生を低減できる手順

書となっている。 
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別紙 3.1.1.7-5-4 

    上記により，起因事象発生後におけるオミッションエラーの過誤確率はコミ

ッションエラーと比較してその寄与は十分に小さいと考えられるため，本ＰＲ

Ａにおいてオミッションエラーは考慮していない。  
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別紙 3.1.1.7-5-5 

表１  ストレスと熟練度による人的過誤確率への補正係数 

（NUREG/CR-1278 から抜粋） 

 

 

表 2 手順書を使うときのオミッションエラー確率の例 

（NUREG/CR-1278 から抜粋） 

項目 ストレスレベル 
HEPs の増倍係数 

熟練者 熟練度の低い者 

1. 作業負荷が大変低い ×2 ×2 

2. 作業負荷が適度 

（段階的操作） 

×1 ×1 

3. 作業負荷が適度 

（動的操作） 

×1 ×2 

4. 作業負荷がやや高い 

（段階的操作） 

×2 ×4 

5. 作業負荷がやや高い 

（動的操作） 

×5 ×10 

6. 作業負荷が極度に高い 

（段階的操作） 

×5 ×10 

7. 作業負荷が極度に高い 

（動的操作又は診断操作） 

.25 ( EF = 5 ) .50 ( EF = 5 ) 

  極度にストレス・レベルが高い場合は，

増倍係数ではなく，複数のクルーを対

象とした固定値を用いる。 

 

項目 オミッションの項目 HEP EF 

 チェック表が正しく用いられている場合   

1. 短い操作（＜10 項目） .001 3 

2. 長い操作（＞10 項目） .003 3 

 チェック表を用いていないか，又は正しく用いられていない

場合 

  

3. 短い操作（＜10 項目） .003 3 

4. 長い操作（＞10 項目） .01 3 

5. 文書化した手順書を用いるべきであるが，用いていない場合 .05 5 

 

注：日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的

安全評価に関する実施基準（レベル 1PSA 編）：2008」の解説表 23-4 から転

記 

注：日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的

安全評価に関する実施基準（レベル 1PSA 編）：2008」の解説表 23-3 から

転記

281



別紙 3.1.1.7-5-6 

表 3 手動操作のコミッションエラー確率の例 

（NUREG/CR-1278 から抜粋） 

  

(注) 項目 5，6，7 の対応する HEP，EF の 1／5 の値 

 

 

 

 (3) 参考文献 

 [1] Haney. R. W ,“An in-plant experiment”,Novenmber 1969. 

項目 エラーのポテンシャル HEP EF 

1. １個のコントロールの不注意な操作 プラントに完全依存 

2. 同様なコントロールを持つパネルで選択誤り 

(ラベルで区別) 

.003 3 

3. 同様なコントロールを持つパネルで選択誤り 

(機能別に良く分類された配置) 

.001 3 

4. 同様なコントロールを持つパネルで選択誤り 

(系統を模擬した表示) 

.0005 10 

5. スイッチの誤った方向への操作 

(固定観念に従う場合) 

.0005 10 

6. スイッチの誤った方向への操作 

(通常の運転状態で固定観念を損う場合) 

.05 5 

7. スイッチの誤った方向への操作 

(高ストレス状態で固定観念を損う場合) 

.5 5 

8. ２状態スイッチの誤った方向への操作，又は，誤った 

レベルへの設定 

(注) 

9. 回転式コントローラの誤った設定(２状態スイッチ) .001 10 

10. 完全な操作の完了に対する失敗 .003 3 

11. グループ内のサーキットブレーカ選択誤り 

(ラベルで区別) 

.005 3 

12. グループ内のサーキットブレーカ選択誤り .003 3 

13. 不適切なコネクタの配備 

(不完全な装着や，コネクタのロック機構のテスト失敗 

も含む) 

.003 3 

注：日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的

安全評価に関する実施基準（レベル 1PSA 編）：2008」の解説表 23-2 から転

記 
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別紙 3.1.1.7-6 

別紙 3.1.1.7-6-1 

認知失敗確率におけるストレスファクタの考慮について 

 

 本ＰＲＡでは，ヒューマンエラーハンドブック（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－１２７

８）のＴＨＥＲＰ手法（Technique for Human Error Rate Prediction）を使用

している。以下にＴＨＥＲＰ手法及び本ＰＲＡでの認知失敗確率におけるスト

レスファクタの考え方を示す。 

 

１．ＴＨＥＲＰ手法での認知失敗確率におけるストレスファクタの考え方 

  ＴＨＥＲＰ手法では，人間が入力された情報から行動を行うまでに，感覚

器官に情報が入力されるプロセス（A），認知プロセス(B)，処理プロセス（C），

行動判断プロセス(D)，及び行動プロセス(E)という 5 つのプロセスを経ると

しており，認知プロセス(B)及び処理プロセス(C)における失敗を認知失敗と

している。 

  また，認知失敗・操作失敗に係る心理的なストレスとして，以下のような

ものがあるとされている。 

   ・突発的な開始，ストレスの継続 

   ・作業スピード，作業負荷 

   ・高い危険 

   ・脅威（失敗，仕事をなくすこと） 

  ・単調さ，品位の低さ，無意味さ 

  ・長期の警戒時間 

  ・成績に対する軋轢 

  ・否定的な強制力 

  以下に示すように，ＴＨＥＲＰ手法では認知プロセス(B)及び処理プロセス

(C)において，ストレスの影響によって認知失敗の発生率が上昇するため，ス

トレスファクタを考慮する必要があると記載されている。 

 (1) 認知プロセス(B)における認知失敗 

   認知プロセス(B)では，ストレスによって，十分に注意することができな

くなることで，認知失敗に繋がる。 
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別紙 3.1.1.7-6-2 

 

 (2) 処理プロセス(C)における認知失敗 

   処理プロセス(C)では，ストレスによって，運転状態を正しく認知するこ

とが難しくなることで，認知失敗に繋がる。 

 

２．本ＰＲＡでの認知失敗確率におけるストレスファクタの考え方 

  上記に示すように，ＴＨＥＲＰ手法では認知失敗確率においてもストレス

ファクタを考慮することとしており，本ＰＲＡにおいても，その考え方に基

づいてストレスファクタを設定している。 
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別紙 3.1.1.7-7 

別紙 3.1.1.7-7-1 

認知失敗における過誤回復の考慮について 

 

  本ＰＲＡでは，ヒューマンエラーハンドブック（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－１２７８）

のＴＨＥＲＰ手法を使用している。以下に本ＰＲＡでの認知失敗における過誤回復

の考え方について示す。 

 

 (1) ＴＨＥＲＰ手法での認知失敗の考え方 

   ＴＨＥＲＰ手法では，診断失敗を表 1に示す標準診断曲線を用いて評価してお

り，評価に使用する余裕時間の起点については異常発生を示す警報が出た時刻と

している。また，初期の異常事象を示す警報に対する診断や対応の最中に発生す

る２次事象や３次事象に対しても診断失敗を考慮しており，その診断に対する余

裕時間は，前段事象の余裕時間に対して10分余分に時間がかかると想定し，診断

失敗確率を標準診断曲線により設定している。 

   なお，表1に示す診断失敗確率は，同じ班の運転員全員による診断失敗確率で

ある。 

 

 (2) 本ＰＲＡでの認知失敗における過誤回復の考え方 

   本ＰＲＡにおいては，初期事象の警報に対する認知失敗の過誤回復として，後

段に発報する複数の警報に対する認知を考慮している。起因事象やその後の事象

進展により，発報する警報数やそのタイミングが異なるが，過誤回復の失敗確率

は下表のとおり余裕時間に基づき，従属性のレベルを分けて考慮している。 

余裕時間 過誤回復の失敗確率 

30分 
余裕時間30分の認知失敗確率 

に中従属性を考慮 

60分 
余裕時間60分の認知失敗確率 

に低従属性を考慮 

285



 

 
 

別紙 3.1.1.7-7-2 

表
1
 

Ｔ
Ｈ
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Ｒ
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別紙 3.1.1.7-7-3 

表 2 先行するサブタスク”N-1”が成功又は失敗したときの， 

サブタスク”N”の成功又は失敗の条件付き確率の求め方：従属レベルの関数 

（NUREG/CR-1278から抜粋） 

 

(注)  n：サブタスクの成功確率 

  N：サブタスクの失敗確率 

ZD：Zero Dependence従属度ゼロ 

LD：Low Dependence従属度低 

MD：Moderate Dependence従属度中 

HD：High Dependence従属度高 

CD：Complete Dependence完全従属 

 

 

従属性の 

レベル 
条件付き成功確率 条件付き失敗確率 

ZD n　｜ZD〕＝｜SPr〔S 1”-“N“N”  N　｜ZD〕＝｜FPr〔F 1”-“N“N”  

LD 
20

19ｎ1
｜LD〕＝｜SPr〔S 1”-“N“N”  

20

19N1
｜LD〕＝｜FPr〔F 1”-“N“N”  

MD 
7

6ｎ1
｜MD〕＝｜SPr〔S 1”-“N“N”  

7

6N1
｜MD〕＝｜FPr〔F 1”-“N“N”  

HD 
2

ｎ1
｜HD〕＝｜SPr〔S 1”-“N“N”  

2

N1
｜HD〕＝｜FPr〔F 1”-“N“N”  

CD 0.1　｜CD〕＝｜SPr〔S 1”-“N“N”  0.1　｜CD〕＝｜FPr〔F 1”-“N“N”  

 

注：日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的

安全評価に関する実施基準（レベル 1PSA 編）：2008」の解説表 23-5 から転

記 
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別紙 3.1.1.8-1 

別紙 3.1.1.8-1-1 

ＰＲＡ使用コードの検証について 

 

 内部事象における炉心損傷頻度の定量化に際しては，解析コードと

して，株式会社テプコシステムズが開発した Safety Watcher を使用し

ている。以下に解析コードの概要及び検証について示す。 

 

(1) 解析コードの概要 

Safety Watcher は，イベントツリー及びフォールトツリー等の

定量化のために必要な情報の入力ファイルを作成する機能，及び

フォールトツリーや事故シーケンスの定量化（点推定値計算，不

確実さ解析，重要度解析及びミニマルカットセットの抽出）を行

う機能を有している。 

また，Safety Watcher では二分決定図（Binary Decision Diagram, 

BDD）を用いた定量化方法が採用されており，稀有事象近似を行わ

ない定量化が可能である。 

 

(2) 解析コードの検証 

Safety Watcher の検証は，海外にて十分に使用実績のある Risk 

Spectrum PSA とのベンチマークによる妥当性確認を行っている。

表 1 にベンチマークの結果を示す。また，図 1 にベンチマークに

用いたイベントツリーを示す。 

ベンチマークの結果，両者に大きな差異は見られなかった。 
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別紙 3.1.1.8-1-2 

表 1 事故シーケンスの定量化の比較によるベンチマーク結果 

Sq No.※  

①RiskSpectrum

の解析結果 

（／炉年） 

②SafetyWatcher

の解析結果 

（／炉年） 

①／②
事故シーケンス 

グループ 

3   1.01 ＴＷ 

6   1.01 ＴＷ 

9   1.01 ＴＷ 

12   1.01 ＴＷ 

15   1.01 ＴＷ 

18   1.01 ＴＷ 

19   1.01 ＴＱＵＶ 

20   1.01 ＴＱＵＸ 

23   1.00 ＴＷ 

26   1.00 ＴＷ 

29   1.00 ＴＷ 

32   1.00 ＴＷ 

35   1.00 ＴＷ 

36   1.00 ＴＱＵＶ 

合計   1.01 － 

※：Sq No.は，図 1 中の「No.」に対応する。 
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別紙 3.1.1.8-1-3 

 
非隔離事
象

メンテナン
ス

スクラム系
S/R弁開
放

S/R弁再
閉鎖

HPCS RCIC 手動ADS LPCI-A LPCS LPCI-B LPCI-C RHR-A RHR-B No. 最終状態

T1 MN C M P UH UR X1 VA VS VB VC WA WB
1 -

1.60E-01 RHR_A_ST_2MD.ft 2 -

RHR_B_ST_ 3 TW

HPCS_TRAN.ft 4 -

RHR_A_ST_2MD.ft 5 -

RHR_B_ST_ 6 TW

RCIC_TRAN.ft 7 -

RHR_A_CH_2MD.ft 8 -

RHR_B_ST_ 9 TW

LPCI_A_TRAN.ft 10 -

RHR_A_ST_2MD.ft 11 -

RHR_B_ST_ 12 TW

LPCS_TRAN.ft 13 -

RHR_A_ST_2MD.ft 14 -

RHR_B_CH_ 15 TW

LPCI_B_TRAN.ft 16 -
RHR_A_ST_2MD.ft 17 -

RHR_B_ST_ 18 TW

LPCI_C_TRAN.ft 19 TQUV

ADS_MANU.ft 20 TQUX

P1 21 -

RHR_A_ST_2MD.ft 22 -

RHR_B_ST_ 23 TW

HPCS_SORV.ft 24 -

RHR_A_CH_2MD.ft 25 -

RHR_B_ST_ 26 TW

LPCI_A_TRAN.ft 27 -

RHR_A_ST_2MD.ft 28 -

RHR_B_ST_ 29 TW

LPCS_TRAN.ft 30 -

RHR_A_ST_2MD.ft 31 -

RHR_B_CH_ 32 TW

LPCI_B_TRAN.ft 33 -

RHR_A_ST_2MD.ft 34 -

RHR_B_ST_ 35 TW

LPCI_C_TRAN.ft 36 TQUV

M1 37 -

C1 38 -

MAINT.ft 39 -

 
図 1 ベンチマークに用いたイベントツリー  

290



別紙 3.1.1.8-2 

別紙 3.1.1.8-2-1 

イベントツリーにおけるドミナントシーケンスについて 

 

 起因事象別の炉心損傷頻度と主要な事故シーケンスを表 1 に示す。

また，事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度と主要な事故シーケ

ンスを表 2 に示す。 

なお，起因事象別及び事故シーケンスグループ別のドミナントシー

ケンスについては，イベントツリー集（別添 3.1.1-1）において示す。 
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表 1 起因事象別の炉心損傷頻度と主要な事故シーケンス 

起因事象 
炉心損傷頻度

（／炉年） 
主要な事故シーケンス 

過渡事象 

非隔離事象 1.4×10－５ 非隔離事象＋崩壊熱除去失敗 

隔離事象 2.2×10－６ 隔離事象＋崩壊熱除去失敗 

全給水喪失 8.2×10－７ 全給水喪失＋崩壊熱除去失敗 

水位低下事象 2.2×10－６ 
水位低下事象＋崩壊熱除去失

敗 

原子炉緊急停止系誤

動作等 
4.5×10－６ 

原子炉緊急停止系誤動作等＋

崩壊熱除去失敗 

逃がし安全弁誤開放 8.2×10－８ 
逃がし安全弁誤開放＋崩壊熱

除去失敗 

外部電源喪失 外部電源喪失 1.2×10－６ 
外部電源喪失＋ＤＧ失敗 

（ＨＰＣＳ成功） 

手動停止／サ

ポート系喪失

（手動停止） 

計画外停止 3.5×10－６ 計画外停止＋崩壊熱除去失敗 

残留熱除去系海水系

故障（区分Ⅰ） 
1.4×10－６ 

残留熱除去系海水系故障（区

分Ⅰ）＋崩壊熱除去失敗 

残留熱除去系海水系

故障（区分Ⅱ） 
1.4×10－６ 

残留熱除去系海水系故障（区

分Ⅱ）＋崩壊熱除去失敗 

交流電源故障 

（区分Ⅰ） 
3.0×10－７ 

交流電源故障（区分Ⅰ）＋崩

壊熱除去失敗 

サポート系喪

失（自動停止）

交流電源故障 

（区分Ⅱ） 
3.0×10－７ 

交流電源故障（区分Ⅱ）＋崩

壊熱除去失敗 

タービン・サポート

系故障 
5.9×10－８ 

タービン・サポート系故障＋

崩壊熱除去失敗 

サポート系喪

失（直流電源故

障） 

直流電源故障 

（区分Ⅰ） 
2.5×10－６ 

直流電源故障（区分Ⅰ）＋Ｄ

Ｇ失敗（ＨＰＣＳ成功） 

直流電源故障 

（区分Ⅱ） 
2.5×10－６ 

直流電源故障（区分Ⅱ）＋Ｄ

Ｇ失敗（ＨＰＣＳ成功） 

ＬＯＣＡ 

大ＬＯＣＡ 1.6×10－９ 大ＬＯＣＡ＋崩壊熱除去失敗 

中ＬＯＣＡ 1.6×10－８ 中ＬＯＣＡ＋崩壊熱除去失敗 

小ＬＯＣＡ 2.5×10－８ 小ＬＯＣＡ＋崩壊熱除去失敗 

格納容器バイ

パス 

インターフェイス 

システムＬＯＣＡ 
4.1×10－１０ 

インターフェイスシステムＬ

ＯＣＡ 
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表 2 事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度と主要な事故シーケンス 

事故シーケンスグループ 
炉心損傷頻度 

（／炉年） 
主要な事故シーケンス 

高圧注水・減圧

失敗 
ＴＱＵＸ 1.2×10－８ 

直流電源故障（区分Ⅰ）＋高圧炉

心冷却失敗＋手動減圧失敗 

高圧・低圧注水

失敗 
ＴＱＵＶ 3.0×10－９ 

直流電源故障（区分Ⅰ）＋高圧炉

心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

全交流動力電源

喪失 

長期ＴＢ 7.6×10－８ 
外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋高圧炉

心冷却失敗 

ＴＢＵ 2.0×10－８ 
直流電源故障（区分Ⅰ）＋交流電

源喪失＋高圧炉心冷却失敗 

ＴＢＰ 5.1×10－１０ 

外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし

安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却

失敗 

ＴＢＤ 5.7×10－１２ 
外部電源喪失＋直流電源喪失＋高

圧炉心冷却失敗 

崩壊熱除去機能

喪失 

ＴＷ 3.3×10－５ 非隔離事象＋崩壊熱除去失敗 

ＴＢＷ 4.6×10－６ 
直流電源故障（区分Ⅱ）＋ＤＧ失

敗（ＨＰＣＳ成功） 

原子炉停止機能

喪失 
ＴＣ 2.5×10－８ 

非隔離事象（ＡＴＷＳ）＋原子炉

停止失敗 

ＬＯＣＡ時注水

機能喪失 

ＡＥ 1.3×10－１２ 
大ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋

低圧炉心冷却失敗 

Ｓ１Ｅ 1.8×10－１１ 
中ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋

低圧炉心冷却失敗 

Ｓ２Ｅ 1.2×10－１３ 
小ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋

低圧炉心冷却失敗 

格納容器バイパ

ス（インターフ

ェイスシステム

ＬＯＣＡ） 

ＩＳＬＯＣＡ 4.1×10－１０ 
インターフェイスシステムＬＯＣ

Ａ 
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別紙 3.1.1.8-3-1 
 

不確実さ解析における計算回数について 

 

 本ＰＲＡでは、モンテカルロ法の試行回数を 3,000 回として不確実

さ解析を行っている。 

 試行回数の増加に伴う評価値の遷移より，評価結果の収束について

確認を行った結果，図 2 に示すとおり，試行回数 3,000 回で各評価値

はほぼ収束している。 

 

 

 

 

 

 

図 1 不確実さ解析（イメージ図）  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 不確実さ解析結果の遷移  
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別紙 3.1.1.8-4-1 

ベイズ統計による個別プラントパラメータの算出について 

 

  東海第二発電所固有のプラントパラメータを反映した感度解析を

実施するため，ベイズ統計によりプラント固有の運転実績を考慮し

た起因事象発生頻度及び機器故障率を算出した。その算出手順を以

下に述べる。 

 

 (1) 起因事象発生頻度について 

   個別プラントの起因事象発生頻度の算出フローを図 1 に示す。 

   個別プラントの起因事象発生頻度は，事前分布として国内一般

起因事象発生頻度を使用し，東海第二発電所実績データを用いて

経験ベイズ更新を実施することで得られる。以下にその内容を示

す。 

  ａ．事前分布 

  ａ-1) 平成 20 年度末までの国内ＢＷＲ実績データを起因事象デー

タとして用いる。 

  ａ-2) 平成 20 年度末までの国内ＢＷＲ実績データを用いて階層ベ

イズ※ １処理を実施する。この場合の事前分布を対数正規分布

とし，各ＢＷＲプラントにおける実績データはポアソン過程

で発生するものとする。また，評価コードはマルコフ連鎖モ

ンテカルロ用ソフト WinBUGS を使用する。 

  ａ-3) 階層ベイズ処理によって得られた事後分布（国内一般起因

事象発生頻度）を対数正規分布と仮定し，経験ベイズ更新の

事前分布として使用している。 

  ｂ．東海第二発電所実績データ 
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    東海第二発電所における，運転開始から平成 20 年度末までの

起因事象実績データとする。 

  ｃ．事後分布 

    上記ｂ．の東海第二発電所の実績データがポアソン過程で発

生するとして，ａ．の事前分布を用いて経験ベイズ※ ２更新を実

施し，個別プラントパラメータである事後分布を得る。また，

評価コードは一般財団法人電力中央研究所が開発した Budda を

使用する。 

    なお，プラント固有データを考慮した感度解析では得られた

事後分布を対数正規分布と仮定する。 

 

※1： 階層ベイズとは事前分布のパラメータを事前情報から求めず，それぞれ

異なるハイパー事前分布より決定したパラメータを使用した分布を事

前分布とし，それを個別プラントデータでベイズ更新して事後分布を求

める手法である。ハイパー事前分布とは，ハイパーパラメータμ（平均）

及びσ（分散）の分布である。  
※2： 経験ベイズとは事前分布のパラメータを観測されている事前情報から

求め，これを個別プラントデータでベイズ更新して事後分布を求める手

法である。 

 

 (2) 機器故障率について 

   個別プラントの機器故障率の算出フローを図 2 に示す。 

   個別プラントの機器故障率は，事前分布として 21 ヵ年国内一般

機器故障率データ（2009 年日本原子力技術協会発行）を使用し，

東海第二発電所実績データを用いて経験ベイズ更新を実施するこ

とで得られる。以下にその内容を示す。 

  ａ．事前分布 

    事前分布として 21 ヵ年国内一般機器故障率データ（対数正規
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分布）を使用する。 

    21 ヵ年国内一般機器故障率データは，国内原子力発電所にお

ける機器故障の実績を階層ベイズ処理することで得られたもの

である。この階層ベイズ処理では，時間故障率データをポアソ

ン過程，デマンド故障率を二項過程として評価している。また，

評価コードは WinBUGS を使用して求めたものである。 

  ｂ．東海第二発電所実績データ 

    東海第二発電所における，昭和 57 年度から平成 14 年度末ま

での故障率実績データとする。 

  ｃ．事後分布 

    上記ｂ．の東海第二発電所の実績データがポアソン過程で発

生するとして，ａ．の事前分布を用いて経験ベイズ更新を実施

し，個別プラントパラメータである事後分布を得る。また，評

価コードは Budda を使用する。 

    なお，プラント固有データを考慮した感度解析では，得られ

た事後分布を対数正規分布と仮定する。 

 

 (3) 算出結果 

   上記(1)及び(2)のベイズ統計にて算出した起因事象発生頻度と

機器故障率を表 1 及び表 2 に示す。 

 

  

297



別紙 3.1.1.8-4-4 

表 1 ベイズ統計による個別プラントの起因事象発生頻度 

起因事象 

①ベースケース 

 

②感度解析ケース 

（ベイズ統計） 

②／①

非隔離事象 1.6E-01／炉年 2.8E-01／炉年 1.8  

水位低下事象 2.7E-02／炉年 4.9E-02／炉年 1.8  

原子炉緊急停止系誤動作 4.9E-02／炉年 5.4E-02／炉年 1.1  

計画外停止 4.3E-02／炉年 4.5E-02／炉年 1.0  

 

 

表 2 ベイズ統計による個別プラントの機器故障率 

機器 

①ベースケース 

 

②感度解析ケース 

（ベイズ統計） 

②／①

電動弁（淡水）作動失敗 4.8E-08／ h 1.2E-07／ h 2.5  

逆止弁開失敗 7.1E-09／ h 2.4E-08／ h 3.4  
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図 1 個別プラントの起因事象発生頻度の算出フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 個別プラントの機器故障率の算出フロー 
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